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第 1 章 本論文の目的と意義 
 

第 1 節 問題意識と研究背景 
予算（budget）とは「予算期間における企業の各業務分野の具体的な計画を貨幣的に表

示し，これを総合編成したもの」である（『原価計算基準』1（4））。一般に予算の編成と統

制で構成される予算管理（budgeting）は，企業活動における計画，統制，調整といった重

要な機能を有している[Welsch, 1957]。予算管理は管理会計論生成初期から管理会計の中

心的領域であり，今日まで多くの実践・研究が蓄積されてきた [例えば，伊藤（博）, 1992; 

廣本, 1993など]。計画，統制という予算管理の伝統的な体系への批判として提唱された理

論であるマネジメント・コントロール・システム（Management Control Systems: 以下，

MCSと略）の理論においても，戦略計画の修正，組織の調整，責任の割り当て，および業

績評価の基礎というマネジメント・コントロール・プロセスにおいて，予算は中心的技法

として不可欠なものであるとされている[Anthony and Govindarajan, 2007, p.382]。 

本論文のテーマである脱予算経営（Beyond Budgeting）は，予算が企業経営に不可欠で

あるという大前提に疑問を呈した研究群である。脱予算経営を提唱した初期の研究者や実

務家たちは，予算が環境変化への適応を阻害し，組織および個人の逆機能的行動を引き起

こしているため，これを廃止すべきであると主張した[Hansen et al., 2003; Wallander, 

1997] 。一方で，脱予算経営に関連する近年の研究は，大半の企業が依然として予算を廃

止していない（予算管理が実施されている）ことや，予算および予算管理に重大な問題が

あると考えている企業は少ないことを報告している[例えば Libby and Lindsay, 2010; 清

水ほか, 2019など]。およそ 20年にわたる研究をレビューしたNguyen et al. [2018]でも，

脱予算経営研究の潜在的な問題点として，予算の廃止を含めた脱予算経営の全ての要素を

導入することの困難さ，導入事例の少なさなどが指摘されている。 

予算の廃止が脱予算経営の本質であるという見解に対して，筆者は懐疑的である。

Hopwood [1987, p.57]が「会計が社会的・経済的現実を創造する」と述べたとおり，個人

や組織は予算を利用することによって「創造」された現実に対して欠陥や効果を認識する。

また，小菅[1997, p.4]も，予算は「利益，原価，収益，資金などの会計上の諸概念を用い

て『将来そうあるべき』あるいは『そうあってほしい』」企業の状態と成果を貨幣的に描き

出したもの」であり，会計的測定の「『築像』と『写像』が表裏一体化したもの」であると

述べるが，Hansen et al. [2003] をはじめとした初期の脱予算経営論者が予算および予算
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管理における欠陥と指摘した点は，あくまで「築像」される過程で生じる個人および組織

の問題であって，「写像」である予算自体の欠陥ではない。換言すれば，問題を引き起こす

のは「予算に付随」する個人および組織の諸現象，ひいては設計運用されている MCS で

あり予算そのものではない [清水, 2013, p.6] 。 

したがって本論文では，脱予算経営をマネジメント・コントロールの要素の集合，すな

わち一つの MCS として捉える。つまり，脱予算経営の実施は MCS 自体の変革である。

脱予算経営の諸原則の実施はマネジメント・コントロールの要素の組み合わせ（コンフィ

ギュレーション）変化を，そして脱予算経営で実行される適切なマネジメント・コントロ

ールの要素は，向組織的行動を引き出す新たなメカニズムを生み出す。 

以上のような問題意識から，本論文では脱予算経営を「組織が予算の利用方法を適切に

設計し，従業員のセルフ・コントロールを促すことによって，予算の問題点を克服するた

めのMCS」として捉える。予算を含む従来のコンティンジェンシー理論を基礎としたMCS

研究は，個々のマネジメント・コントロールが個人および組織に対してどのような帰結を

もたらすのかを検証することに主眼を置いてきた[Chenhall and Moers, 2015]。しかしな

がら，これらの研究の蓄積は，MCSが「全体として」どのような要素を有し，それらが機

能しているかを示すことはできないという制約を有している [新江, 2010]。 

本論文では，予算そのものが重大な欠陥や効果を有しているわけではなく，予算を廃止

する必要は必ずしもないという立場から議論を行う[清水, 2013]。脱予算経営の先行研究は

管理会計手法や思考方法の変革によって MCS を改善するという点で共通しているものの，

依然として脱予算経営は多義的な概念であり，その全体像を示した研究や，脱予算経営の

要素がもたらすメカニズムに関するエビデンスは少ない。 

本論文は MCS としての脱予算経営の特徴と帰結を明らかにすることを研究全体の目的

とする。具体的な研究課題を提示するに先立ち，以下では，背景となる研究領域や議論を

整理する。具体的には，脱予算経営，脱予算経営の特徴の一つである管理可能性原則の逸

脱，そして論文全体の分析視角である MCS のコンフィギュレーションとメカニズムに関

する議論について検討する。 

 

第 1 項 脱予算経営 
脱予算経営の定義は曖昧である [Matějka et al., 2021]。Hope and Fraserが脱予算経営

の概念を体系化した 2000 年代初頭には，予算および予算管理の代替となる MCS および
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組織構成員の思考様式の変革を要求するマネジメント・モデルとされていた [Hope and 

Fraser, 2003a; 2003b]。Hope and Fraserはその後，2010年代以降の調査研究によって，

予算を廃止している企業がごくわずかであること，予算そのものに問題点があると認識さ

れている割合は低いことが明らかにされた [Libby and Lindsay, 2010; Sandalgaard, 

2012; 清水, 2016など]。 

脱予算経営の先行研究は，規範として示されている多くの概念のうちの一つまたは複数

が部分的に，かつ多様に捉えている。ケース・スタディに限定しても，脱予算経営を組織

変革とみなす事例 [Becker, 2014]，ローリング予測を活用しているものの，柔軟な資源配

分や相対的業績評価が行われていない事例 [Henttu-Aho and Järvinen, 2013]や，計画と

予測の柔軟な変更に焦点をあてた事例 [Østergren and Stensaker, 2011]，管理可能性原則

によらないコントロールを強調した事例 [Frow et al., 2005]など，取り扱われてきた論点

は多様である。脱予算経営は少数企業を対象とした事例研究によって知見が蓄積されてき

た一方で，その特徴やその帰結を検証した横断的研究が不足している [Nguyen et al., 

2018; Matějka et al., 2021]。数少ない例外である Matějka et al. [2021]では，米国の

Beyond Budgeting Round Table（BBRT）のイベントや活動に興味を示した米国企業 201

社を対象とした脱予算経営の実施と単一の MCS の要素との関係が明らかにされているが，

脱予算経営が有する要素の組み合わせについての検討はなされていない。 

図表 1.1は，Nguyen et al. [2018]がシステマティック・レビューによって得られた 32

編の脱予算経営研究論文が取り扱っている論点を，マネジメント・コントロールのテーマ

に基づいて整理したものである。網掛け部分が示す通り，主たる特徴は目標設定，コント

ロールおよび評価に「相対的な」業績指標を用いることによって，固定的・絶対的業績指

標の問題点を克服するという点であろう[Hansen et al., 2003]。 

本論文では，中でも相対的指標に基づくコントロールとそのメカニズムに焦点を当てる。

相対的業績指標の利用は，環境の不確実性が高い状況で，管理不能な要因を含んだ絶対的

業績指標を用いるよりも有効であるとされるが[近藤ほか, 2006]，管理会計の規範的理論で

ある，管理可能性原則を逸脱した実務であることも指摘されてきた [Antle and Demski, 

1988; 太田, 2021, p.5] 。管理可能性原則の逸脱は個人や組織の向組織的行動を引き出す

と主張されてきたが，そのメカニズムについては明らかになっていない部分が多い

[Hansen et al.2003; Simons, 2005]。 

先述のとおり，予算自体を廃止することは脱予算経営の必要条件ではなく，あくまで予
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算管理の改善プロセスおよび思考様式の変革によって「脱予算経営的」に予算の問題点を

克服するMCSである [清水, 2013; Nguyen et al., 2018] 。本論文では，管理可能性原則

の逸脱を脱予算経営の特徴の一つとして捉え，分析を行う。 

 

図表 1.1 脱予算経営研究の論点 

 
出所：Nguyen et al. [2018, p.323]を加筆修正 

 

第 2 項 管理可能性原則とその逸脱 
1950年代に，部門管理者などの報告システムに関する研究において，個人の責任に対応

させる形で，管理可能費のみを記載すべきであるとの主張がなされ，責任会計論が確立さ

れた [Ailman, 1950; Higgins, 1952]。責任会計は「経営組織上の責任者と会計組織上の数

値が結合したものであり，各管理者の業績評価を明確に測定することにより，管理者の業

績に対する自己責任と意欲を高揚し，組織全体の活性化を計ることを目的とする会計制度」

[古賀, 2000, p. 141] と定義され，その「本質は，管理者に対し管理可能な要素についての

み責任を問い，管理不能な要素については責任を問わないという管理可能性の原則を根底

に有している」[古賀, 2000, p. 141]。今日においても，多くの管理会計のテキスト [例え

ば，Anthony and Govindarajan, 2007など]がこのような伝統的な責任会計に言及してお

り，そこでは責任センターが，事業部またはそれ以下の組織単位のマネジャーの権限と責

任の範囲を規定すると説明されている。 

この管理可能性原則に対して，その逸脱が個人や組織の向組織的行動を引き出すと主張

したのが Simons[2005; 2010]である。Simons [2005]は，コントロールの幅と影響の幅を

テーマ 論点

⽬標設定 固定予算ではなく，相対的な改善
に基づくストレッチな⽬標

固定予算の代替ではない，
新しい⽬標設定⽅法

⽬標設定と計画／予測
との切り離し

モチベーションと報酬 事後的な相対的業績評価に基づい
た報酬の決定

計画と予測 全社⽬標策定の下位レベルへの
委譲

価値創造に焦点をあてた
計画策定

予測の更新

指標とコントロール 効果的なガバナンスと相対的業績
指標に基づくコントロール

資源配分 適時的な資源配分

コントローラーの役割 戦略志向のコントローラー

調整 企業間の協働

組織と組織⽂化 従業員に⾃由と能⼒を付与 顧客満⾜に注⼒する
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MCS の設計要素として調整する，すなわち権限よりも責任の幅を大きくすることによっ

て，企業家ギャップを生みだし，組織構成員の先取的な行動を促進することができると主

張している。また，脱予算経営の領域においても，相対的業績契約による管理可能性原則

の意図的な逸脱が推奨されている [Frow et al., 2005]。 

また一般に，日本の個人および組織においては，権限と責任との関係が非常に曖昧であ

るといわれる。この主張は，雇用契約において個人の職務や責任がより具体的に明文化さ

れる，欧米諸国との比較の文脈でしばしば見られる [田中, 2012] が，明確な根拠なく主張

されている。他方，「権限と責任は一致するべき」という言葉は洋の東西を問わず，個人お

よび組織が自身の役割の適切な認識と評価の正当性・公平性の観点から社会的通念として

存在している。本論文では日本の個人および企業を対象とした実証的分析を実施している

ことから，日本的かつ脱予算経営的な予算管理の実態を明らかにするという側面も有して

いる。 

 

第 3 項 マネジメント・コントロール・システムのコンフィギュレーションおよび

メカニズム 
先述の通り，本論文では脱予算経営を「組織が予算の利用方法を適切に設計し，従業員

のセルフ・コントロールを促すことによって，予算管理の問題点を克服するためのMCS」

として捉える。脱予算経営は複数のマネジメント・コントロールの要素で構成されるMCS

である [Bogsnes, 2009; Matějka et al., 2021; 町田, 2015] 。複数のマネジメント・コント

ロールの要素を取り扱う際には，マネジメント・コントロールの「メカニズム」を捉える

か，または複数の要素から構成される「パッケージ」として捉えるかという２つの分析視

点がある [Grabner and Moers, 2013; Malmi and Brown, 2008] 。いずれの視点も，単一

のマネジメント・コントロールを要素還元的に捉える，すなわち一つのマネジメント・コ

ントロールが他のマネジメント・コントロールとは独立して検討可能であることを前提と

しているコンティンジェンシー理論に基づく研究に対する批判への回答として発展してき

た [Grabner and Moers, 2013] 。 

マネジメント・コントロールのメカニズムを捉える研究は，マネジメント・コントロー

ルの要素間の相互依存性を考慮し，それらが個人および組織に対してどのような帰結をも

たらすのかを検証することに主眼を置いている。その主たる研究の潮流は，マネジメント・

コントロールが特定のアウトカムに対してどのように作用するのかに関心を寄せてきた 
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[Chenhall and Moers, 2015]1 。しかしながら，マネジメント・コントロールのメカニズ

ムを捉える研究は，MCSが「全体として」どのような要素を有し，それらが機能している

かを示すことはできないという制約を有している [新江, 2010]。 

他方，マネジメント・コントロールをパッケージとして捉える研究では，組織において

実施されているマネジメント・コントロールの要素の組み合わせを明らかにすることに主

眼が置かれる。そして，明らかにされた要素の組み合わせは，一つのアウトカムに対して

組織が有している MCS の類型を説明していると考える。経営学の諸領域において，この

ような複数の要素の組み合わせ（コンフィギュレーション）を示す研究アプローチはコン

フィギュレーショナル・アプローチと呼ばれている [Miller and Friesen, 1984]2。 

Malmi and Brown [2008, p.288] は，パッケージとして捉えられるMCSを「コントロ

ールおよびコントロール・システムのセットまたは集合体（a collection or set of controls 

and control systems）」と定義している。この定義に基づけば，「パッケージ」の視点は，

独立したマネジメント・コントロールの組み合わせを示しているに過ぎない。したがって，

要素間の相互依存性やその帰結に関するメカニズムを明らかにするためには，やはりメカ

ニズムの視点が必要になる [Grabner and Moers, 2013] 。 

本論文では，脱予算経営を複合的に理解するために，MCSの「パッケージ」として，そ

して脱予算経営が有する MCS の「メカニズム」の両側面から捉える。これらは概念とし

て矛盾するものではなく，あくまで分析視点の相違である [Bedford, 2020] 。先述の通り，

脱予算経営そのものの定義が未だ曖昧であり，かつ経験的証拠の蓄積は十分であるとはい

えない。そのため，脱予算経営の全体像を示し，かつその要素が生み出すメカニズムを検

証することは，脱予算経営研究の発展に貢献すると考えられる。 

Grabner and Moers [2013]では，上記の議論が「パッケージ」および「システム」とい

う語で行われているが，MCS研究において「パッケージ」および「システム」という語は，

多義的かつ互換的（interchangeable）に使用されている [Grabner and Moers, 2013]ため，

 
1 古くは，コンテクスト要因，組織構造およびコントロール・システムの複雑性が予算関

連行動に影響をあたえるメカニズムを検証したBurns and Waterhouse [1975] などの研
究があげられる。 
2 コンフィギュレーショナル・アプローチの先行研究においても，コンフィギュレーションに
は「要素的なもの」と「関係的なもの」の２つのタイプがあると説明されている [Miller and 
Friesen, 1984]。本論文における実証的分析は，要素的なコンフィギュレーションを明らかに
することを目的としている [Burns and Stalker, 1961; 高橋, 2000]。 
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本論文では混同を避けるために「コンフィギュレーション」および「メカニズム」という

語を用いる。すなわち，本論文の実証的分析では，脱予算経営の「コンフィギュレーショ

ン」として，脱予算経営が有するマネジメント・コントロールの要素の類型およびその補

完・代替関係を示す。また脱予算経営が有する「メカニズム」として，管理可能性原則の

逸脱というマネジメント・コントロールが個人の行動およびパフォーマンスに与える影響

を検証する。 

 

第 2 節 本論文の研究課題 
第 1 節で述べた研究背景および研究目的から，本研究では以下２つの研究課題を設定す

る。 

 

①脱予算経営が有するマネジメント・コントロールのコンフィギュレーションはどのよう

なものか。 

②脱予算経営における管理可能性原則を逸脱したコントロールは，どのようなメカニズム

で機能するのか。 

 

①の研究課題は，コントロール・パッケージの概念に着想を得ている。すなわち，コン

ティンジェンシー理論に基づくMCS研究が，MCS 内の要素が単体で組織のアウトカムに

対して機能するのではなく，複数の要素が相互に関連しあって機能する可能性を提示する

ように発展してきたことに関連している。この課題を解決するために，Malmi and Brown 

[2008] が MCS パッケージを提示するに至るまでのコンティンジェンシー理論による

MCS研究の系譜を整理し，「全体として」どのような要素を有し，それらが機能している

かを示す。その上で，脱予算経営が MCS としてどのようなコンフィギュレーションを有

しているのかを実証的分析によって明らかにする。予算を廃止している企業がほとんど存

在しない中で，「脱予算経営的」な予算管理を実施している企業が有する要素とその組み合

わせを探求することは，予算管理および脱予算経営の研究を進展させる点で意義がある。

この研究課題については，本論文の第 2 章，第４章，第 6 章で取り組む。 

②の研究課題は，Frow et al. [2005] がケース・スタディによって描写し，のちに Simons 

[2005] によって起業家的ギャップとして概念化された，管理可能性原則の逸脱という現象

に着想を得ている。Frow et al. [2005] を端緒として，管理可能性原則を意図的に逸脱す
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る組織設計が組織および個人のイノベーションをひきだすという事例が報告されるように

なったことで，改めて「権限と責任を一致させるべき」かどうか，そしてそのメカニズム

を脱予算経営の文脈で問うことは，現代においても意義があるといえる。本論文の第 3章，

第 5 章，第 7 章は，この研究課題に取り組んでいる。 

これらの研究課題に答えることは，「脱予算経営的」な予算管理の一般化を試みるという

点で管理会計研究のみならず，実務的・社会的貢献もある。大量データを用いた横断的研

究によって，脱予算経営的な予算管理に重要な MCS の要素の組み合わせを示すこと，ま

た脱予算経営的な予算管理のメカニズムを示すことによって「適切な予算管理はどのよう

なものか」という普遍的な問いに関する一つの回答を提示する。 

 

第 3 節 研究方法 
 

第 1 項 研究の枠組み 
本論文の研究課題は，脱予算経営のコンフィギュレーションおよびメカニズムを明らか

にすることである。これらの課題に答えるために，本研究では，大きく分けて２つの研究

方法を採用する。 

第 1に，先行研究の整理を目的とした文献レビューを行う。本研究の主たる関心である

脱予算経営が MCS の一つであることに異論はないと思われる。しかし，そもそも脱予算

経営は，典型的なマネジメント・コントロールである予算管理自体が有する逆機能を指摘

する形で提唱されるようになった概念である [Hansen et al., 2003; Hope and Fraser, 

2003b]。それゆえ，脱予算経営がいかなるコンフィギュレーションを有し，かつ有効なメ

カニズムが存するかを明らかにする上で，予算管理のベースとなっている今一度抽象度を

上げた MCS の先行研究から議論を始めることが重要である。そこで，本論文では次の２

つの観点から先行研究をナラティブにレビューしている。すなわち，①管理会計研究とり

わけ MCS 研究において「パッケージ」および「メカニズム」がどのように取り扱われて

きたか（第 2・3 章），そして②MCS である脱予算経営においてそれぞれのアプローチを

適用する意義（第 4・5 章）を検討している。 

第 2に，脱予算経営のコンフィギュレーションおよびメカニズムに関する経験的証拠を

提示するために，大量データを用いた実証的研究を行う。分析方法として，次の 2つの方

法を用いる。第１の方法として，第 6 章では，脱予算経営が有するコンフィギュレーショ
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ンを明らかにするために，質的比較分析（Qualitative Comparative Analysis：QCA）と

呼ばれる分析方法を採用する。第 2の方法として，第 7 章では，脱予算経営の一つの構成

要素であると考えられている管理可能性原則の逸脱が組織構成員にもたらすメカニズムを

明らかにするために，構造方程式モデリング（Structural Equation Modeling：SEM）を

用いた推定を行なっている。 

第 6 章では，第 2 章・第４章でレビューしたコントロール・パッケージの概念に基づき，

脱予算経営のコンフィギュレーションを明らかにする。続く第 7 章では，MCS のメカニ

ズムに焦点を当てた第 3 章・第 5 章の議論に基づき，脱予算経営の事例研究で報告された

管理可能性原則の逸脱がマネジャーの行動およびパフォーマンスに結びつくメカニズムを

明らかにする。 

図表 1.2は，第 6 章および第 7 章の実証的分析で検証する内容のイメージを示した図で

ある。第 6 章で行う QCAを用いた分析によって，脱予算経営が有するコンフィギュレー

ションを明らかにする。続く第 7 章では，第 6 章で明らかになった脱予算経営の一つの要

素のメカニズムを明らかにするために，SEMを用いた分析を行う。具体的には，脱予算経

営の事例において観察されている現象の中でもとりわけ「管理可能性原則の逸脱」に焦点

をあて，メカニズムを明らかにするための分析を行う。以下，それぞれの実証的分析で用

いる研究方法について議論する。 

 

図表 1.2 実証的分析の枠組み（イメージ） 
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第 2 項 脱予算経営のコンフィギュレーション：脱予算経営が有するマネジメン

ト・プロセスの組み合わせ 
第 6 章では，脱予算経営が有するコンフィギュレーションを明らかにするために，質的

比較分析（Qualitative Comparative Analysis：QCA）と呼ばれる分析方法を採用する。

QCAは，コンフィギュレーショナル・アプローチをとる社会科学研究でしばしば用いられ

るものである [Bedford and Sandelin, 2015; Wolf and Floyd, 2017; 河合・梶原, 2016; 町

田ほか, 2020] 。戦略的計画の先行研究を詳細にレビューしたWolf and Floyd [2017] に

おいても，今後の研究の方向性として，戦略的計画の多様な実務とアウトカムとの関係を

明らかにするためのコンフィギュレーショナル・アプローチの重要性が指摘されている。 

MCS の研究における先行研究では，コンフィギュレーションを示すためにクラスター

分析が用いられている[Bedford and Sandelin, 2015; Moores and Yuen, 2001など]。クラ

スター分析は，サンプル全体を複数の要素によって分類できる点で有効である。しかし，

クラスター分析では，被説明変数に対するコンフィギュレーション内の各要素の効果を明

らかにすることができない [Bedford and Sandelin, 2015, p.7; Frösén et al., 2016, p.69] 。

加えて，導き出されたクラスターが統計的に有意であるかを検定できないといった課題も

ある [Bedford and Sandelin, 2015, p.7] 。 

他にも，交互作用項を含む重回帰分析が要素の結びつきとその効果を示す分析方法とし

て用いられる。しかし，重回帰分析については，3 つ以上の要素の結びつきを明らかにす

ることが困難である点 [Bedford and Sandelin, 2015, p.8] や，多重共線性の問題などが指

摘されている [Frösén et al., 2016, p.69] 。 

これらの分析方法が抱える問題点を踏まえ，Bedford らはコンフィギュレーショナル・

アプローチにおいて 3つ以上の要素の組み合わせとその効果を明らかにする上で QCAが

有用であることを示している [Bedford et al., 2016]。MCSのパッケージの１つとしてと

らえられる脱予算経営についても，組み合わせを明らかにすることに意義があると考えら

れる。 

 

第 3 項 脱予算経営のメカニズム：管理可能性原則の逸脱がもたらす作用とその

帰結 
管理可能性原則は個人のモチベーションや評価に対する公平感を担保する目的で，個人

の行動や意思決定によってコントロールすることのできる業績指標にのみ責任を負わせる
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べきという，管理会計における中核的な「規範」である [Anthony and Govindarajan, 2007; 

Solomons, 1965; 鳥居，2014]。管理可能性原則の厳密な適用については，様々な要因の影

響を排除できないため，管理会計研究において長年疑問視されてきた [Welsch, 1957; 

Vancil, 1979; Dent, 1987; Merchant, 1989など] 。 

多国籍企業Astoria社（仮名）を対象とした脱予算経営のケース・スタディであるFrow 

et al. [2005] では，全社の戦略目標にマネジャーの注意を集中させ，部門間での協働を促

す過程での管理可能性の逸脱が描写されている。 

Frow et al. [2005] で描写されていた，マネジャーの注意を全社の戦略目標に注力させ

ることは，脱予算経営の主要な要素である相対的（業績）改善契約であるとみなすことが

できる [Bogsnes, 2009; Hope and Fraser, 2003b] 。エージェンシー理論を用いた管理会

計研究においても，相対的目標の設定および相対的業績評価は管理可能性原則を逸脱した

実務であることが指摘されてきた [Antle and Demski, 1988; 太田, 2021, p.5] 。ここで，

「そもそも，権限と責任は極力一致させるべきなのか」，「管理可能性原則を適用する（あ

るいは逸脱する）ことは，モチベーションやパフォーマンスの向上に結びつくのか」とい

った疑問が生じる。これらの疑問に決着はついておらず，対立するエビデンスが存在して

いる [Burkert et al., 2011; 2017]。すなわち，管理会計研究においては「権限と責任を一

致させることがパフォーマンスを向上させる」というエビデンスと「権限と責任を意図的

に一致させないことによって，パフォーマンスが引き出される」というエビデンスが混在

している状態にある。前者は，管理可能性原則の適用を是とするエビデンスであり，後者

の現象は「起業家的ギャップ」 [Simons, 2005; Simons and Dávila, 2021] と呼ばれ，管

理可能性を意図的に逸脱した状況が，組織構成員の創造性を引き出すと主張するものであ

る。 

第 7 章では，管理可能性原則の逸脱が組織構成員にもたらすメカニズムを明らかにする

ために，構造方程式モデリング（Stractural Equation Modeling: SEM）を用いた推定を

行なっている。先行研究によれば，SEM による分析は，４つの利点があると言われてい

る。第 1 に，適合度によってモデル全体のあてはまりを評価することができる [豊田, 

2014] 。第 2に，適合度を参照し，モデルの修正を行うことが推奨されている。そのため，

階層的重回帰分析などの分析手法と比較して認知，行動，パフォーマンスといった比較的

遠い関係を検証する際に用いられる。第 3に，潜在変数と顕在変数との関係を検証するこ

とができる。第 4に，変数間に存在するメカニズムを明らかにするために，間接効果の検
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証ができる点が挙げられる [Shields et al. 2000]。 

管理会計研究においても，SEMの有用性はかねてより議論されている [例えば，Smith 

and Langfield-Smith, 2004] 。また，管理可能性原則の定量的な先行研究においても，SEM

が用いられている [Burkert et al., 2011; 2017] 。管理可能性原則の認知，従業員の先取的

行動，そしてパフォーマンスのメカニズムを検証する本研究においても，分析手法として

妥当であると考えられる。 

 

第 4 節 本論文の構成 
図表 1.3に，第 2 章以降の各章の関係を示している。本論文では脱予算経営がいかなる

コンフィギュレーションを有し，かつ有効なメカニズムが存するかを明らかにする上で，

今一度抽象度を上げたMCSの先行研究から議論を行うこととする。図表 1.3の左列から

順に議論を行なっていく。 

各章の概要は次のとおりである。第 2 章では，脱予算経営をコンフィギュレーションとし

て捉えるべく，コントロール・パッケージ研究論が生起されるに至ったコンティンジェン

シー理論に基づくMCS理論の展開をレビューする。第 3 章では，MCS研究において，業

績管理の利用者（個人）に焦点を当てた研究群をレビューし，脱予算経営への含意を検討

する。第４章では，脱予算経営がコントロール・パッケージとして機能していることを論

述し，第 5 章では，マネジメント・コントロールとしての管理可能性概念についてレビュ

ーしている。第 6 章では，東証一部上場企業を対象とした質問票調査によって取得したデ

ータから，脱予算経営が有するコントロール・パッケージを明らかにする。第 7 章では，

ウェブ調査によって取得したデータから脱予算経営の文脈で推奨される管理可能性原則の

逸脱のメカニズムを明らかにする。第 8 章では，結論として本研究の発見事項，貢献およ

び限界を述べる。 
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図表 1.3 本研究の全体像 

 

  

分析の視点 脱予算経営の理論的背景 脱予算経営の発展的検討 脱予算経営の検証

コンフィギュ
レーション

第２章
脱予算経営の

コンフィギュレーション

第４章
予算管理を補完する

マネジメント・コントロール

第６章
⽇本企業における脱予算経営の
コンフィギュレーション

メカニズム 第３章
脱予算経営のメカニズム

第５章
マネジメント・コントロール・

システムにおける
管理可能性概念の意義

第７章
予算管理の利⽤に対する

管理可能性原則の認知の影響と
その帰結



14 
 

第 2 章 脱予算経営のコンフィギュレーション：コントロール・パッ

ケージ研究の含意 
 

第 1 節 MCS パッケージとしての脱予算経営 
本章では，Otley [1980]を起点としてコントロール・パッケージの概念が生起されるに

至った，コンティンジェンシー理論に基づく MCS 理論の展開をレビューする。本章で指

摘する通り，「マネジャーが，組織の戦略実行のために資源を効果的かつ能率的に取得し，

使用することを確保するプロセス」[Anthony and Govindarajan, 2007, p.6]という今日の

MCS の定義は，組織文化や人事コントロールといった会計的コントロールに限定されな

いあらゆるコントロール手段を含む広範な概念として捉えられている。この MCS 概念の

変化は，脱予算経営が提唱する環境変化への適応に呼応する形で生じている。 

つまり，環境変化に適応するためには，会計コントロールを含む様々なコントロール手

段の組み合わせが必要なのである。この主張がどのように形成されるに至ったかを検討す

ることは，脱予算経営のコンフィギュレーションを検討する上で重要である。 

 

第 1 項 伝統的管理会計論および MCS の問題意識 
管理会計は伝統的に「計画」「統制」[Goetz, 1949]という機能によって体系づけられてき

た3。伊藤（博）[1992, p.272]は，「計画」と「統制」に示された体系が，多くの原価計算，

企業予算および管理会計のテキストの「原体系」となっていると指摘している。加えて，

伝統的な体系の主要な「問題領域」は，「計画および統制のための原価計算」であるとして

いる。 

Anthonyは，この伝統的な管理会計の体系が，現実の管理活動を明確に識別するように

カテゴライズされているわけではないことや，「計画」と「統制」はときとして重複する

[Anthony, 1965］ことから，「両者を包摂したマネジメント・コントロールというカテゴリ

ーを導出した」[伊藤（博）, 1992]。つまり，MCSという概念は，伝統的な管理会計の体

系が問題とする領域そのもの
．．．．．．．．．．．

に対する批判を背景として立論された[伊藤（嘉）, 2009, 傍

 
3 マネジメント・コントロールの初期の議論は 1910年代に遡る[Giglioni and Bedeian, 
1974]。たとえば「計画」と「統制」の枠組みは，Fayol[1916]が著した『産業および一般の
管理（Administration industrielle et générale.）(邦訳 1985)』で論じられている，「管理・
組織化・指令・調整・統制」の一部であることを，Anthonyが指摘している[1965, p.129]。 
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点は引用者] のである。 

本章では，伝統的な管理会計の体系がコンティンジェンシー理論に基づいてどのように

MCSの枠組みを発展させてきたのかを概観する。しかし，MCSが伝統的管理会計論の問

題点を克服したという歴史的変遷を記述することは本章の主旨ではない4。むしろ本論文の

テーマである「脱予算経営」が MCS と同様に伝統的管理会計への批判から生まれた概念

であり，マネジメント・コントロールの組み合わせによってその問題点を解消しようとす

るものであることを確認することが本章の目的である。 

以下で，本章におけるMCSの問題意識を 2点述べる。 

1点目は，何によって組織構成員を動かし，それをどのように管理するのか。また，各

管理手法はどのように影響しあっているのかという点である。すなわち，組織構成員を動

かすことをMCS設計の出発点とするということである。Merchantは，「マネジメント・

コントロールは人間行動の問題である。」と指摘し[1982, p.52]，この問題意識に立った

MCSを論じている。 

2 点目は，現実の管理活動がいかなる因果関係によって説明され，将来の事象が予測で

きるのかという点である[Malmi and Granlund, 2009, p.597]。すなわち，MCSは「実務

家の目的に合致する現象を説明または予測すること」を志向している[Malmi and 

Granlund, 2009, p.601]のである。 

 

第 2 項 コンティンジェンシー理論をベースとした研究の潮流：パッケージとし

ての MCS の成立 
Chenhall[2003]によれば，効果的なMCSのデザインに影響を及ぼすコンテクスト変数

の特定の背景は，組織論においてなされた議論に遡る。組織論において，コンティンジェ

ンシー理論は，「従来の唯一最善の組織化の方法を否定して，効果的な組織のあり方は，環

境状況に依存するという理論」と定義されている[岸田, 2009, p.1]5。 

 
4本節で指摘する点は，MCS研究が持つ問題意識が，伝統的な管理会計の体系が持つそれと異
なっていた，という点である。 
5 コンティンジェンシー理論は（1）技術と組織構造，（2）課業環境と組織過程，（3）課業と
組織デザインの三つの領域で展開された[岸田, 2009, p.1]。例えば（2）に関してLawrence 
and Lorsch[1967, p.1]は「組織がさまざまな環境要求に効果的に対処するために，どのよう
な特性を保持すべきかを明らかにするものであって，そこでは組織変数，すなわち組織構

造，動機づけ，リーダーシップなど，組織の特性をあらわす諸変数が相互に関係し合い，ま

た環境条件と複雑な関係にあるという仮定に立脚して分析を試みる」と述べている。 
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一方，コンティンジェンシー理論をベースとしたMCS研究の萌芽は，1980年代初頭で

あったとされる[Chenhall, 2003, p.127]。組織論において，「組織構造に対する，環境と技

術の影響」に焦点が当てられている一方で，管理会計においては MCS
．．．

の設計
．．．

における環

境と技術，組織構造と規模の重要性を精査するよう動機づけられた[Chenhall, 2003, p.127, 

傍点は引用者]。 

同様に Otley[1980]は，管理会計におけるコンティンジェンシー理論によるアプローチ

について次のように述べている。 

 

管理会計におけるコンティンジェンシー・アプローチは，次のような前提に基づ

いている。「全ての状況下，全ての組織に同様に，普遍的で適切な会計システムは

存在しない』。むしろ，特定の状況下で，組織自体が見出す，適切な会計システム

における，個別の特徴を提唱するものである。[Otley, 1980, p.413] 

 

Otley の見解は，個々の環境状況下における「組織自体が見出す」「個別の特徴」，すな

わち個々の組織における，会計システムの特徴を探求することが，コンティンジェンシー・

アプローチの前提にあるということを示している。コンティンジェンシー理論をベースと

することにより，MCSは，現実の管理活動の実態をより複雑な要素によって描き出すこと

が可能となったといえよう。この点で，コンティンジェンシー・アプローチによる管理会

計研究は，Anthonyが指摘した伝統的管理会計論の問題点，すなわち現実の管理活動を明

確に識別できない，ひいては管理できない，という問題点を克服する手段であるといえる

6。 

つまり，現実の管理活動は，コンティンジェンシー・アプローチによって描き出された

個々の要素の集合体であるということである。 現実の管理活動にあっては，個々の要素は

別々に機能しているのではなく，組織全体で用いられるコントロール手段の総合体として

機能していると考えるのが自然である。 

このように，現実の管理活動を有機的に捉えるために MCS が，あらゆるコントロール

対象に作用するあらゆるコントロール・システムを内包した「パッケージ」として存在し

ている研究は「30年ほど前から見られた」と新江[2010, p.62]は指摘している。 

 
6 AnthonyのMCS論は，階層的な組織構造に適合するコントロールを前提としている[横田, 
2008, p.31]。 
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パッケージという分析視角が MCS の研究の潮流にどのような影響を与えたのか，そし

て本論文の主要なテーマである脱予算経営とどのような関係にあるのかを確認し，評価す

るために，次節でMCS パッケージ研究の変遷をレビューする。 

 

第 2 節 MCS パッケージ研究の展開 

 
第 1 項 MCS パッケージ研究の萌芽・変遷 

MCSのパッケージ研究について唯一無二の定義はない[Jakobsen et al., 2011]が，例え

ば新江[2010]では，以下のように定義されている。 

 

マネジメント・コントロールを非会計コントロールも含むように広く解釈しても，

それらが状況に応じて個々に機能するのではなく，コントロール手段の総合体（パ

ッケージ）として全体として機能する点に焦点（を当てる論である。）[p.62, 括弧内

引用者] 

 

このようなパッケージ研究が興った理由は，「現実には，個々の手段が複雑に絡み合って

全体として機能しているため，そのような個々の変数間の関係性だけに焦点を当てると，

現実にそぐわない結論が導き出される可能性」があるためである，と新江は指摘している

[2010, p.63]。 

個々のコントロール手段が組織の有効性に直接影響を及ぼしているわけではない。個々

の手段の組み合わせが相互に関連しあって組織目標に影響するのである。ゆえに現実の管

理問題を解決しようと試みる場合，MCS パッケージ全体をどのように構成するかを検討

することが有用である。 

新江が萌芽期のパッケージ研究として列挙しているのは Otley[1980]，

Flamholtz[1983]の 2編である。本論文では，MCS パッケージ研究の本質を考えて，

これら 2編にMerchant[1982]を加えた 3編をMCSパッケージ研究の萌芽としてレビ

ューする7。 

 

 
7 Merchant [1982] を加えた理由については，後述する。 
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(1) Otley [1980] 

Otleyは，普遍的に適切な管理会計システムは存在せず，適切な会計システムの決定は，

組織自体が認識する特定の状況に依存すると主張した[p.413, 下線は引用者]。特定の状況

とはすなわち，コンティンジェンシー変数を指し示している。 

Otleyはコンティンジェンシー変数の例として，(1)技術，(2)環境の2つを指摘している。

つまり，会計システムはこの 2つの変数に影響を受けて適切なものが選択される，という

プロセスたどる。 

このモデルによれば，まずコンティンジェンシー変数が特定され，それに基づいて組織

が適切な形にデザインされる。次いで，組織デザインに基づいて会計情報システムのタイ

プが決定される。しかしコンティンジェンシー理論に基づけば，会計情報システム情報シ

ステムだけが組織の有効性に作用しているわけではないので，他のコントロール手段との

相互作用を考慮すると，組織の有効性に影響するコントロール・システム・パッケージは

図表 2.1のように示される。 

 

図表 2.1 会計情報システムの段階的なモデル 

 

出所：Otley [1980], p.420 
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Otley が 1980 年に提唱したコントロール・パッケージでは，管理者や従業員といった

個々のコントロール手段の対象や性質について深く言及されていない8。そこで，同時期に

組織内のコントロール対象・手段について言及したMerchant[1982]をとりあげる。 

 

(2) Merchant [1982] 

Merchant[1982]もコンティンジェンシー理論に基づき，コントロールの手段について言

及している。すなわち，コントロール手段もコンティンジェンシー変数によって決定され

る。新江[2010, pp.61-62 ]は，Merchantの研究は，組織変数に応じてそれにふさわしい特

定のマネジメント・コントロール手段を適用すべきことを主張する研究であり，パッケー

ジ研究ではないと指摘している。しかし，次項で指摘する通り，現代のパッケージ研究は，

コントロール手段・対象を念頭に置いている。ゆえに，パッケージ研究の萌芽としてこの

研究を検討する必要がある。 

 

図表 2.2 組織コントロール・システムのコンティンジェンシー・フレームワーク（初

期のパッケージ） 

 

出所：Otley [1980] p.421 

 
8 Otleyはこの点について検討を重ね[Otley, 1999, 2003]，最終的な業績評価パッケージ

の体系が示されるに至った [Ferreira and Otley, 2009]。 
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Merchantは，組織のコントロール問題に対処するための手段が選択される基準を，「結

果を測定する能力（何が起こりうるか？）」「望ましい行動を測定する能力（何が望ましい

行動なのか？）」という観点で分類している。それぞれの能力の高低によって，用いられる

コントロール手段が決定される [p.264]。用いられるコントロール手段は，①行動のコン

トロール，②成果のコントロール，③成員のコントロールの 3つに分類されている。 

①行動のコントロールとは，組織の成員を望ましい（あるいは望ましくない）行動に導

く（あるいは導かない）ように，行動のレベルでコントロールする手段のことである[p.45]。

「行動上の制約（behavioral constraint）」「行動の説明責任（control accountability）」「事

前承認（pre-action review）」の 3つのタイプがあるとされる[p.45]。 

②結果のコントロールとは，組織構成員に特定の行動にではなく，結果の説明責任に対

してのコントロールを行うことである[pp.45-46]。具体的には，予算管理，標準原価計算な

どの管理会計システムや目標管理制度が挙げられる。 

③成員のコントロールとは，組織構成員に働きかける手段である[p.46]。具体的には「能

力開発(upgrade capabilities)」，「コミュニケーションの改善(improve communication)」，

「相互監視の強化(encourage peer control)」がある。 

 Merchantは，これらのコントロール手段は，先述の 2つ（望ましい行動および結果）

の測定能力の観点から，状況に応じて選択されるべきであると主張する[図表 2.3]。 

 

図表 2.3 コントロール手段の選択基準 

 

出所：Merchant[1982, p.264]  
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(3) Flamholtz[1983] 

Flamholtz [1983] は，組織コンテクストと会計・予算・管理の関係を「無視された領域

である」と指摘したうえで，組織コントロール(organizational control)もコントロール手

段の一つであると主張した。組織コントロールとは，「組織目標を達成するような行動を成

員に取らせるために影響を及ぼす行動や活動」である [p.154]。 

組織コントロールのコア・コントロール・システムは 4つの階層（計画・実行・測定・

評価と報酬）で構成されている。コア・コントロール・システムは，従来の会計による統

制・管理と同義である。特筆すべきは，組織コントロールの構成要素として，組織構造と

組織文化もコントロール・パッケージにおけるコンティンジェンシー変数であると指摘し

ている点である[p.154]。組織構造は，集権あるいは分権化の度合い，機能別組織かどうか，

水平および垂直統合，コントロールを利かせる範囲が，その変数にあたる [p.158]。 

例えばGMは，長期にわたるビジネスを志向しているために分権的な組織構造をとって

いるのに対し，フォード T 型という同じ型の車を製造し続けることに特化したフォードが

集権的な組織構造をとっている，という例を挙げている[p.158]。Flamholtzが提唱した組

織コントロール・システムは，図表 2.4のようになる。 

 

図表 2.4 組織コントロール・システム 

 

出所：[Flamholtz, 1983, p.155] 
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以上 MCS パッケージ研究の基礎となる，3 つの先行研究をレビューしてきた。萌芽期

の研究から導かれるMCS パッケージの基礎的条件は，以下の 3点である。 

① コンティンジェンシー変数が組織コントロール・パッケージを構成すること

（Otley） 

② 非会計コントロールも含む複数のコントロール手段が存在すること（Merchant） 

③ 組織構造も含めたコントロール・システムであること（Flamholtz） 

 

Anthonyを中心とする伝統的なMCS論において主眼が置かれるのは，計画・実行・測

定・評価と報酬という階層的な構造を持った会計的なコントロール手段である。これらは，

伝統的管理会計論においても論じられているところである。これらのコントロール手段は，

サイバネティックス（Cybernetics，自動制御学）を基礎とした，コントロール・システム

（サイバネティック・コントロール・システム）として構築されている[Otley and Berry, 

1980, p.234]。 

サイバネティック・コントロールが機能する条件として，以下の要件が挙げられている

[Tocher, 1970; 1976; Otley and Berry, 1980; Kloot, 1997]。 

① 定められた目標の存在 

② 目標に合わせて結果を測定するための手段の存在 

③ コントロールの対象の組織ないしシステムの予測モデルの存在 

④ 代替的行動の選択可能性 

 

サイバネティック・コントロールの身近な例として，ルーム・エアコンが挙げられる[新

江, 2010, p.65]。①は室温の設定（例：25℃）であり，②は室温を感知するセンサー（例：

30℃という温度を感知し，設定温度まで下げる，という判断を下すシステム）である。③

は設定温度に向かわせるシステム（例：冷風を出せば，室温が目標の 25℃に下がる，とい

う予測）を指しており，④は目標に応じた動作をする仕組みである（例：室温が 22℃であ

った場合，温風を出すシステムも兼ね備えている）。 

MCS パッケージを考える際に特に重要になるのは③の点である。なぜならば，組織内の

全てのプロセスが③の要件を満たしているわけではないからである。不確実な環境下にお

いては，予測モデルが必ずしも存在するわけではない[Kloot, 1997]。 

例えば，Ouchi[1977; 1979]は，変化のプロセスに対する知識が不完全で，結果の予測お
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よび測定可能性が低い場合，サイバネティック・コントロール，すなわち結果によるコン

トロールの有用性は低いとしている。このような状況下では，クラン（Clan，共同体の意）

によるコントロールが必要であると指摘している。 

同様に，Otley and Berryも，「伝統的なサイバネティック・コントロールのみでは，組

織全体のコントロール・システムに有用な洞察を与えない」と指摘している[1980, p.234]。 

以上から，MCSを有機的に機能させるためには，サイバネティック・コントロール以外

のコントロール手段を含めて検討を行う必要がある。 

パッケージ研究がもたらす「有用な洞察」とは何か。また，非サイバネティックなコン

トロール手段を含むとして，具体的にどのようなコントロール手段が考えられるのか。次

項以降，近来のMCS パッケージ研究をレビューすることで明らかにする。 

 

第 2 項 MCS パッケージ研究の示唆 
MCS パッケージ研究は，複数のコントロール手段が有機的に影響しあって，MCS全

体として機能するという観点に立っている。本項では，この観点から得られる知見につい

て考察する。新江は次の様にパッケージ研究の示唆を述べている。 

 

厳密な検証を試みるため，個々のコントロール手段と個々の組織変数との適合関

係に特に着目して考察を行うことは，確かに厳密性（科学性）という点からは大

いに意義があると考えられる。けれども，そのような個々の変数間の関係性だけ

に焦点を当てると，現実にそぐわない結論が導き出される可能性がある。[新江, 

2010, p.63] 

 

MCS研究の多くは，一対一の対応関係，すなわち会計システムが個々の組織変数にど

のような影響を及ぼすか，に着目した考察を行なっている。しかし，現実には会計システ

ムは組織構造や文化の影響を受けるであろうし，それらに影響を与える関係でもある。こ

の点に着目しなければ，現実に即した結論が得るとは考えにくい。より条件に適合する結

論を導くために，厳密性よりも，各変数の適合関係に着目して，それらが複雑に影響しあ

って全体として機能している，という見方を採るのである。Daft and Macintosh[1984]

やDent[1990]，Fisher[1998]も同様の指摘を行うことでパッケージによる考察の必要性

を論じている。 
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このようなパッケージ研究の背景には「会計中心主義」あるいは「会計主役観」

(Accounting-Centricity/Dominance of Accounting)に対する批判がある9。会計中心主義

とは，会計システムが組織において主要な役割を果たしているという仮定を置く，研究者

の考え方である[新江, 2010, p.63]。その仮定に基づけば，会計システム本来の役割である

業績の管理だけに着目し，その他を果たしている可能性を無視することになる。つまり，

会計システムには，業績管理以外の目的は存在しない上に，他のシステムとの相互作用は

ない，ということになる。いかなるマネジメント・コントロールの定義から考えても，そ

の目的に資するシステムのメカニズムを明らかにする上で，コントロール手段ないし各シ

ステム間の相互作用を無視した研究の有用性は疑わしいものとなる。この点に関しては，

Malmi and Brown[2008]で，望ましい結果からMCSをどのように設計するか，という

ことがMCS理論の主な焦点になっていると指摘されているとおりである。 

Abernathy and Chua[1996]も会計中心主義に対する批判を行った上で，コントロー

ル・パッケージによる分析の必要性を論じている。この研究では「洗練された

(sophisticated)会計システムは必ずしも必要ではないのかもしれない」[Abernathy and 

Chua, 1996, p.598]と述べている。このケースにおいて，導入された予算管理システムは

直接的な効果はなく「粗雑な(crude)」システムであったが，予算管理システムが文化的

なシンボルとして機能したこと，また予算管理システムと他の複数の手段との相乗効果に

よって文化自体が変化し，そのコントロール・パッケージが全体として機能したことによ

って財務的なパフォーマンスにつながったことが記述されている。結論として「組織の業

績は（会計）システムとそれ以外の手段の不適切な結合によってもたらされると推測され

る」ので，「会計・非会計コントロールがどのようにお互いに補完しあうのかを探求する

必要がある」と指摘している。 

MCS パッケージ研究は，会計コントロールとそれ以外のコントロール手段の相互作用

を考慮するという点から，より現実に即した結論を導くために有用である。では，サイバ

ネティック・コントロールが中心だとして，具体的に相互作用について検討すべき非会計

的および非サイバネティック・コントロールにはどのようなものが考えられるのか。次項

で検討する。 

 

 
9会計中心主義については，Burchell et al. [1980]に詳しい。 
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第 3 項 MCS パッケージにおける非サイバネティック・コントロール 
非サイバネティック・コントロールの要素として，組織文化を採りあげている研究は多

い。例えば，Yazdifar et al. [2008]は，親会社が買収した子会社に新しい管理会計システ

ムを導入する際，管理会計システムと政治的・文化的・制度的要素が変革にとってどのよ

う関連し，それらの要素が重要であったかについて研究している。また，Bititci et al. 

[2006] は業績評価システムと他のコントロール要素との関係を 5社のケース・スタディ

から導き出している。組織文化が業績評価の成否を決定することは無いが，成功した業績

評価は，組織文化に影響を及ぼし，業績を重視する文化へ変革したという。組織文化を

MCS パッケージの要素として捉え，相互関係を検討している研究は上記の他に，Henri 

[2006] やAbernathy and Chua [1996]，Knights and Willmott [1993]，Collier [2005]

などが挙げられる。 

バランスト・スコアカード（Balanced Scorecard: 以下，BSCと略）をMCS パッケ

ージとして考える向きもある。南雲[2012]の講演によれば，BSCは各視点から認識され

た「経営テーマ」（課題）を解決するシステム，すなわち「マネジメント・プラットフォ

ーム」として捉えられるようになりつつある[図表 2.5]10。経営テーマは非サイバネティッ

ク・コントロールを含む，個別方法論を用いて解決されるが，その際，マネジメント・プ

ラットフォームに「内包すべき個別知識体系（＝モジュール）」を取捨選択し組み合わせ

ることで，「マネジメント・システム」のデザインを行う。つまり，コントロール手段に

関して「(1)何を選び，(2)どうそれらを組み合わせて，(3)どの順番で実行するか？」とい

う視点に立ち，MCSが構築されるということである。この点はMCS パッケージ研究と

親和性が高いだろう。 

 

 

 

 

 

 
10 BSCをサイバネティック・コントロールであるとする研究もある[Hartmann and 
Vaassen, 2003]。サイバネティック・コントロールとは一般に，フィードバック・コント

ロールを指すことが多く，事後的な評価の側面が強いBSCにおいてそのような見解がも
たれることも考えうる。 
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図表 2.5 パッケージ志向のBSC 

 

出所：[南雲, 2012, p.13] 

 

組織構造をコントロールの要素としている研究もある。Flamholtz [1983]は，組織構造

が職能分化による職務のコントロールや「行動のばらつきを減らし，その予測可能性を向

上させる」ことに資するコントロール手段である指摘している[p.158]。また，組織構造

が組織間の境界や関係性を規定することを促進するという意味で，コントロール手段であ

るとしている研究も多くある[Abernathy and Chua, 1996; Alvesson and Kärreman, 

2004; Emmanuel et al., 1990; Kanthi Herath, 2007など]。 

一方，組織構造は管理不可能な変数，すなわちコンテクスト変数であるとする研究も多

くある。しかしながら，Malmi and Brown[2008, p.294]は，組織構造は「管理者にとっ

て課された条件ではなく，彼ら自身が変えることが出来るものである」として，パッケー

ジのフレームワークに含めている [図表 2.6]。 

以上，MCS パッケージにおける非サイバネティック・コントロールの要素について例

を挙げた。特に，Malmi and Brown[2008]はコントロール・パッケージ研究のレビュー

を行い，MCS パッケージのフレームワークを構築している最近の研究である。本論文第

４章では，このフレームワークに依拠して分析を行う。 
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図表 2.6 MCS パッケージのフレームワーク 

文化コントロール 

クラン バリュー シンボル 

プランニング サイバネティック・コントロール 評価 

長期計画 行動計画 予算 財務的測定 

システム 

非財務

的測定  

システ

ム 

ハイブリ

ッド・シ

ステム 

管理コントロール 

ガバナンス構造 組織構造 行動指針および手順 

出所：Malmi and Brown [2008, p.291] 

 

第 3 節 MCS 拡張と対象組織の拡張：不確実性に適応する水平型組織 
MCSはどのような背景の下に拡張したのか。また，その拡張はコントロール・パッケー

ジにおいて，現在ではコントロール手段として考えられている組織構造にどのような影響

を及ぼしたのか。前節で議論を踏まえ，MCSの拡張と対象とする組織構造の拡張との関連

を論じる。 

伊藤（克）は前提とする組織構造の変化がMCS概念を拡張したとして，「前提とする組

織モデルが変化したことによって，マネジメント・コントロール概念は再検討を余儀なく

されるに至ったのである。」と述べている[2008, p.27]。しかし前節第 3 項で検討したよう

に，組織構造が，非サイバネティックなコントロール手段であるとすれば，MCS概念の拡

張の背景は他にあると考える方が自然である。つまり，他の背景が MCS における対象組

織を多様化させ，それがMCS概念を「再検討」させたということである。 

伝統的なMCSはサイバネティック・コントロールを基礎としていた[Hofstede, 1981]。

しかし前節で論じたように，経営環境がより複雑になり，外部環境の不確実性が増大して

いる状況において，非サイバネティック・コントロールを含めたコントロール・パッケー

ジの概念が求められている。MCS概念の拡張は，不確実性を背景としていると前節で述べ

た。ゆえに，「前提となる組織モデル」の変化も不確実性の増大が背景となっているのであ

る。 

この点に関して，廣本[2004]は，「伝統的に所与とされていた『構造・方法』の変革がマ
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ネジメント・コントロールに求められている」として，不確実な時代を背景として，「組織

内へ市場メカニズムを導入」し，「緩やかな連結関係の組織構造」を提案している [p.7]。 

Otley[1994]も不確実性の増大をMCSの概念が拡張した背景に，①不確実性の増大，②

組織規模の縮小，③調整と提携（組織間関係）の変化，④より洗練された製造業とサービ

ス業の出現を挙げている[pp.291-294]。これらの背景は相互に影響しあっているものであ

ると理解できる。①不確実性が増大したことから，他の②から④の要因が生まれると推測

できるからである。ここで，②から④は全て組織構造に焦点が当てられている。加えて，

Anthonyの階層組織を前提としたマネジメント・コントロールは会計以外の他のコントロ

ール手段を無視していると批判している。 

Birnberg[1998]やKanthi Herath[2007]も同様に，不確実性の増大がMCS拡張の背景

にあると指摘している。中でも，不確実な環境に適応するための組織構造に着目し，「より

小さな組織単位の役割が増大するだろう」と考察している[Birnberg 1998, p.39]。 

このような不確実性に適応するべく，新しい組織構造のアイデアが生まれた。

Chenhall[2008]は，激しい競争下にある経営環境を背景として，バリュー・チェーンに焦

点をあてた水平的組織構造を提案している。水平型組織とは，階層ではなく，プロセスを

ベースとした構造を取る組織構造である。具体的には，フラット構造や自律的チーム，ク

ロスファンクショナル・チームを挙げている。Otley [1999]も，組織構造に関しては，バリ

ュー・チェーンに焦点をあてたプロセス志向が，垂直的・階層的構造を補完するとしてい

る。 

横田[1998]も，先述の両者より前に，新しい組織構造について以下のように論じている。 

 

伝統的なマネジメント・コントロールはピラミッド型組織の『階層性』と『分権』

を前提として構築されていたが，このピラミッド型組織が企業環境に対応しきれ

ていないのではないかという議論と，新しい組織の提案が 1980 年代以降なされ

ているのである。[横田, 1998, p.20] 

 

この記述から，横田は組織の「階層性」と「分権」について，伝統的な MCS が前提と

していたものではない方法が求められていると論じている。 

ここまでの議論から，拡張した MCS は組織構造というコントロール手段によって不確

実性にどのように適応するのか，さらに，変化に適応する組織が持つ性質は何かという疑
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問が発生する。以降と第 4 節では，不確実性に適応するための組織がもつ性質について検

討する。Flamholtz et al. [1985, p.45] は，組織構造の次元について次のような定義を設定

している。 

① コントロールの範囲 

② 職能分化 

③ 垂直的／水平的構造 

④ 分権の度合い 

⑤ 公式化・標準化の度合い 

 

この定義に照らせば，横田は③と④，つまり組織の構造と分権の度合いについて従来と

異なる構造を採るべきである，と指摘していることになる。これらがどのように変わるべ

きかについて，横田は次のように続けている。 

 

[新しい組織に共通するのは]ピラミッド型組織に比べ階層数の少ない組織で組織

メンバーが，自らの仕事に自発的にコミットしつつ（自律的行動），他の部門と協

力的な活動を行うという特徴である[横田, 1998, p.20, 大括弧は引用者] 

 

伝統的な組織が前提としていたピラミッド型組織が縦の関係を強調していたのと

は異なり，新しい組織（フラット化組織）ではネットワークという言葉が示すよ

うに，横の関係が重視されている。つまり情報を縦に積み重ねるピラミッド型組

織から，横のやりとりを重視するフラット化組織へと変わるのである。[横田, 1998, 

p.27] 

 

横田も Chenhallや Otleyが提案するような水平的な組織構造を採るべきであるとして

いる。ただしここまでレビューした議論では③，つまり垂直的か水平的かという組織の「外

枠」について説かれているものの，内部構造，すなわち④の分権の度合いについては説い

ていない。拡張した MCS 分権の度合いについてどのように考えるべきか，また，このよ

うな組織構造を採る，すなわちコントロールの目的は何か。これらの論点については，節

を改めて論じる。 
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第 4 節 脱予算経営研究へのインプリケーション：不確実な時代に適応するコン

トロール手段の組み合わせ 
前節では「外枠」としての水平型組織が不確実性に適応する上で有用であることを論じ

た。では，内部構造，特に組織内の分権化，すなわち権限委譲についてはどのようなもの

が求められるのか。また，脱予算経営のような変化適応型組織によるコントロールは何を

もたらすのか。本節ではこれらの点を論じ，脱予算経営のコンフィギュレーションへのイ

ンプリケーションを提示する。 

 

第 1 項 権限委譲とコントロール手段の組み合わせ 
権限が委譲された組織をどのように評価すべきか。伊藤（克）[2008] は，新しい組織構

造と他のコントロール，とりわけ管理会計論が資する役割の必要性について指摘している。 

 

近年になって自律的組織として識別される企業群の優れたパフォーマンスが観察

されるにともない，管理会計論が前提とする組織自体が多様であることを認識し，

異なった組織コンテクストのなかでの管理会計について検討する必要性が指摘さ

れている。[伊藤（克）, 2008, p.27]  

 

また，Otleyは，マイクロ・プロフィット・センター（Micro Profit Center: 以下，MPC）

やBeyond Budgetingなどの変化に適応するための組織形態は，大規模で集権的な組織が

非効率であるとの認識があり，それはすなわち，大規模組織による規模及び範囲の経済と

個人の行動を引き出す分権化とのトレードオフが解消されつつあることを意味している，

としている [Otley, 2003, p.320]。 

つまり，規模および範囲の経済を追求するために，個人の行動を引き出すような分権化

を進めることが困難であったが，そのトレードオフは解消されている。ここから，Otleyは

異なる組織構造においては，個人のやる気を引き出す業績評価が重要な役割を果たす，と

主張している。つまり，新しい「外枠」に応じた「内部構造」である，業績評価について

も新しいものが求められている。 

この点，Neely et al. [2000] は，水平型組織におけるプロセス・ベースの業績評価の設

計のプロセスと測定されることが望ましいアウトプットについて論じている[図表 2.7] 。 
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図表 2.7 業績評価デザインの望ましいプロセスと得られる成果 

業績評価システムデザインプロセスに 

おける望ましい特徴 

評価における望ましい特徴 

業績指標が戦略から導かれていること 指標がベンチマークを可能あるいは支

援する 

各々の尺度を測定する目的が明確であ

ること 

絶対的な数値よりも比率をベースとし

た尺度が好まれる 

業績のレベルを計算するデータ収集方

法が明確であること 

業績基準が，評価する組織単位を直接

コントロールするものである 

関係者全て（顧客・従業員・マネジャー）

が尺度の選定に関係していること 

主観的な業績基準よりも客観的な基準

が好まれる 

組織を考慮した指標が選ばれること 非財務的尺度が適用される 

指標が変化に適応できるものであること 

指標がシンプルで容易に利用できるこ

と 

指標が素早いフィードバックを提供す

ること 

指標は業績の監視よりも継続的な改善

を促すこと 

出所：[Neely et al., 2000, p.1131] 

 

プロセス・ベースによる業績評価は，より現場に近い組織構成員にも利用でき，かつ

彼らの業務を組織の業績との関連づけが容易である必要がある。廣本 [2008]も同様の指

摘を行なっており，組織構成員（ミクロ）が組織目標（マクロ）の達成に向けて行動す

るよう，業績評価が設計される必要があると主張している。 

一方で Otley[1994]は，組織の分権化について「主要なアプローチは責任センターの構

築である」と述べている。同様に，Rowe et al. [2008] は水平型組織における責任会計の

概念の再定義が必要であると指摘している。また，Hansen and Mouritsen [2007, p.22]が

「権限移譲は責任センターの領域の変化である。管理会計は個人のパフォーマンスを説明

するだけではなく，チーム・プロセスと価値連鎖のパフォーマンスもまた説明する」と指
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摘するように，責任会計の設計は変化適応型組織が分権化を進めていく上で非常に重要な

テーマである。伝統的階層組織における責任会計の構造と業績評価の関係についての研究

には Demski and Sappington [1989]などが挙げられるものの，脱予算経営のような変化

適応型組織についての研究は数少ない。責任会計の概念の設計については第 5 章で検討す

る。 

以上から，組織構造の「外枠」「内部構造」のいずれも，本章のMCSの問題意識である，

「何によって組織構成員を動かし，それをどのように管理するのか。また，各管理手法は

どのように影響しあっているのか」という点に答える手段であることが確認できた。変化

に適応する様な組織構造を採り分権化を進め，それに応じた業績評価システムを設計する

ことが重要なのである。ゆえに，組織構造は環境変化に適応するためのコントロール手段

である，と結論づけることができる11。 

組織構造は具体的にどのように組織構成員に影響を及ぼすのだろうか。横田は以下のよ

うに述べている。 

 

組織の構造が変わるという問題ではなく，仕事の仕方が変わるということである。

つまり組織メンバーに期待している活動，言い替えれば，トップが組織メンバー

に期待している行動もピラミッド型組織とは異なるのである。そしてまた，組織

のトップ・マネジメント自体の役割も変化することが求められているのである。

[1998, p.27] 

 

分権化が進むとき，現場に近い組織構成員が自身の成果と業績の関係が明らかにされ

ると，トップ・マネジメントに近い考えに基づいて自ら行動を起こすようになる，すな

わち自律的な行動を取るようになる。このように現場に近いマネジメント・コントロー

ルが求められていることを裏付けるものとして横田[2008]の調査がある。この調査によ

れば，わが国においてERPを導入することでマネジメント・コントロールを変革しよう

とする場合，ERPによる情報をトップではなく，現場に近い従業員が必要としていると

の判断から導入するケースが多いとの結果が得られている。これはトップ・マネジメン

トとマネジャーや現場との役割分担が明確に区分されているわけではなく，トップ・マ

 
11 MCSの設計には組織構造ではなく，組織のライフサイクルが影響を及ぼすとしている研究
もある[Greiner, 1972; Auzair and Langfield-Smith, 2005]。 
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ネジメントの特徴によるものであると横田は考察している12。 

 

第 2 項 脱予算経営におけるコントロール・パッケージの組み合わせ 
脱予算経営のような分権化を進めた水平型組織構造を考えるとき，MCS はどのような

問題と対峙することになるのか。この点，第 2 節でも検討したように，組織構造が単独で

コントロール手段として機能するわけではない。複数のコントロール手段との組み合わせ

を考えたコントロール・パッケージとしてMCSを考えるべきである。 

権限委譲は，部分最適を招く。この点をマネジメント・コントロールは解決するべきで

ある。横田[2007]は次のようにその点を主張している。 

 

マネジメント・コントロール・システムは，全体最適と部分最適の整合性を採るため

のツールである。事業部制という部分最適についてその責任者に追求することを求

めているようでいて，実はその意思決定が全体最適にもつながる責任者の意思決定

を「仕組み」によって誘導しようとしているのである。[p.48] 

 

MCS は権限委譲によって個人が自身の利益を追求する部分最適と，組織全体の目標で

ある戦略の実行という全体最適のバランスをとるための「仕組み」である。淺田[1999]も

同様に「グローバル化した市場と，ソフト化サービス化した産業構造において，最小単位

で行動する俊敏性と大企業としての信用力」をバランスさせうる組織として，ABB社のマ

クロ・プロフィット・センターを挙げている。 

複数のコントロール手段との組み合わせを考えたコントロール・パッケージのフレーム

ワークも開発されている。例えば，Otley [1999]は新しい組織構造との関連で，

Simons[1995]のフレームワークによる業績評価システムを提案している。Simonsの 4つ

のコントロール・レバーに準拠した MCS の分析を行なっている研究は少なくない。例え

ば，横田 [2007]はカンパニー制による分権化と全体の整合性を追求するために

Simons[2000]のフレームワークを利用しているし，Tuomela[2005]もインターラクティ

 
12 本節では，不確実な外部環境に適応するための水平型組織構造について論じた。しかしな
がら現実世界，特にわが国においては水平型の組織構造を持つ企業は少ないようである。例

えば横田・妹尾[2011]の調査によると，職能別・製品別・業種別・事業別を含む全ての事業部

制組織が圧倒的多数を占め，カンパニー制や MPCといった水平的な組織構造を採る企業は少

数にとどまっている。 
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ブ・コントロール・システムを強調した新しい業績評価システムの設計を研究している。

Simonsのフレームワークを用いた研究は他に，Dávila and Foster[2005], 伊藤（克）[2011]

などが挙げられる。また，Simons[2005]のフレームワークは明示的に組織構造をコントロ

ール手段としていないが，明らかに組織デザインを含めたコントロール・システムである。 

同様に，脱予算経営の 12の原則も，組織成員の思考様式，予算管理の廃止・改善に伴う

短長期の利益管理を中心としたマネジメント・コントロール，および報酬や行動規範など

組織のルールといった，複数のコントロール手段の組み合わせによって伝統的な予算管理

の問題点を解消するためのマネジメント・モデルである。第 4 章では，これらの原則が脱

予算経営の先行研究において MCS のコンフィギュレーションを形成しているのかを検討

する。 
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第 3 章 脱予算経営のメカニズム：個人の管理会計利用およびその帰

結に焦点を当てたマネジメント・コントロール・システム研

究の検討 
 

第 1 節 本章の目的および論点 
本章では，MCS研究において，業績管理の利用者（個人）に焦点を当てた研究群をレビ

ューし，脱予算経営のメカニズムへのインプリケーションとして「協働を促すための予算

管理の運用」を主張する。多くの管理会計研究が，組織成員の向組織的行動を引き出す新

たなマネジメント・コントロールおよびそのメカニズムを探求してきた。また，第 2 章で

も検討したように，脱予算経営のような分権化を前提とした MCS においては，業績管理

の利用者（個人）の視点に立ったメカニズムの検証が必要であることも強調する。 

本章では，業績管理の利用者を，業績管理に影響を受けるあらゆる組織構成員と定義す

る。多くの既存の経験的管理会計研究では，業績管理の利用者が各組織階層の管理者に限

定されており，日々の業務そのものが業績管理のプロセスと密接に結びつくであろう一般

の従業員は，主な研究対象とはされてこなかったからである。しかしながら，管理者の指

揮の下にある人々の，業務上の微細な工夫や優れたチームワーク，管理会計技法およびそ

の利用方法に関する理解・合意形成といった彼らの日常における管理会計を取り巻く実務

の中にこそ，MCSを適切に作用させるための示唆が存在している [澤邉, 2015, p.58] 。従

来の管理会計研究上焦点が当てられてこなかった，非管理者を含んだ組織構成員を取り巻

く現象が MCS の成否にどのように関わるか，あるいはそのメカニズムがどのように検証

されてきたかを明らかにすることは，管理会計研究上重要な課題となると考えられる。こ

の問題意識が本章の出発点であり，研究上の意義でもある。 

かかる問題意識に基づき，本章では業績の利用者（以下，利用者）に焦点を当てている

と考えられる研究群の代表的な文献をレビューし，その問題意識・目的・研究方法を整理

し，管理者以外の利用者，すなわち現場の従業員も含めた業績管理の運用に関する研究の

今後の展開を提示したい。なお，本章で用いる「利用者」という語は，ミドル・マネジャ

ー13やロワー・マネジャーを含む，組織に存在するすべての成員を指し示している。そのた

 
13ミドル・マネジャーがどの階層の管理者を指すか統一的な定義はないが，Balogun and 
Johnson[2004]の研究では，事業部や機能部制組織の長，プロジェクト・リーダーおよび

アクション・プランのリーダーがミドル・マネジャーとして取り扱われている。 
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め，本章では「現場の従業員」や「一般の従業員」などの語を，「利用者」に含まれる非管

理者として特に区別することなく用いている。 

 

第 1 項 組織前提の変化 
MCS の概念が，会計的なコントロールのみならずあらゆるコントロール手段を含むと

いう議論は，本章でレビュー対象である個人レベルの MCS 研究に対しても影響を及ぼし

た。第 2 章でも触れたとおり，MCS が対象としている組織の前提が変化したことによっ

てもたらされたといえるだろう。2 章での議論を小括すれば次の通りである。レレバンス・

ロストに端を発した議論 [Johnson and Kaplan, 1987; Johnson, 1992] においては，エン

パワメント概念の隆盛を起点として，機械的・階層的組織を前提としない新たな組織前提

に基づくMCSの必要性が検討されてきた [伊藤（克）, 2008]。例えばOtley [1994]は，

MCSの概念が拡張した背景に，①不確実性の増大，②組織規模の縮小，③調整と提携（組

織間関係）の変化，④より洗練された製造業とサービス業の出現を挙げている[pp.291-294]。

ここで，②から④は全て組織構造に焦点が当てられている。加えて，OtleyはAnthony and 

Govindarajan [2007]の階層組織を前提としたマネジメント・コントロールが，会計以外の

他のコントロール手段を無視していると批判している。 

Birnberg [1998]やKanthi Herath [2007]も同様に，不確実性の増大がMCS拡張の背景

にあると指摘した上で，不確実な環境に適応するための組織構造に着目し，「より小さな組

織単位の役割が増大するであろう」と考察している[Birnberg, 1998, p.39]。また，Chenhall 

[2008]は，激しい競争下にある経営環境を背景として，バリュー・チェーンに焦点をあて

た水平的組織構造を提案している。水平型組織とは，階層ではなく，プロセスをベースと

した構造を取る組織構造である。具体的には，フラット構造や自律的チーム，クロスファ

ンクショナル・チームを挙げている。Otley [1999]も，組織構造に関しては，バリュー・チ

ェーンに焦点をあてたプロセス志向が，垂直的・階層的構造を補完するとしている。 

これらの論考は，より低い階層に権限を委譲することによって，環境変化に適応するよ

うな行動を組織全体で特定し，実行できるような組織構造および MCS が必要であること

を論じている点で共通している。環境変化に適応するためには，事業のプロセスに即した

組織を整備し，顧客を含めた製品市場と密な接点を有する従業員に組織全体の目標達成を

導く行動をいかにとらせるかが鍵となる。また上述の指摘は全て，不確実性への対応策と

して組織の単位をより小さく，細かくすることを志向している。組織の単位が小さく，細
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かくなることは，管理者以外の個人に対する MCS 運用の責任負担が増大することを意味

する。敷衍すれば，不確実性の増大を発端とした組織前提の変化によって，管理者のみな

らず一般の従業員も MCS の運用に確実に関わることになったという事実と，その事実を

管理会計研究上で取り扱う必要性が生じていると言えるであろう。 

 

第 2 項 対象者の変化 
MCSの設計および運用を扱った伝統的な研究では，トップ・マネジメント＝ミドル・マ

ネジャーという垂直的な関係における調整が暗に仮定されていた[Hopwood, 1996]。組織

前提の変化によって，権限が委譲された小さな組織単位の重要性が増している中で，利用

者が職位上の管理者以外に拡大していくことは自明であろう。この点に関して，澤邉[2015, 

pp. 58-59]は，MCSには意図的な側面（設計）と自生秩序的な側面（運用）の二面があり，

意図的に設計されたMCSに影響を受ける形で運用されたMCSが，MCSの再設計に影響

を与えると指摘している。この関係は再帰的関係と呼ばれ，運用から設計への再帰性を概

念化する議論が展開されてきたとしている。再帰性の議論には，「現場の人々が，MCSの

仕組みがどう関係しているのか理解」[澤邉, 2015, p.59] することが含まれている。つまり，

組織前提の変化は，設計された MCS を運用過程において修正する役割が従来の職位上の

管理者のみならない現場の従業員にもあることを示していると言えるであろう。 

 

第 3 項 MCS 研究における水平的協力関係への関心 
コンティンジェンシー理論に基づくMCS研究は，第 2 章で指摘したMCS概念の拡張

を待たずして，管理会計技法の成否に関わる諸々の諸変数の特定が主たる関心であった

[Chenhall, 2003; Malmi and Brown, 2008]。他方，脱予算経営やアメーバ経営の諸研究は，

フロントラインの従業員を含めた組織構成員へのエンパワメントを前提とし，彼らにもそ

の影響が及ぶようなシステムが提唱されている。これらの包括的な MCS の設計および運

用においては，単に権限移譲や組織構造の変更が問題とされているのではない。加えて，

上述のような上位者＝下位者という関係にとどまらない垂直的な統合を図る業績管理シス

テムの構築のみならず，部門間・従業員間の水平的協力関係[例えば，藤野・李, 2016]の醸

成が必要とされている。 

水平的協力関係の鍵概念であるインタラクティブ・ネットワークや共有責任の概念

[Simons, 2005]が，利用者に形成されてこそ MCS が機能すると考えられる。利用者に焦



38 
 

点を当てた研究においては，大浦[2006]が「信頼」を鍵概念とした組織間管理会計研究の

必要性を論じているように，この水平的協力関係がいつ，どこで，どのように，そしてな

ぜ醸成されるのかが研究関心の中心となろう。 

 

第 2 節 業績管理の利用者の視点に立つ研究の意義と目的 
 

第 1 項 利用者に焦点を当てた研究の意義と方法 
伝統的な MCS は，組織構成員に影響を与えるプロセス[Anthony and Govindarajan, 

2007]と定義されている。しかしながら，挽ほか[2008]が行った米国を中心とした分権的組

織の研究のレビューによれば，その対象，すなわち設計された MCS の運用主体は基本的

にミドル・マネジャーに限定されている14。多くの伝統的管理会計の諸論点とその研究が，

暗黙のうちにマネジャーにその対象を限定していることは，管理会計情報や業績管理シス

テムそのものはあくまでマネジャーにのみ利用されるものであって，業績に対して公式的

な権限や責任を有していない従業員を捨象しているという誤解を生む可能性がある。しか

しながら，エンパワメントや権限移譲の概念に基づけば，彼らにも管理上および業務上の

権限が一部委譲されていることは至極当然であるため，彼らを運用主体に含めて MCS を

捉える必要がある。 

かかる環境において，管理会計研究においては，規範的演繹的に MCS の設計および運

用の形態を論じる研究や，帰納的方法で現時点での現実を写像するような研究を複合させ

つつ，あるべき論に利用者がどのように近づいていくかを明らかにする研究手法が必要と

なる。 

この点に関して，伊藤（嘉）[2001]は，「行為者の視点に立つ管理会計」として，修正解

釈学的アプローチ解釈的アプローチを提唱し，その意義を以下のように説明している。 

 

管理会計が今後どのように実践かつ展開されていくかを直接に規定するのは，組

織構造とか環境といったものでもなければ，会計手続きや会計数値の技術的・構

造的な特徴といったものでもない。（中略）むしろ，管理会計が組織構成員の行為

 
14経済学的なアプローチをとる業績管理会計研究の多くも，上位者と下位者という階層的

な関係を前提とした分析を行っている[例えば，Demski and Feltham, 1978; Abernathy 
et al., 2004]。 
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による，その意味である組織的な事象としてわれわれの経験世界に現れてくるも

のであるとしたら，行為者の心理プロセスに訴えかけ，その行為や態度を規定す

るのはなんであろうか。それは行為者みずからが管理会計をどのように理解し，

またどこまで有意味な存在として認知しているかということをおいてほかにない。 

[p.66, 下線は引用者] 

 

伊藤（嘉）は，コンティンジェンシー理論が関心を払って来た諸要素（組織構造や計算

構造や手続き）自体が実践を規定するのではなく，行為者（利用者）の認識の変化をそれ

らに跡付けてこそ実践のあり方を明らかにすることができると述べている。これまで指摘

してきた MCS 研究の関心の変化に照らして換言すれば，予算管理のような包括的な業績

管理手法の成否を決定づけるのは利用者間の協働を促すような組織的心理状態が組織全体

に醸成されているか否かであるということである。 

小林[2009]は，このような協働を「相互作用」と呼び，先行研究に見られる業績管理を

介した相互作用の存在に触れながら，管理会計研究における立場を明らかにしている。小

林は，相互作用についての管理会計研究の視点として以下の 4点を指摘している。すなわ

ち①戦略的不確実性への対処における垂直的・水平的相互作用，②管理可能性原則の適用，

③責任センター間における対面接触の頻度や距離がもたらす相互作用の差異，そして④集

団的なアカウンタビリティの醸成である。これらの視点を明らかにする研究方法として，

Giddensの構造化理論や，Latourが提唱するアクター・ネットワーク理論などの可能性を

指摘している。 

小林[2009]が相互作用における管理会計の視点として挙げた論点のうち，特に研究の余

地がある分析の視点として，管理可能性原則の適用とこれらの概念との関係という観点が

挙げられる。なぜなら，管理可能性原則自体が伝統的な論点であり，かつ業績管理におけ

る権限と責任の設定が，利用者間の協働を促すか否かに関わっているためである。 

伊藤（嘉）および小林は，利用者に焦点を当てた研究の方向性を示している。エンパワ

メントや権限移譲の議論は，管理会計研究の対象に変化をもたらし，組織構成員間の水平

的相互作用に着目した研究の可能性を指摘した。エンパワメントによる管理会計研究が盛

んにおこなわれた 1990年代と比較して，情報15を作成，保存，伝達および共有する技術は

 
15 ここでいう「情報」とは，必ずしも管理会計情報のみを指しているわけではないことに留

意されたい。Johnson[1992, p.122]は，作業者へのエンパワメントに際して，「会計的な責任
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飛躍的に進歩しており，組織構成員の誰もが業績管理の利用者となりうる。かかる状況に

おいては，小林の指摘通り，管理可能性をどのように適用するか，あるいはそれを意図的

に逸脱する [Frow et al., 2005] かを検討すると同時に，それが水平的な協働を促すかどう

かが，管理会計研究上重要な課題となると考えられる。 

そこで本章では，本問題意識に該当すると考えられる研究群を「業績管理の利用者およ

び利用方法に焦点を当てた研究」と称し，その目的や研究方法を整理することで今後の研

究を深める端緒としたい。 

 

第 2 項 レビューする研究群と論文の選定 
Chenhall [2003, pp.131-132]は，公式化・標準化を志向した機械的な(mechanisitic)コン

トロールと対比させる形で，豊富な情報に基づく柔軟で即応的である有機的な(organic)コ

ントロールという形態を指摘し，有機的な MCS の形態として，参加型予算管理をその一

つとして挙げている[Chenhall, 2003, p.133]。さらに，Chenhall and Moers[2015]では，

イノベーションのための MCS として，公式／非公式のコントロールの組み合わせおよび

Levers of Control[Simons, 1995]のフレームワークにおけるコントロールの利用方法に着

目し，チーム組織構造やVernacular accountingsが論点として採りあげられている。本章

では，事業部や部門だけでなく，小さな組織単位を取り扱っている点，より現場に近い階

層へのエンパワメントを要件としている点，水平的協力関係を含む協働に言及できる可能

性がある点，利用者が取り扱う情報を介在した従業員の行動や意識に関連するという点を

踏まえて，以上の 4つに加えて我が国由来の管理会計研究領域であるアメーバ経営を加え

た 5つの研究群をレビュー対象とする。 

さしあたり，これら 5つの研究群の全体像と，それぞれが有すると考えられる観点を検

討する[図表 3.1]。参加型予算管理およびイネーブリング概念を援用した研究は，業績管理

への参加や，その設計・運用段階での改変など業績管理に利用者がいかに関与するのか，

という観点を持つ研究である。また，チームベース業績評価およびアメーバ経営は，権限

が委譲された小さな組織における業績評価を取り扱っているという意味で，組織形態とい

う観点に分類することができる。最後に，Vernacular accountingsは情報のプロセスが公

 
を遂行するために設計されたシステムからの情報を用い」て彼らをコントロールすべきでな

いと主張し，顧客やプロセスに基づいた非財務情報が作業者たち自身にとって有用な情報と

なることを示唆している。 
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式／非公式なのか，また階層的／水平的な関係を対象としているかという観点に分類する

ことができよう。 

本章における文献レビューの目的は，利用者および利用方法という視点にどのように対

応しているのかを抽出・整理することにある。そのため，各研究群について包括的なレビ

ュー論文やメタ分析が存在するものについてはそれらを引用し，体系的な研究が存在して

いない研究群については CiniiやWeb of Scienceなどの論文検索データベースを用いて，

管理会計研究に対する影響力が強いと思われる文献を抽出してレビューする。 

 

図表 3.1 利用者および利用方法に焦点を当てた研究群の観点 

 
出所：筆者作成 

 

第 3 節 研究トピック，研究目的，研究方法および目的の整理 
 

第 1 項 参加型予算管理 
脱予算経営の出現にもかかわらず，予算管理は抜本的な変革がなされることなく利用さ

れ続けている [Libby and Lindsey, 2010]。しかしながら環境変化の激しさから，参加を通

じてフロントラインの従業員から情報を集める必要性が増大していることは，参加型予算

管理の重要性が増大している証左でもある[Derfuss, 2016]。予算編成においては管理者の

参与が前提であるが，少なくとも統制には非管理者も影響し，影響を受ける。したがって

利用者は上司と部下の双方が含まれるといえよう。例えば，大塚[1998]の調査によれば，

予算の編成に作業員クラスを参加させている程度が高い企業が全体の１割強存在している

ことが示されている。このことは，参加型予算管理においては，利用者があまねく組織全
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体に存在している根拠となりうる。参加型予算管理は，古くから大量の研究の蓄積があり

[例えばArgyris, 1952]，網羅的なレビューをし，その研究対象・研究方法・目的を整理す

ることは困難である。しかしながら，包括的なレビューやメタ分析によって，参加型予算

管理の目的および関連する要素が一般化されつつある。したがって本章では，2 編の包括

的なレビューに依って，これらを整理することを試みる。 

Mahlendorf et al. [2015] は，2011年以前の参加型予算管理の経験的研究をレビューし，

参加型予算管理の先行要因と参加型予算管理の利用への影響に関して命題を導出している。

包括的なレビューによって，上司の視点による研究では，部下の動機づけ，情報の非対称

性の解消，業績評価への予算の利用（予算の強度）などが主な論点となっているのに対し，

部下の視点による研究では，環境の不確実性，分権化の程度，タスクの困難性，管理不能

要因などが主要な論点となってきたことが明らかにされた。レビューを踏まえて，情報共

有による非対称性の解消，環境の不確実性に対応した計画，内部・外部の管理不能要因と

上司および部下の参加型予算管理の利用との関係を示した 10の命題を提示している。 

Derfuss [2016]は，60年以上に及ぶ参加型予算管理研究のメタ分析を行っている。彼の

問題意識は，参加型予算管理と様々な業績（部門・予算実務・経営）との相関に関する研

究には多くの蓄積があるものの，その分析手法およびレベルやサンプルの選定，尺度や産

業の影響などをコントロールした分析がなされておらず，参加型予算管理が真に業績に正

の影響をもたらすかどうかは不明確である，というものである。これらの要因をコントロ

ールしたメタ分析の結果，参加型予算管理はあらゆる業績と正の相関があり，特にサービ

ス業よりも製造業において業績との相関が強いこと，また複数の指標への参加の方が単一

の指標への参加に比べて相関が強いことが明らかにされた。 

以上，参加型予算管理の包括的な研究をレビューしてきた。参加型予算管理の利用者は

計画に参与する上司および部下であり，その利用方法は全社的な目標の下達およびKPIの

設定である。主な目的は，予算への参加とパフォーマンスとの関係である。そのための論

点となっているのは，小集団に適した業績管理システムの開発とその運用であり，特に全

体最適と部分最適のバランスに関心を抱いている研究が多い。研究方法としては，経済学

に基づく分析的アプローチやコンティンジェンシー理論に基づく経験的アプローチが用い

られている。コンティンジェンシー理論に基づく研究においては，諸変数に存在するメカ

ニズムを実証する研究も多く見られる。 
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第 2 項 チームベース業績評価 
チームベースの業績評価を取り扱っている研究の多くは体系化されておらず，結果も統

一的ではない[Mendibil and MacBryde, 2006]。また，自身のコンサルティング経験をベー

スとした規範的研究も多く，科学的信頼性および妥当性が低いことは否定できない

[Mendibil and MacBryde, 2006]。しかしながら，利用者であるチームメンバー間の協働を

通じて，組織目標を達成することが要求される組織形態における業績管理の意義に関する

研究は 2000年前後を中心に盛んに行われており[例えば，Hudson et al., 2001; Scott and 

Einstein, 2001; Zigon, 1997]，その論点は本章の問題意識と重なる部分が大きい。すなわ

ち，利用者であるチームおよびチームメンバーに対し KPIをいかに設定し，下達するか，

全体最適と部分最適のバランスをいかにとるか，といった点である。さらに，コンティン

ジェンシー理論に基づいた諸変数の特定と業績との関係の経験的研究もいくらか行われて

いる。以下では規範的研究と経験的研究に分けてレビューを行う。 

 

１ チームベース業績評価における規範的研究 

Forrester and Drexler [1999]は，チームと組織全体の間で検討すべき 7つの要素を自身

のコンサルティング経験を基に導出している。要素は「マインドの統一」と「行動の統一」

に分類されている。なお，④引受(buy-in)は，「マインドの統一」と「行動の統一」の両方

に含まれる。 

 

①チームの形態（正しいチームが適切に配置され，調和がとれているか） 

②信頼性（チーム間に信頼出来るつながりが構築できるか） 

③焦点（組織全体の目標設定と方向付け，アカウンタビリティ） 

④引受(buy-in)（1. 組織全体の業務に対する当事者意識と関与 2. 権力と管理の問題） 

⑤調整（円滑に一貫した業務が行えるか） 

⑥影響（組織全体自体，またはクライアントが作り出すイメージ） 

⑦バイタリティ（長期的持続的に組織を動かすためのエネルギー，学習，キャパシテ

ィ） 

 

Cohen and Baily [1997]は，チームの有効性について，経営学の領域における研究を中

心にレビューしている。彼らはチームを①作業グループ，②パラレル・チーム，③プロジ
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ェクト・チーム，④トップ・マネジメント・チームに分類し，比較検討を行なっている。 

レビューから得られた知見は，以下の 5点である。すなわち，①チームの有効性の決定

因はチームの形式によって異なる。例えば，作業グループは組織の内部プロセスの有効性

を追求し，プロジェクト・チームは外部プロセスの有効性を追求する形式である。②業績

と態度に関する便益は，直接的な参加によって得られる。③グループの凝集性はパフォー

マンスと正の関係がある。④グループおよび個人の自律性は，高いパフォーマンスと関連

がある⑤誰がどのように業績を評価するのかが，成功か否かを決定する要因である。 

 

２ チームベース業績評価における経験的研究 

Mendibilは，プロセス・ベースや協働構造が企業の成長の鍵となるという見解のもとに，

チームベース業績評価システムの設計と実行の研究を体系的に行なっている数少ない研究

である。彼は Mendibil[2003]で，先行研究を基にチームベース業績評価システム（以下，

TPMS）の特徴を 8 つに整理した上で，これらの特徴を確認する実証研究を行っている

[Mendibil and MacBryde, 2006]。結果，11の要因が TPMSの設計と実行の要因であるこ

とが特定されている。中でも「チームの成熟度」要因が組織のパフォーマンスと高い相関

があり，チームの成熟度を高めるような MCS を構築する必要があると主張されている。

また，戦略が下方展開されていること，戦略の質が業績評価の質に大きく関係しているこ

とも検証された。 

Drake et al. [1999] は，原価計算システム，報酬およびグループのパフォーマンスとの

関係を実証した研究である。原価計算システムとして ABC (Activity-Based Costing)と

VBC(Volume Based Costing)，報酬としてグループ全体の報酬とトーナメント（個人）ベ

ースの報酬制度を取り上げ，それぞれの組み合わせでグループ全体のパフォーマンスを測

定している。結果は，個人のコスト情報を含む ABC と，グループ内の協力関係の構築を

促すためのグループ報酬制度との組み合わせが，最もパフォーマンスが高いというもので

あった。 

Scott and Tiessen [1999]は，チームにおける，業績評価，従業員の参加および報酬とチ

ームの業績との関係を，カナダの企業への質問票調査によって検証している。結果から得

られる知見は，以下の 3点に要約することができる。第１に，多くのチームが財務および

非財務尺度が補完しあい，一つの形をとる業績評価を行なっていることが判明した。従業

員の参加と結びついた尺度が設定されていること，チームの業績と報酬のリンクがチーム



45 
 

の業績を向上させる。第２に，目標設定への従業員の参加が業績の改善につながっている。

しかし，従業員が実際に参加しているのは主に非財務的な尺度の目標値の設定である。こ

れは恐らく，従業員が財務的尺度に精通していないことが原因であろう。第３に，個人の

報酬とチームの業績との相関は低かったが，業績評価がより包括的になる（非財務尺度の

割合が増す），または従業員の参加の度合いが高まるにつれて，報酬と業績の相関が高まる

ことが明らかになった。 

Frow et al. [2005] は，既存の業績評価の研究が組織の「頂点」に焦点を置いていると

し，「マイクロ・レベル」でのマネジメント・コントロールの実行に焦点を当てるべきであ

るとしている[p.272]。加えて，サイバネティックス（ここでは予算）のみによるコントロ

ールが「個人主義，階層依存，リスク回避，方便（引用者注：自身の都合のいいように言

い訳すること）」といった弊害を招くと指摘している[p.271]。これらの背景から，英国企業

のケース・スタディを行い， Simons [1995]のフレームワークを援用して分析している。

チームベース業績評価は全社目標から下方展開され，下方展開された目標は予算だけでは

ない，非サイバネティックな手段も含めてコントロールされている。責任会計の観点から

言えば，下方展開された業績評価による責任は共有された説明責任 (shared 

accountability)として個人の目標とは別の概念によって管理される。結果，すなわちフィ

ードバックされた結果の集合は，新たな全社目標の策定に活かされることとなる。 

Rowe [2004] は，組織構造および会計構造と業績との関係を経済学ベースで検証してい

る。具体的には，チームという組織単位がフリーライダー問題を減らすこと，また，チー

ムの会計構造がチーム内のインフォーマル・コントロールを促進することが実証された。

上記 2点を満たす条件として，「チームが（プロセスの）改善を意図する場合，チームの構

造と対となる，プロセスレベルでの会計報告構造を用いることが重要」であると指摘され

ている[Rowe, 2004, p.1176]。また，これらの実証的研究としてRowe et al. [2008]では，

組織変革における責任センターの境界と業績の測定可能性と，マネジャーが私的に有する

知識の共有との関係を明らかにしている。彼らは，責任センターを競合的・協力的境界に

分類し，さらに 4つの次元（組織的・コミュニケーション的・物理的・時間的）で検討し

ている。9 年間におよぶフィールド・スタディによって，急激で大規模な非連続的な組織

変革においては，責任センター同士が強く結びつけられ，個々の責任センターの業績を測

定することが困難になる。そのため，責任センター間で協力的関係が生まれるように管理

することで，マネジャーが私的に有する知識が共有されやすくなること，組織変革が段階
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的に進められる場合は，責任センターが緩やかに結びつけられ，個々の業績の測定が比較

的容易なため，責任センターを市場競争的に管理することによって，業績向上に資するマ

ネジャーが私的に有する知識が共有されやすくなることが実証された。 

Hacker and Lang[2000]は，米国のハイテク企業における業績評価の変更について記述

的研究を行っている。ケース企業は，資本利益率(ROI)とゼロベース予算(ZBB)を用いてチ

ームの業績評価を行なっていた。しかし，これを企業のミッションに基づいた多面的な業

績評価に変更した16。具体的には，事業戦略バランスト・スコアカード(BSC)から導かれた

「全ての場所において，コスト効率性と製造効率，キャパシティの最適化を，余裕をもっ

て追求する」というミッションから，①スケジュールに対する業績（作業量／作業時間，

納期順守のためのアクション），②顧客満足（定時配送・品質・コミュニケーション），③

チームの健康度（メンバーの調査・ミーティングの参加率・個人の業績報告・分業の度合

い・制約文書）の 3点の評価尺度を導き出した。これらの業績評価指標は，BSC上の財務

の視点，顧客の視点，内部プロセスの視点，学習と成長の視点に呼応させたものである。

非財務的な評価指標が取り入れられたことに加えて，事業戦略，とりわけ BSC から下方

展開されたによって業績評価が行われるようになったことが，このケースの特筆すべき点

である 。従来の財務的なコントロール手段に加え，チームという組織構造と，それに合わ

せた業績評価によるコントロールがなされている事例である。 

チームによる業績評価の目的は「チームの活動を少数の重要な指標に集中させ，ひいて

は業績を改善すること」であるとHacker and Langは指摘している。また，「業績指標を，

全てのチーム員や管理者に可視化することによって，多くのメンバーが個人とチームの業

績に説明責任(accountability)を感じるようになる」ので，「チームにフォーカスした業績

評価システムを発展させることは，メンバーの説明責任を高め」，他のチームとの協働を促

すことにつながると論じられている[p.231]。 

  Rowe [2004]およびDrake et al. [1999]を除いては，規範的な研究またはケースおよび

サーベイによる経験的研究である。経験的研究においては，チームベースでの業績評価が

コントロールとしてどのような機能を持つのかを明らか[Drake et al., 1999; Scott and 

Tiessen, 1999; Rowe, 2004]にした上で，業績評価システムの開発と運用方法が検証

 
16 Hacker and Lang [2000]は，対象企業におけるROIと ZBBの利用目的をそれぞれ

「投資額に応じた効率性の追求」と「チームメンバーにコスト意識を持たせるため」と説

明している。 



47 
 

[Hacker and Lang, 2000; Mendibil, 2003; Frow et al., 2005; Mendibil and MacBryde, 

2006; Rowe et al., 2008]されている。 

 

３ チームベース業績評価の研究対象・研究方法・目的 

以上，チームベース業績評価の代表的な研究をレビューしてきた。チームベース業績評

価の利用者はいうまでもなくチームメンバーであり，その利用方法は全社的な目標の下達

および KPIの設定である。主な目的は，チームメンバーへの適切な KPIを示すことによ

る全社業績の向上である。そのための論点となっているのは，小集団に適した業績管理シ

ステムの開発とその運用であり，特に全体最適と部分最適のバランスに関心を抱いている

研究が多い。研究方法としては，チームベース業績評価の運用上の諸変数の特定のために

コンサルティングベースの規範的アプローチおよびコンティンジェンシー理論に基づく経

験的アプローチが用いられている。コンティンジェンシー理論に基づく研究においては，

諸変数の関係を実証する研究も見られた。 

 

第 3 項 イネーブリング概念を援用した業績管理研究 
Adler and Borys [1996]が提唱した強制（Coercive）およびイネーブリング（Enabling）

の概念，およびイネーブリングの公式化の概念は，MCS の枠組みの中でも適用されてき

た。事前に定められた通りに組織構成員が行動することを想定している強制のシステムと

の対比として，イネーブリングの公式化の概念（リペア・内部透明性・全体透明性・柔軟

性）は，成員自らの判断で対応できるようにコントロール・システムを設計することを志

向している。したがって，本章の問題意識である成員間の水平的な協力関係を含む協働と

近似した概念である。イネーブリング概念を援用した管理会計研究は西居・近藤[2015]に

よって，網羅的にレビューされているため，本節では，そのうちの代表的な研究および新

たな研究アプローチをとっている直近の研究をレビューする。 

 

１ イネーブリング概念を援用した代表的な研究 

Ahrens and Chapman [2004]は，イネーブリング概念をいち早く業績管理の設計と運用

に援用した研究（Enabling Performance Measurement Systems: 以下，EPMSと略す）

を展開した。彼らは英国のレストラン・チェーンへのインタビュー調査やアーカイバルデ

ータの利用を通じて，本社と店舗との階層的な関係において店舗のマネジャーが主体的に
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管理会計システムや業務の変更に関わることでイネーブリング・コントロールが公式化さ

れ，機能していることを明らかにしている。 

多国籍企業の子会社に対するアクション・リサーチを行っているEnglund and Gerdin 

[2016]は，現場の従業員の経験や業務に対する知識がどのように業績測定システムの開発

に活かされるのかを明らかにしている。現場レベルの従業員による業績測定システムの開

発過程における，業績会計数値（numbers）によるトップからの強い評価に対するプレッ

シャー，業務に対する既存のメンタルモデル変更といった要素が，EPMSがなぜ，そして

どのように発展していくのかを決定づけているとしている。 

Ahrens and Chapman [2004]の研究を起点 [西居・近藤, 2015]として，イネーブリング

概念を用いた研究は主にアクション・リサーチを主とした定性的手法を中心に行われてき

た。しかしながら，最近の研究では，定量的な手法とアクション・リサーチによる定性的

な方法を組み合わせた研究も存在する。例えば，Groen et al. [2012] は業務単位の業績評

価の開発と実行に従業員が参加することが，従業員の自律的な行動とどのような関連があ

るのかをアクション・リサーチと質問票調査との混合研究によって実証した研究である。

従業員の自律的な行動については，社会心理学を応用して分析がなされた。アクション・

リサーチは，オランダの清涼飲料水産業のボトリング・ラインのメンテナンス部署を対象

として行われた。EPMSの設計に従業員を参加させることで，イニシアチブが高まる。イ

ニシアチブが高い状態とは，①自発的な行動，②先を見越した行動，③持続的な行動，④

全員経営的な行動を従業員がとる状態を指している。つまり，業績評価の開発に従業員が

参加することで，（業績評価尺度に対して）自律的な行動を採るようになる。すなわち業績

評価自体が従業員のイニシアチブを高めていることが明らかにされた。 

 

２ イネーブリング概念を援用した研究の対象・研究方法・目的 

以上，イネ―ブリング概念を援用した代表的な研究をレビューしてきた。EPMSの利用

者は EPMS の運用に関わる従業員であり，その利用方法は従業員の直接的主体的な参加

をつうじた業績管理システムの設計・運用である。主な目的は，階層組織における環境の

不確実性への対応である。そのための論点となっているのは，小集団に適した業績管理シ

ステムの開発とその運用であり，特に従業員によるシステムの微調整や変更を取り扱った

研究が多い。研究方法としては，基本的にはアクション・リサーチによってイネーブリン

グ概念の公式化を検証する方法が用いられているが，近年の研究では，サーベイ調査によ
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って対象企業の実態を心理学ベースで実証した後，詳細なプロセスをアクション・リサー

チによって明らかにする混合研究法が用いられているものある。 

 

第 4 項 アメーバ経営 
１ アメーバ経営の先行研究 

アメーバ経営は「従業員の自主的経営を基礎とする，自律的組織」であり，「アメーバ経

営はその自主的経営を支援するシステム」である [廣本, 2006, p.363]。つまり，従業員が

経営者の視点で自律的に行動することが目的であり，その行動が組織全体の成長につなが

るよう支援する利用者に焦点を当てた MCS であるといえる。基本的に，京セラおよび京

セラコミュニケーションシステム株式会社の支援を受けた企業が研究対象となるため，サ

ーベイによる大量データを用いた研究は行われにくく，京セラの実務を記述した上でアメ

ーバ経営の要素や効果を論じる規範的な研究や，アクション・リサーチによるケース研究

が多くを占めている。本節では，規範的な研究に加えて，他のアプローチをとる研究をレ

ビューすることとする。 

谷[2013]は，アメーバ経営における代表的な規範的な研究である。谷は，アメーバ経営

のケース研究のフレームワークとしての要素として，①マーケット情報を織り込んだ小集

団部門別採算制度を有していること，②理念システムとして京セラフィロソフィを標榜・

浸透させていること，③採算を向上させるために，アメーバ間の壁を超えた組織構成員間

での垂直的・水平的インタラクションによって「創造的連携」[p.168]を生み出すこと，④

トップのリーダーシップと人材育成の並行を挙げている。これらの要素が「市場に対応し

て，現場の知恵（創意工夫）を引き出し，組織を活性化する」[p.162]ことにつながるとい

う。規範的研究の他に，三矢[2003]などの体系的なケース研究がある。その他，アメーバ

経営の海外移転[例えば，劉・三矢・加護野,2006]の研究も存在している。 

他方で，アメーバ経営を現場レベルの従業員に利益責任を負わせ，利益管理を行わせる

マイクロ・プロフィット・センター（MPC）研究の一部として捉える[庵谷, 2013]向きも

ある。庵谷は，アメーバ経営以外のMPCの事例も引き合いに出しながら，利益責任の細

分化や現場レベルへの付与に伴う責任会計の問題，また，現場レベルにおける会計情報の

機能を検討している。特に，会計数値に不慣れな現場の作業員に対して，「わかりやすく単

純な」情報を提供することが強調されている。 

規範的研究およびケース研究に加えて，社会学的なアプローチを応用した研究も存在し
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ている。例えば，潮[2014]は「ユビキタス」としての管理会計がアメーバ経営の実践にお

いていかに発展していくかをアクション・リサーチによって明らかにしている。潮はアク

ター・ネットワーク理論を援用して，会計数値における「銘刻」概念が時間当り採算にど

のように形成され，従業員に認識されているか，すなわち管理会計システムが従業員の認

識のうちにどのように浸透しているかを記述している。 

 

２ アメーバ経営の研究対象・研究方法・目的 

以上，アメーバ経営の代表的な研究をレビューしてきた。アメーバ経営において利用者

の中心となるのは，アメーバリーダーとアメーバ内の従業員であり，利用方法は全社的な

目標が下達された時間当たり採算の向上である。主な目的は，京セラフィロソフィとアメ

ーバシステムの正当性の検証，換言すれば現場の従業員による利益管理と全体最適を志向

するためのシステムの構築・運用・他業種への展開である。そのための論点として，経営

理念である京セラフィロソフィと管理会計システムの相互作用を取り扱った研究が多く見

られる。研究方法としては，京セラの実務を規範的に捉えるアプローチの他，アクション・

リサーチを用いたケース研究が多数を占めている。また，少数ではあるが，社会学をベー

スとした研究やコンティンジェンシー理論的研究としてアメーバ経営が有する諸変数の関

係を実証する研究も見られる[窪田・三矢・谷, 2015a, 2015b, 2016]。 

 

第 5 項 Vernacular accountings 
Kilfoyle et al. [2013] は，公式的な会計システムに関する研究がロワー・マネジャーの

情報ニーズや，特定の関係や意思決定においてマネジャーや組織構成員が公式のシステム

を信頼していない状況を捉えられていない，と主張している。このような状況で，マネジ

ャーを含む組織のアクターが自ら創り出し，非公式なシステムに意思決定の合理性の根拠

を付与していくような会計およびコントロール・システムを Vernacular （その地方固有

の，方言）accountingsと定義している。 

Kilfoyle et al. [2013] は，Vernacular accountingsと他のコントロール・システムとの

関連を，会計の影響力と合理性の根拠というフレームワークで整理している[図表 3.2] 。

会計の影響力が強く，階層的な合理性を求める状況では，公式的な会計コントロールが有

効に作用し，会計の影響力が弱い状況においては，文化やクランによるコントロールが効

果的である。Vernacular accountingsが有効に作用するのは，水平的・局所的に会計の影
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響が強く働く状況下においてである。この状況は，従業員間での会計情報以外によるイン

フォーマルな情報伝達のプロセスと対比される。 

 

図表 3.2 MCSにおけるVernacular accountingの位置づけ 

 会計の影響力 

強い 弱い 

 

 

合理性の根拠 

階層的 公式的な会計コントロー

ル・システム 

文化およびクランによるコ

ントロール 

局所的・ 

水平的 

Vernacular management 

accountings 

情報伝達のインフォーマル

なプロセス 

[Kilfoyle et al., 2013, p.386, 一部加筆修正] 

 

Vernacular accountingsに着目すべき根拠として，コマンド・アンド・コントロールを

前提とした MCS から，支援とエンパワメントを志向する MCS への転換がある。この背

景には，競争や環境の変動が激しく，継続的なイノベーションや柔軟性や変化への適応が

鍵概念となる昨今の組織前提が反映されている。また，支援とエンパワメントを志向する

MCSを機能させるためには，知識創造や信頼といった概念が鍵となる。 

Kilfoyle et al. [2013] は，実践理論に基づく会計研究や管理会計およびコントロール・

システムに関する諸研究をレビューし，これらのうち非公式な情報のフローやプロセスに

着目した研究から，認識論的に概念化した Vernacular accountings の理念型を 3 つ提示

している。すなわち，Vernacular accountingsは①知識やノウハウの蓄積と継承，②上司

からの説明を要求された際の防御のための資源，③従業員間での認識の共有を支援するた

めの実践として用いられることが弁証されている。例えば，①として用いられている例と

して，Jönsonn and Grönlund [1988]が挙げられる。彼らは，業務マネジャーが日々の業

務を行うために必要な情報およびコントロール・システムを用いて，上司が期待するアプ

トプットとの乖離が生じる因果関係を理解し，将来の自身の行動を変えていく過程を描き

出している。 

Vernacular accountingsの主な研究目的は，階層的な組織において水平的な協力関係を

築く必要性のある部下によって，非公式な会計（情報）が企業固有の会計システムへと移

り変わり，合理性を得る根拠およびプロセスの解明である。これらを明らかにする方法と
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して，アクション・リサーチを主とした社会学的なアプローチをとるプロセスの研究が多

数を占めている。 

 

第 6 項 小括：業績管理の利用者に焦点を当てた管理会計研究 
以上，業績管理の利用者に焦点を当てた 5つの研究群をレビューしてきた。各研究群に

おける利用者・利用方法，論点，研究方法，目的（変数）を一覧すれば，図表 3.3の通り

である。 

 

図表 3.3 業績管理の利用者に焦点を当てた管理会計研究の対象・研究方法・目的 

 

出所：筆者作成 

 

いずれの研究群においても，利用者としてマネジャーのみならない従業員を想定してお

り利用方法も，垂直的・水平的協働を志向したものであることがわかる。各研究群におい

て，研究方法および論点に特色がある。しかしそれは同時に「水平的協力関係がいつ，ど

こで，どのように，そしてなぜ醸成されるのか」に完全に答えうるものではないことを意

味している。観点別にいえば，業績管理の利用方法の観点については，「どこで」「どのよ

うに」には答えうるものの，「いつ」「なぜ」に答えることができない。また組織形態の観

点については，「どのように」には答えうるものの，それ以外の問いに答えることが難しい。

情報の公式／非公式の観点については，「なぜ」に答えられるものの，それ以外の問題に答
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えられない。したがって，「水平的協力関係がいつ，どこで，どのように，そしてなぜ醸成

されるのか」という問いに答えるためには，何らかの視点を設けた上で，これら研究群の

アプローチを統合させた研究を行う必要性がある。 

 

第 4 節 脱予算経営研究へのインプリケーション：MCS の運用とその利用者に関

わるメカニズム 
本章では，MCSの運用とその利用者に焦点を当てた研究をレビューし，その関心や研究

方法，目的を整理した。脱予算経営へのインプリケーションは次の 2 点である。第１に，

脱予算経営のような分権化を前提とした MCS における，業績管理の利用者（個人）の視

点に立ったメカニズムの検証の必要性を，本章での検討を通じて強調した。 

第 2に，脱予算経営のメカニズムを検討する際の研究トピックの選定および研究方法に

関するものである。それぞれの研究群において明示されているわけではないが，本章で検

討した研究群の論点は「成員間の協働を促すための予算管理の運用に関連する問題」とい

う論点に集約することができる。「協働を促すための予算管理の運用」は，予算管理という

管理会計手法が有する機能的な問題と，利用者側が認識している主観的な問題の双方に取

り組む研究と言える。したがって，経験的研究に基づく因子の特定と，アクション・リサ

ーチによるプロセスの解明を目指す混合研究 [市原・篠原, 2014]を行う必要がある。 

すなわち，規範的演繹的推論に基づいて仮説を構築し，社会心理学などを援用したサー

ベイによって利用者に構築されている協働の現状を明らかにした上で，社会学などを援用

したアクション・リサーチをベースとした研究を追加して行うことで，管理会計実践にお

けるMCSのサブシステム [伊丹, 1983; Malmi and Brown, 2008]の役割やインタラクテ

ィブ・ネットワークや責任共有といった概念が構築されていくプロセスが明らかにする必

要があろう。この研究アプローチによって，また，大半の企業が予算を廃止していない中

で，脱予算経営的な MCS の成否を決定づける利用者間の協働を促すような組織的心理状

態が組織全体に醸成されているかというメカニズムや，またそれをどのように醸成してい

けばよいのかに関する示唆がもたらされうる。 

この点について，例えばBurkert et al. [2011]では，業績評価における管理可能性原則

の適用とマネジャーの認知との関係が実証されている。これにインタビュー調査を通じた

マネジャーの認識の変化を織り込むことによって，協働関係がいかに構築されているか，

現状とプロセスの両方を明らかにすることができる。本論文第 7 章では，Burkert et al. 
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[2011; 2017]を拡張し，管理可能性原則の逸脱というMCSが予算管理の利用を通じて個人

の行動に影響するのかというメカニズムの検証を行う。 

本章では，MCS概念および研究関心の変化から，マネジャーに対象が限定されない研究

をレビューし，その利用者，関心，研究方法，および目的を特定した。そして，業績管理

の利用者および利用方法に焦点を当てた研究が「成員間の協働を促すための予算管理の運

用」の研究であると再定義し，研究方法と関連させて今後の研究の方向性を論じた。本章

における主張には次のような限界もある，各研究群間の関係について客観的妥当性に基づ

いた検討がなされていない点である。本章では，ナラティブ（Narrative）レビューが採用

し，レビューした文献はそのほとんどが経験的実証および事例研究であるため，分析的研

究の蓄積17に触れていない。予算管理の問題点を克服する方法として，全体主義的な報酬

が推奨されている [Bogsnes, 2009]。分析的研究は，予算関連行動と報酬との関係につい

て，多くの知見を提供しており[挽ほか, 2008; 李・松木・福田, 2010]，成員間の協働に報

酬がどのような影響を及ぼすかに関しての示唆を得ることができるであろう。 

次に，実際の利用者がどのような問題を認識しているかについて，本章では一切触れて

いない。先述した方法で研究を進めるにあたっては，研究者の管理会計手法に対する問題

意識と，実務家が実際に抱える問題との乖離が障害となる可能性が高い。この点について

は，デルファイ法による実務家の意見抽出 [Melnyk et al., 2014]などを実施した上で，ア

クション・リサーチを行うことによってある程度解消することが可能であろう18。 

 

 
17 例えば，参加型予算管理における複数の階層を念頭に置いた分析的研究として，

Mookherjee and Reichelstein[1997]が挙げられる。また，管理可能性原則の研究には分

析的モデルがツールとしてしばしば用いられることが指摘されている[Lambert, 2001]。 
18 本章の内容は，町田 [2018]に加筆・修正したものである。 
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第 4 章 予算管理を補完するマネジメント・コントロール：脱予算経

営におけるコントロール・パッケージの検討 
 

第 1 節 脱予算経営が有するコントロール・パッケージ 

 
第 1 項 本章の目的 
 本章の目的は，マネジメント・コントロール・パッケージ（以下，コントロール・パッ

ケージ）概念によって脱予算経営の諸要素を分析し，予算管理を補完するマネジメント・

コントロール機能を検討することである。 

脱予算経営の初期の研究においては，予算管理には本質的な問題点があるため，これを

廃止することが必要であると主張されていた[Hope and Fraser, 2003a, 2003b]。しかし，

脱予算経営が主張されて 10 余年が経過した現在でも，洋の東西を問わず，経営計画およ

びコントロールを予算管理によって行う企業が大半である[Libby and Lindsey, 2010; 吉

田・福島・妹尾, 2015]。予算が経営管理において不可欠な手法となっていることに疑問の

余地は少ない。 

予算管理の問題点を克服するために予算管理を補完するマネジメント・コントロールが

存在するか。またその全体像はいかなるものか。以下，かかる問題意識に基づき研究の背

景として，コントロール・パッケージおよび予算管理の問題点を述べる。 

 

第 2 項 フレームワークとしての「コントロール・パッケージ」の有用性 
MCS研究の多くは，一対一の対応関係，すなわち会計システムが個々の組織変数にどの

ような影響を及ぼすか，に着目した考察を行なっている。Anthony[1965]が提唱した戦略

計画，マネジメント・コントロールおよびオペレーショナル・コントロールの枠組み，中

でもマネジメント・コントロールは予算管理を想定したものであった。しかし，現実には

予算管理のような会計システムは組織構造や文化の影響を受けるであろうし，それらに影

響を与える関係でもある。この点に着目しなければ，現実に即した結論が得られるとは考

えにくい。より条件に適合する結論を導くために，厳密性よりも，各変数の適合関係に着

目して，それらが複雑に影響しあって全体として機能している，という見方を採る必要が

生じる。特に，外部環境の変化に柔軟に適応するための行動は，会計的なコントロール手

段のみによらず，組織文化を含めた複数のコントロール手段による管理が不可欠である。
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それゆえ，MCSの設計を考える際，非会計的な手段を含めたコントロール手段の選択・検

討が必要である。初期のマネジメント・コントロール概念 [Anthony, 1965] では，競争環

境に適応するための戦略計画（strategic planning）に言及されているものの，環境変化に

よって行われる計画の見直しに伴う是正行動および計画そのものの見直しを想定していな

い。 

第 2 章で検討した通り，Anthony以後，Flamholtz[1983]やMerchant[1982]によって，

外部環境の変化に適応し，是正行動をとるための情報を提供し，従業員の行動に対しより

直接的に影響を及ぼすようなコントロール手段を想定した，マネジメント・コントロール

概念が提唱された。とりわけ，Malmi and Brown[2008]は，各コントロール手段が相互に

関係しあって総体として機能するとみなすコントロール・パッケージの概念図を提示して

いる。このフレームワークの意義は，現実の管理活動をより明確に識別し，管理する点に

ある[Malmi and Brown, 2008; 新江, 2010]。つまり，MCS パッケージは，会計コントロ

ールとそれ以外のコントロール手段の相互作用を考慮するという点から，より現実に即し

た結論を導くために有用なフレームワークである。換言すれば，予算管理というマネジメ

ント・コントロール手段を取り巻く問題点を，予算管理自体の改善または代替的なコント

ロール手段による補完，あるいはその両方によって克服するのかという分析を行うために

有用である。 

 

第 3 項 予算管理の問題点 
予算管理自体の問題点は長く指摘されてきた。とりわけ，Hansen et al. [2003, pp.96-

97]は，伝統的なコントロール・システムとしての予算管理の逆機能を 12点挙げ，それら

を予算編成時の仮定の陳腐化，予算がもたらすコマンド・アンド・コントロール型の構造，

および人と組織にもたらされる逆機能の 3つの論点に集約している。 

以上 3つの予算管理の逆機能の要因と，拡張したMCS パッケージの問題意識は全く同

じである。すなわち，外部環境の変化に柔軟に適応するために，伝統的なコントロール手

段のみでは対処できず，組織文化を含めた複数のコントロール手段による管理が不可欠で

あるし，それを伝統的なコントロール・システムが阻害している，という問題意識である。 

 

第 4 項 本章の問題意識 
以上論じてきたように，予算管理およびその研究の問題は，伝統的な予算管理の研究が，
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マネジメント・コントロール・パッケージのサイバネティック・コントロール19とそれ以外

のコントロール手段との相互関係を無視している点である。伝統的な予算管理自体やその

研究に対して問題点が指摘されているにもかかわらず，これらを解決した研究は少ない。

脱予算経営 [Hope and Fraser, 2003a, 2003b; Bogsnes, 2009] は伝統的な予算の問題点を，

予算の廃止および健全な経営思想によって解消することを目指すという意味で，両者を思

量した研究である。 

本章では，予算管理の問題点を再整理し，コントロール・パッケージ上に当てはめるこ

とで，予算管理自体の問題点を顕在化し，他のコントロール手段による解決策を提示する。

脱予算経営が有する経営管理上の機能をマネジメント・コントロールのフレームワーク上

で整理した研究はなされていない。さらに，コントロール手段間の相互作用に着目したコ

ントロール・パッケージ上での整理は行われていない。本章は，コントロール・パッケー

ジの概念は，コントロール手段間の相互作用に着目することで，予算管理以外のコントロ

ール手段によって伝統的予算管理の逆機能をいかに減じることができるかを明らかにする

ために有用である。 

脱予算経営の導入研究で採られている施策は全て，予算管理という伝統的なマネジメン

ト・コントロールを取り巻く問題点の克服が試みられているはずである。コントロール・

パッケージとの適合関係を明らかにすることは，予算管理そのものの改善および予算管理

を補完するマネジメント・コントロール手段の選択によって予算管理がもたらす弊害の克

服可能性を理論的に解き明かす端緒となる。 

以上，脱予算経営の特質をコントロール・パッケージ概念によって整理することは，研

究上の問題点を解消し，予算管理自体の問題点を克服する視点を提示する点で意義がある

と思われる。 

 

第 2 節 予算管理が有するマネジメント・コントロール問題とその解消 
 

第 1 項 概念の拡張によるコントロール手段の多様化 
第 2 章で論じたように，Anthony[1965]をはじめとする伝統的なMCS論においては，

 
19 サイバネティック・コントロールとは，「特定の財務尺度に対して責任を負わせる」コント

ロール手段である[Malmi and Brown, 2008, p.292]。予算管理はサイバネティック・コントロ

ールに相当する。 
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計画・実行・測定・評価と報酬という階層的な構造を持った会計的なコントロール手段に

主眼が置かれてきた。Anthonyは，伝統的な管理会計の体系が，現実の管理活動を明確に

識別するようにカテゴライズされているわけではないことや，「計画」と「統制」はときと

して重複する[Anthony, 1965] ことから，「両者を包摂したマネジメント・コントロールと

いうカテゴリーを導出した」[伊藤（博）, 1992]。つまり，MCSという概念は，伝統的な

管理会計の体系が問題とする領域そのもの
．．．．．．．．．．．

に対する批判を背景として立論された[伊藤

（嘉）, 2009, 傍点は引用者] 。また，Otley[1980], Flamholtz [1983]および Merchant 

[1982]は，非会計的なコントロール手段ないし各システム間の相互作用を明らかにする必

要性を論じている。なぜならば，組織にとって「望ましい成果をあげるための MCS を設

計するため」に，その目的に資するシステムのメカニズムを明らかにする必要があるから

である [Malmi and Brown, 2008]20。 

 予算管理の問題点との関連を論じるに先立ち，各コントロール手段を概観する。Malmi 

and Brownが長年の先行研究の蓄積から構築したコントロール手段の集合，すなわちコン

トロール・パッケージ21である，図表 2.6を再掲する。Maimi and Brown[2008]のフレー

ムワークは，3つの階層に大別される。1 つは，Anthony andがマネジメント・コントロ

ール・プロセスと定義した計画・業績測定・評価を含むパッケージの中段部分，もう 1つ

は上段の組織の文化をコントロールの装置とみなす文化コントロール，そして下段に位置

する公式の規則やガバナンス構造，組織構造とその設計をコントロール手段とみなす管理

コントロールである。以降では，マネジメント・コントロール・プロセス，文化コントロ

ール，管理コントロールの順に各コントロール手段を概観する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
20 コントロール手段の多様化は，外部環境の不確実性が増大したことを背景としている。 
21 Malmiらによるコントロール・パッケージの研究は継続されており，Bedford and Malmi 
[2015]では，コントロール手段のタイトネスに関してクラスター分析が行われている。 
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図表 2.6 MCS パッケージのフレームワーク 

文化コントロール 

クラン バリュー シンボル 

プランニング サイバネティック・コントロール 評価 

長期計画 行動計画 予算 財務的測定 

システム 

非財務

的測定  

システ

ム 

ハイブリ

ッド・シ

ステム 

管理コントロール 

ガバナンス構造 組織構造 行動指針および手順 

出所：Malmi and Brown [2008, p.291] 

 

第 2 項 各コントロール手段の概要 
  

１ マネジメント・コントロール・プロセス 

Flamholtz et al. [1985] は，計画によるコントロールを，「個人および集団の行動を導く，

または直接作用するのに必要な情報を提供する事前のコントロール」と定義している

[p.39] 。さらに，「目標および標準の設定は成果と直接的に関連する」，「目標の明瞭度とそ

の実行計画（workload）は密接に関連しており，曖昧な目標や多すぎる目標はネガティブ

な成果を招く」[p.40] という 2つの命題を提起している。Malmi and Brown [2008, p.291] 

では，直近 12 ヶ月の範囲で行われる実行計画，および中長期経営計画などがその例であ

る長期計画に分類されている。Merchant and Van der Stede, [2007, pp.329-330]は計画と

予算（後述するサイバネティック・コントロール）を成果コントロールとして同一に扱っ

ている。しかし，この主張に対しMalmi and Brown[2008, pp.291-292]は，長期計画も実

行計画も成員の行動に直結するよう策定されるのが通常であるため，これらは別々のコン

トロール手段であると反論している。 

サイバネティック・コントロールは，「成果の標準の設定，成果の測定，成果と標準の比

較，システムにおける望ましくない差異についてのフィードバック情報，およびシステム

の構成要素の修正からなるフィードバック・ループが存在するプロセス」と定義されてい

る[Green and Welsh, 1988, p.289]。サイバネティック・コントロールが機能する条件とし
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て，以下の要件が挙げられている[Tocher, 1970, 1976; Otley and Berry, 1980; Kloot, 1997]。 

 

① 定められた目標の存在 

② 目標に合わせて結果を測定するための手段の存在 

③ コントロールの対象の組織ないしシステムの予測モデルの存在 

④ 代替的行動の選択可能性 

 

つまり，特定の財務尺度に対して責任を負わせることでコントロールを行うのである

[Malmi and Brown, 2008, p.292] 。サイバネティック・コントロールの典型例としては，

予算，財務尺度，非財務尺度，およびバランスト・スコアカードのような財務尺度と非財

務尺度のハイブリッドなシステムが挙げられている。 

脱予算経営では，サイバネティック・コントロールとして BSC を利用することが前提

となっている [Hope and Fraser, 2003b; Bogsnes, 2009] しかし，本章では予算管理の適

切な利用を検討することに主眼が置かれている。さらに，脱予算経営の先行研究の中には，

予算管理を部分的に廃止するという事例も存在する [Frow et al., 2010; Henttu-Aho and 

Järvinen, 2013] 。また，我が国において BSCが普及していないという実態に鑑みても，

予算管理をサイバネティック・コントロールとして脱予算経営の原則の適用を試みること

はより現実に即している。したがって，以降，サイバネティック・コントロールは予算管

理と読み替えて論じることとする。 

Bonner and Sprinkle [2002] によれば，金銭的報酬は個人のタスクに対する努力に焦点

を当てることを通じて努力および成果を向上させる。したがって，評価と報酬はコントロ

ール・パッケージの一部であるといえよう。特に，努力の方向性，持続性，強度が努力お

よび成果に影響をおよぼすと考えられている。 

通常，報酬はサイバティック・コントロールと密接に結び付けられる。また，従業員の

流出防止や文化コントロールの醸成を目的として報酬システムが設計される場合もある

[Malmi and Brown, 2008, p.293]。 

 

２ 文化コントロール 

組織文化は「組織構成員間で共有されている価値観，信念，および社会的規範の集合」

と定義される[Flamholtz et al., 1985, p.158]。組織文化のあり方は組織のコンテクストに
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大きく依存するため，マネジャーのコントロールを超えている部分もあるが，組織構成員

の行動を規定するために用いられるので，コントロール・システムであるとされる[Malmi 

and Brown, 2008, p.294]。 

バリューとは，「組織における一連の明示的な定義」であり，「組織の基盤となる価値，

目的，方向性を与える」システムである [Simons, 1995, p.34] 。典型例としてはミッショ

ン・ステートメントやクレドが挙げられる。これら公式的なバリューには①組織がいかに

価値を創造すべきか②期待される業績の水準③従業員に期待される社内外での人間関係の

あり方が明記されている[Simons, 1995, p.36]。組織は自らの価値観に適合する人材を採用

し，採用した個々人を社会化し，個々人の価値観を組織の価値観に適合するように変化さ

せる。さらに個々人がその価値観に組み込まれていなかったとしても，従業員は価値観に

合った行動をとる[Malmi and Brown, p.294]。このようなプロセスを経て，バリューによ

るコントロールが行われる。 

クラン・コントロールは，個人が組織固有の技能や価値観を浸透させる社会化の過程で

作用する。卑近な言い回しをすれば「仲間意識」である。クラン・コントロールはバリュ

ーと結びつくことで作用する [Malmi and Brown, 2008, p.294] 。Ouchi [1981, p.50]は，

日本の組織を例に挙げ「日本人にとっては，集団主義はそれに向かって努力すべき会社な

いし個人の目標でも，あるいは追求すべきスローガンでもない。というよりむしろ重要な

事は個人の努力では何事も達成されないということの理解なのである」とクラン・コント

ロールを説明している。 

シンボルは，可視化できる経験を生み出すことによって，特定の象徴的な文化を創り出

すものである[Schein, 1997]。例えば，従業員にある特定のユニフォームを着せることによ

って，プロフェッショナルとしての文化を生み出すことができるようになる。 

 

３ 管理コントロール 

管理コントロール（administrative control）は，行動の監視および権限付与，業務ある

いは行動を特定するプロセスで，かつ直接従業員行動を規定するコントロールである。 

ガバナンス構造は公式的な権限と責任の配置を含む，広義な組織の構造および構成を指

している [Abernethy and Chua, 1996. pp.583-588] 。例えば，ミーティングやそのスケ

ジュールは，締切りやワーク・スケジュールを創出するという意味で組織構成員の行動に

直結するであろう。ガバナンス構造に関しても，他のコントロール手段との関連が重要で
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ある [Malmi and Brown, 2008, p.294] 。 

組織構造とその設計は行動の多様化を減じ，予測の可能性を高める[Flamholtz et al., 

1985, p.158]。例えば，Otley and Berry [1980, p.233] は，組織の種類や構造によって目

標一致のプロセスや方法が異なることを指摘している。Malmi and Brown [2008, pp.293-

294]は組織構造に関して，マネジャーが変更可能であるものであるとして，コントロール

手段とみなしている。 

行動指針および手順は，組織におけるプロセスや行動を明示するための階層的なアプロ

ーチである[Malmi and Brown, 2008, p.294]。具体的にはマニュアル[Macintosh and Daft, 

1987, p.51]，規則や方針[Simons, 1995, pp.42-47]が挙げられる。 

 

第 3 項 コントロール・パッケージによる予算管理の問題点の解消 
以上のコントロール・パッケージにおけるコントロール手段の整理を踏まえ，予算管理

の問題点を解決するためのマネジメント・コントロールを検討する。予算の問題点は古く

から指摘されてきた。例えば，データの操作 [Hopwood, 1972]，部門間の衝突 [Argyris, 

1960]，集団的な反経営者的行な行動 [Argyris, 1952]，ゲーミング [Hofstede, 1968] およ

び近視眼的経営 [Merchant, 1990] などである。 

先に論じたように，予算管理を廃止していない企業が調査対象の多数を占めている現状

に鑑みれば，予算自体に問題点などないと解釈する向きもあろう。しかしながら，その解

釈には若干の齟齬があると思われる。 

仮に予算を廃止したとしても「現実には予算機能は必要となる」[清水, 2013, p.123] 。

換言すれば，予算が有する機能は経営管理上欠かせないものであるから，予算を廃止する

という急進的な変革を行わなくても①予算管理そのものを改善し，かつ②予算管理が行わ

れることに付随して起こる問題点が解消できればよいということになる。現実に，多くの

組織において，これらの 2つの方向性で予算管理を適切に行うための様々な取り組みが行

われているため，実務上予算管理の問題が認識されず，予算管理を取り巻く問題点などな

いという解釈がなされる，と推測される。 

かかる推論を基に，予算管理の研究において指摘されている問題点をマネジメント・コ

ントロールの議論の俎上で分析することによって，実務においてどのような改善が行われ

ているのか，ひいてはどのような解決策が取られるべきなのかを表出させることが出来る

と考えられる。 
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Hansen et al. [2003, pp.96-97] は，伝統的なコントロール・システムとしての予算管理

の逆機能を，以下の 12点挙げている。 

 

① 編成するために，多大な時間を要する 

② 環境変化への反応を制限し，変化に対する障害となることが多い 

③ 戦略的に焦点を合わせていることは稀で，しばしば矛盾している 

④ 編成に要した時間の割に，ほとんど価値を生まない 

⑤ 価値創造ではなく，コスト削減に焦点を当てている 

⑥ 垂直的なコマンド・アンド・コントロールを助長する 

⑦ 組織が採用している創発的なネットワーク構造を反映していない 

⑧ ゲーミングと道理に反する行動を誘発する 

⑨ 通常年次で編成されるため，頻繁に更新されたり修正されることはない 

⑩ 裏付けの乏しい仮定および推測にもとづいて編成される 

⑪ 知識の共有を促進するよりも部門間の障壁を強化する 

⑫ 従業員を軽んじられているように感じさせる 

 

今一度，12の問題点を 3つの論点に整理してみよう。第 1の要因は，予算編成に用いら

れた仮定が無効になってしまうという点である。編成時の仮定が機能するためには，外部

環境が非常に安定していることと，マネジャーが予算で設定された業績標準に対して予測

可能であり，かつ管理可能であることが求められる。しかしながら今日の外部環境は絶え

ず変化しており予算編成時の仮定は容易に無効になる，と指摘している[Hansen et al., 

2003, p.97]。これらは予算をツールとして用いる際の問題点である。したがって，①②④

⑨⑩の問題点がこの点に対応する。 

第 2の要因は，予算管理が垂直的なコマンド・アンド・コントロール型の構造を取って

しまう点である。この構造は，中央集権的な意思決定や，（個人の）独創性の抑制，価値創

造よりもコストの削減に焦点を当てることを強いてしまう。予算管理が中央集権型のマネ

ジメントを促進しているという意味で，問題点③⑤⑥⑪がこの要因によるものであろう。 

第 3の要因は，組織と人に関する点である。第 2の要因によって，変化に適応するため

の意思決定を導くための従業員への権限委譲が妨げられてしまう。問題点の②⑦⑧⑫は，

組織目標の達成にとって望ましい行動を阻害し，望ましくない行動がとられるという意味
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で，この要因に属すると考えられる。 

  

第 4 項 コントロール手段の選択による予算管理の問題点の解消 
 予算管理本来の機能を享受し，問題点を克服するために，どのような方略がとられうる

か。マネジメント・コントロールの議論を土台に検討する。 

 Merchant[1982, p.52]によれば，マネジメント・コントロールは人間行動の問題である。

図表 4.1に示される通り，他者の関与が避けられない場合，コントロール手段の選択によ

って，行動を正しい方向へと向ける，あるいは望ましくない行動を回避するようなコント

ロールを行うのである。先に，Hansen et al. [2003]が挙げた 12の問題点を 3つの要因に

集約した。各要因は，マネジメント・コントロール問題として図表 4.2のフロー・チャー

トと対応させることができる。 

 第 3の要因によるマネジメント・コントロール問題（組織と人に関する点）は，望まし

い行動の阻害と望ましくない行動の発生とに分類することができる。組織目標を達成する

ための望ましい行動を従業員に促すためには，従業員に対する信頼を構築する，または高

める必要がある。なぜなら，マネジャーが組織目標を共有し，達成する意思を有し，かつ

行動に移す，そしてそれを従業員に対して促すためには従業員に対する信頼が不可欠であ

るからである。Merchant[1982, p.52]は，高いモチベーションを有し，訓練された従業員

を組織に保持するためには，社会化および研修22といった組織構成員のコントロールが必

要であると述べている。組織構成員のコントロールは，コントロール・パッケージの文化

コントロールと対応している。望ましくない行動に対する方策としては，望ましい行動が

とられたかをチェックする，すなわち特定行動のコントロールが有効である。特定行動の

コントロールは，行動指針および手順，権限と責任の関係を規定するガバナンス構造と対

応している。 

フロー・チャートでは示されてはいないが，第 2の要因である，コマンド・アンド・コ

ントロール型の組織については組織構造やガバナンス構造の問題であることから，パッケ

ージ内の管理コントロールと対応している。 

最後に，第 1の要因は，予算のツールとしての問題点に言及している。したがって，結

 
22 Merchant and Van der Stede[2007]では，社会化は文化コントロール，研修は成員コント

ロールに分化されているが，Merchant[1982]の段階ではこれらは同一のコントロール手段と

みなされている。 
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果によるコントロールの「方法」が問題とされている。つまり，問題点を解決するために

は，パッケージにおけるマネジメント・コントロール・プロセス自体の変革が求められる。 

 以上，予算管理の問題点はマネジメント・コントロール問題であり，代替的コントロー

ル手段によって解決が可能であることを指摘した。次節では，脱予算経営モデルが代替的

コントロール手段としてどのように機能しているのかを論じる。 

 

図表 4.1 マネジメント・コントロール問題解決のためのコントロール手段の選択 

 
出所：[Merchant, 1982, p.53] 

 

第 3 節 脱予算経営モデルが有するコントロール機能 

 
第 1 項 脱予算経営の 12 の原則とコントロール・パッケージの対応関係 
前節において，予算管理の問題点はマネジメント・コントロールの問題として捉えるこ

とができ，それらの問題点はあらゆるコントロール手段によって補完・代替されることに

よって解決されうると論じた。本節では，伝統的な予算管理の問題点を解消するためのマ

ネジメント・モデルである脱予算経営の 12 の原則と，それらに対応するコントロール手

段を Malmi and Brown[2008]のコントロール・パッケージのフレームワーク上で整理す

る。脱予算経営の 12の原則は，組織成員の思考様式，予算管理の廃止・改善に伴う短長期

の利益管理を中心とした伝統的なマネジメント・コントロール，および報酬や行動規範な

ど組織のルールといった包括的な組織のマネジメント・プロセスに言及した原則である。
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本章でレビューする脱予算経営の導入研究においても12の原則が参照・体現されており，

北欧を中心とした予算管理の改善研究における統一的なマネジメント・モデルである，と

みなすことができる。 

ここで，脱予算経営の 12の原則 [Bogsnes, 2009, p.28]を列挙する。Bogsnesの分類は

「プロセスそのものとそれを支える人的要因を明確にしている」ため，対応関係をより明

確に検討するために有用である [清水, 2013, p.126] 。 

 

1. 目標：固定業績契約を交渉によって取り決めるのではなく，継続的な改善のた

めの相対的目標を設定する。 

2. 報酬：固定目標値の達成ではなく，相対的業績に基づいた共同的な成功に対し

て報酬を与える。 

3. 計画策定：トップダウンの年中行事ではなく，計画策定は継続的かつ包括的な

プロセスとする。 

4. 調整：年次計画のサイクルを通して行うのではなく，ダイナミックに相互作用

を調整する。 

5. 資源：資源は年次予算によって配分するのではなく，必要に応じて利用可能と

なるようにする。 

6. コントロール：計画に対する差異ではなく，相対的な指標と傾向に基づいてコ

ントロールする。 

7. 価値観：詳細なルールや予算ではなく，少数の明確な価値観，目標および境界

線によって統治する。 

8. 責任：すべての従業員が単に計画に従うのではなく，1 人のリーダーだと思っ

て行動できるようになる。 

9. 透明性：組織階層によって情報を制限するのではなく，自己管理のためにオー

プンな情報を促す。 

10. 組織：中央集権化した機能としてではなく，リーンなネットワークそして責任

あるチームとして組織化する。 

11. 自律性：微細にわたり管理して部下に裁量権を与えないのではなく，チームに

行動の自由と可能性を与える。 

12. 顧客：従業員を組織の階層的な関係ではなく，顧客の成果を改善させることに
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集中させる。 

 

脱予算経営の 12の原則のうち，「リーダーシップの原則は人々のマインドにかかわるも

のであり，プロセスの原則は利用されるツールにかかわるものである」[清水, 2013, p.129]。

コントロール・パッケージの各コントロール手段に当てはめる際，リーダーシップの原則

の多くは文化コントロールおよび管理コントロ－ルと対応し，プロセスの原則は伝統的な

マネジメント・コントロール・プロセスと対応している。 

本章では，12 の原則が体現されている施策およびそれらの施策がもたらすマネジメン

ト・コントロール機能が対応すると考えられる点を先行研究から探索し，解決されうる予

算管理の問題点と対応を試みる。図表 4.2 は，文献レビューから得られた Malmi and 

Brown[2008]のフレームワークにおけるコントロール手段と 12 の原則との対応関係を図

示している。次項で，各原則の相互作用に言及している先行研究を挙げつつ詳述する。 

 

図表 4.2 12の原則とコントロール・パッケージの対応関係23 

 
出所：Malmi and Brown[2008, p.291]に加筆修正 

 

 
23 図表内の番号は，上で列挙した原則の番号と対応している。 
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第 2 項 脱予算経営研究におけるコントロール要素の組み合わせ 
１ 目標の原則，報酬の原則 

目標の原則を体現した施策として，相対的目標値の設定が挙げられる。相対的かつスト

レッチな目標設定を要求しマネジャーの心理をComfort zoneから Stretch zoneへと移行

させることで，継続的改善のマインドが浸透する [Bourmistrov and Kaarbøe, 2013, 

p.198] 。したがって，目標の原則は，バリューとして機能している。 

報酬の原則を表す具体的な施策として，ハンデルスバンケンの従業員持株会制度 [Hope 

and Fraser, 2003b] やディスコの実績連結ROSによるボーナスの決定[清水 2013, p.201]

などのグループ報酬がある。報酬の原則は，全社の業績を継続的に改善する必要があると

いう意味で，目標の原則と密接に関連している。つまり「全ての従業員が全社の目標値が

何であり，その達成のためにとるべき行動」に関心を寄せる[Frow et al., 2010, p.448]。し

たがって報酬の原則が有するマネジメント・コントロール機能は，クラン・コントロール

および評価と報酬である。 

 

２ 計画策定の原則，調整の原則，およびコントロールの原則 

 計画策定・調整・コントロールの原則は予測，計画値，および目標が切り離され，予測

の変化によるタイムリーなディスカッションおよび是正行動[Frow et al., 2005, p.279; 

Bourmistrov and Kaarbøe, 2013, p.206; Frow et al., 2010, p.450; Østergren and 

Stensaker, 2011, p.168; Henttu-Aho and Järvinen, 2013, p.780]によって実現する。 

マネジメント・コントロールの先行研究が示すように，サイバネティック・コントロー

ルはフィードバック・コントロールを基礎としている。しかしながら，計画策定およびコ

ントロールの原則は，フィードバックの頻度を高め，ローリング予測を行うことで計画値

の修正や達成のための実行計画の見直しを促す。予算の廃止の有無にかかわらず，この切

離しは行われている。計画のタイムリーな修正および是正行動に伴う組織的調整には，調

整の原則が体現されている。 

 

３ 資源の原則，責任の原則 

 通常の予算管理を継続する場合，資源の原則は予測の変化に伴う都度の交渉によって資

源配分が変更されることを指す [Bourmistrov and Kaarbøe, 2013, p.206; Østergren and 

Stensaker, 2011, pp.168-169; Henttu-Aho and Järvinen, 2013, p.781] 。この点に関して，
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Henttu-Aho and Järvinen [2013, p.783] は，予算管理はコスト・コントロールのツール

としては効果的であると指摘している。 

責任の原則によるエンパワメントが「もし問題があれば，私は資源を優先順位に基づい

て再配分する必要がある」という感覚を従業員に持たせる[Frow et al., 2010, p.451]。した

がって資源・責任の原則は，ガバナンス構造として機能している。 

  

４ 価値観の原則，責任の原則 

価値観の原則は，企業理念など公式的な価値基準および行動指針に体現される。予算の

改善による新たな行動原理が特定され[Østergren and Stensaker, 2011, p.171]たり，組織

全体の「失敗」を特定し行動指針が決定されたりする[Henttu-Aho and Järvinen, 2013, 

p.781]。また，計画の策定・実行・評価の段階における価値基準になる場合もある

[Bourmistrov and Kaarbøe, 2013, pp.203-204; Frow et al., 2010, p.448]。したがって価値

観の原則はバリューおよび行動指針として機能し，短期および長期の計画によるコントロ

ールやサイバネティック・コントロールの改善に資する。 

 また，価値観の原則は責任の原則とも密接に関連する。例えば，[Frow et al., 2010, p.452]

ではエンパワメントと柔軟な予算の利用に際して，行動指針を設けて従業位の行動の境界

を設けている。価値観・責任の原則もバリューおよび行動指針として機能している。 

 

５ 組織・責任の原則，組織・価値観の原則 

 組織・責任の原則は，フラットかつエンパワメントされた組織構造によって実現される。

[Frow et al., 2005] によれば，このような組織は「効果的なチームワーク」および「何が

なされたか関する共有された知覚」，すなわちアカウンタビリティの共有（Shared 

accountability：責任の共有と連続的なアカウンタビリティ）[p.281] や従業員間の信頼

[p.284]を醸成する。したがって，組織・責任の原則はクラン・コントロールとして機能す

る。 

 また，[Marginson and Ogden, 2005]の実証研究によれば，組織の原則によって構成さ

れたフラットでリーンな組織が，価値観の原則を適用すること，すなわちエンパワメント

と社会化の組み合わせが，予算に対するコミットメントを高める。したがって，組織・価

値観の原則はサイバネティック・コントロールの改善に資する。 
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６ 透明性の原則 

 透明性の原則は，オープンブック・アカウンティングに体現される。オープンブック・

アカウンティングは，組織単位ごとの相互監視のコントロールを促す[Bourmistrov and 

Kaarbøe, 2013, p.204]。また，オープンブックを行うために組織が階層的でなくフラット

であることが求められる。したがって，透明性の原則は，ガバナンス構造および組織構造

の設計として機能している。 

 

７ 自律性の原則 

 自律性の原則は，下層の従業員へのエンパワメントによって体現される。Østergren 

and Stensaker[2011, p.166]では，全社的なKPIの選定はトップ・マネジメントによって

行われるが，その達成のためのアクション・プランの策定や計画自体のコントロールは現

場に分権化され，現場の従業員は組織目標の達成に資する自律的な意思決定を行ってい

る。したがって自律性の原則はバリューとして機能し，サイバネティック・コントロール

および実行計画のコントロールの改善に資する。 

 

８ 顧客の原則 

 顧客の原則が体現される施策として，ベンチマーキングが挙げられる。組織内部ではな

く競合他社の状況や市場，顧客などの外部情報に基づき，短期および長期の計画が策定さ

れる。[Bourmistrov and Kaarbøe, 2013, p.203; Østergren and Stensaker, 2011, 

p.171]。したがって，顧客の原則は，計画のコントロールおよびバリューとして機能して

いる。 

 

第 3 項 コントロール・パッケージ内の相互作用と予算管理の問題点の解消 

図表 4.2はコントロール手段と 12の原則との対応関係を示したにすぎない。そこで，

文献から見出された相互関係と解消される予算管理の問題点との対応関係を図表 4.3に一

覧している。図表 4.3は一つの施策，つまり一つの原則が複数のコントロール機能を有し

たり，反対に複数の原則が一つのコントロール手段に対して適用されたりする状況を表し

ている。これらの状況は，施策とコントロール手段との関係が複雑に絡み合って機能して

いる，すなわちコントロール・パッケージにおける相互作用と捉えることができよう。 
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第 4 節 インプリケーション：脱予算経営のコントロール・パッケージ 
本章では，脱予算経営の事例では，予算管理の問題点が克服されているという仮定のも

と，コントロール手段の選択によってそれらが解消可能であること，さらに脱予算経営モ

デルが予算管理を補完するコントロール・パッケージであることを論じた。予算管理とい

う管理会計ツールと他のマネジメント・コントロール手段との関係を Malmi and 

Brown[2008]のフレームワークによって整理している研究は少ない。コントロール・パッ

ケージによるコントロール手段の分析は，コントロール手段間に相互関係があること，さ

らに原則が適用された複数の施策が，複雑に絡み合って予算管理を補完するマネジメント・

コントロールとして機能する点を先行研究によって描き出した。具体的には，12の各原則

を体現した施策によって複数のコントロール機能を有したり改善がなされる点，また複数

の原則が，一つのコントロール機能を有したり改善を促進している点を先行研究から整理・

検討した。 

本章はあくまで，Malmi and Brown [2008] に基づく先行研究のレビューおよび整理で

ある。しかしながら，脱予算経営が志向する予算の問題点の克服がコントロール・パッケ

ージ上で示されたことによって，今後個別のケースにおいて管理上の問題を解消するため

のコントロール・パッケージの設計・分析を検討する際の，施策とマネジメント・コント

ロール機能との関係を識別し，整理する方法の一つを示した。 

本章の考察は，12の原則がコントロール・パッケージとして機能している，すなわち両

者が適合的な関係であることを記述的に示したものである。脱予算経営という特徴的なマ

ネジメント・モデルがコントロール・パッケージとして機能するとき，パッケージ内でど

のような相互作用が起きると予算管理の問題点が克服されるのかという点，具体的にはク

ラン・コントロールやバリューなどのマネジメント・コントロールが予算管理とどのよう

な相互作用をもたらしているかなど，図表 4.3 で示された 12 の原則に体現されるコント

ロール・パッケージについては，第 6 章でその一部を検証することになる。 

上記のような貢献はあるものの，本章の検討には限界も少なからず存在する。以下では，

限界を 2点指摘した上で，今後の課題を提示する。 

本章では，予算管理をサイバネティック・コントロールとして用いる際でも脱予算経営

が提唱する 12 の原則が，予算管理の適切な利用を促すマネジメント・コントロールとし

て機能することを先行研究から考察した。しかしながら，先行研究をナラティブにレビュ

ーするという方法をとっていることに起因する，本質的限界を 3点含んでいる。 
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1 点目の限界は，考察された内容が実務に照らして極めて自明な点である。本章は，既

存の多くの MCS 研究が，コントロール手段間の相互関係を無視しているという問題意識

を端緒としている。しかしながら文化，手続き，および組織構造というコントロール手段

とサイバネティック・コントロールであるマネジメント・コントロール・プロセスとの相

互関係が無視されたマネジメントが機能しないということは，実務においては当然の事実

である。したがって，理論的にはコントロール・パッケージのフレームワークとしての有

用性を確認することができたものの，インプリケーションは少ない。 

2 点目の限界は，考察の妥当性である。本章では，脱予算経営の先行研究を可能な限り

引用し，妥当性の担保を試みたものの，12の原則およびマネジメント・コントロール機能

の発現が具体的に明示されていない，またはそれらの名称が対応していない場合が多く，

先行研究における記述に基づく整理に終始している。さらに脱予算経営モデルの先行研究

自体がそもそも少ないことから，レビューした研究の数も少ない。これらの点は，考察の

妥当性に大きく影響する。 

3点目の限界は，コントロール・パッケージの実行可能性およびその評価である。12の

原則のうち，プロセスの原則は予算の適切な利用を促し，予算管理をはじめとする公式的

なコントロール手段，つまりツールについて何をどのように扱うかを問題としており，そ

の改善は，比較的認識可能な現象である。 

しかし，リーダーシップの原則がマネジメント・コントロールとして機能しているか，

すなわち正しい文化や行動指針が組織に根付いているかどうかを明示的に評価することは

困難である。本章はそれらの認識・評価・実行方法を提示していない。 

本章では，脱予算経営モデルが有するコントロール手段とその関係のみを採りあげた。

本章で考察したように，Malmi and Brown[2008]のフレームワークは，定点的なコントロ

ール・パッケージ，すなわち首尾よく機能するコントロール・パッケージのひな形を描き

出すことは可能である。しかし，予算管理を補完するコントロール・パッケージに関する

知見をより深めるために，MCS 研究で検討されている他の要素を含めた検討を行う必要

がある。 

 今後取り組むべき研究の方向性を 3点示す。1点目は，Malmi and Brown [2008] のフ

レームワークでは検討されていない，コントロールの要素について検討することである。

例えば，コントロールのタイトネス [Merchant and Van der Stede, 2007] が重要な論点

として挙げられる。各コントロールのタイトネスが異なれば，それらの作用や相互関係，
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ひいてはコントロール・パッケージの構成が異なると考えられるからである。この点に関

してBedford and Malmi [2015]は，多様なパッケージにおけるコントロール手段間のタイ

トネスに関してクラスター分析を行っている。また，フィールド・リサーチなど定性的研

究によって，個別の事例においてコントロール・パッケージがどのように構成されおり，

パッケージのどの部分の改善・強化が必要なのか，12の原則のリーダーシップの原則が実

務でどのように実施されているのかなど，経営管理上の問題点を克服する施策を検討する

ことも有用であろう。 

2点目に，Bedford et al. [2016] のように，コントロール・パッケージの実証的な研究

を行うという方向性が考えられる。この点，Bedford et al. [2016] では，企業が採用する

戦略（Prospectorまたは Defender）ごとのマネジメント・コントロールの要素の組み合

わせを明らかにしている。具体的な分析手法については，本論文第 6 章で詳述されること

になる。 

 3 点目は，コントロール・パッケージ内のメカニズムの検討である。本章では，脱予算

経営が有すると考えられるコントロール・パッケージについて検討したが，脱予算経営が

導入されている，あるいはそれに近いコントロール・パッケージを有している状況で，脱

予算経営が有するマネジメント・コントロールの要素がどのような帰結をもたらすのかは

必ずしも明らかではない。この点については，本論文第 7 章において取り組むこととする

24。 

 
24 本章の内容は，町田 [2015] を加筆・修正したものである。 
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第 5 章 マネジメント・コントロール・システムにおける管理可能性

概念の意義 
 

第 1 節 MCS における管理可能性原則概念 
一般に，日本の個人および組織においては，権限と責任との関係が非常に曖昧であると

いわれる。この主張は，雇用契約において個人の職務や責任がより具体的に明文化される，

欧米諸国との比較の文脈でしばしば見られる [田中, 2012] が，明確な根拠なく主張されて

いる。他方，「権限と責任は一致するべき」という言葉は洋の東西を問わず，個人および組

織が自身の役割の適切な認識と評価の正当性・公平性の観点から社会的通念として存在し

ている25。 

管理会計研究において，この現象は責任会計，とりわけ管理可能性原則と結びつけて議

論がなされてきた。責任会計は，分権化組織の業績測定および評価とマネジャーの業績測

定および評価をその対象[清水, 2009]としており，管理可能性原則は当該組織及び個人が管

理可能であるものを測定し，評価するという基本的原則である。実際，多くの管理会計の

テキストにおいて管理可能性原則は依然として責任会計の主要概念と位置づけられている 

[Anthony and Govindarajan, 2007; Horngren et al., 2006など]。 

組織目標に整合する行動を導くために，経営管理者は責任会計，すなわち権限と責任の

関係を適切に設定する必要がある [Simons, 2005]。その際，管理可能性原則は責任会計の

一要素に過ぎず[小林，1993]，実際には個々人および組織の協働や，タスクおよび組織の

相互依存性の存在などを考慮して業績評価システムや報酬制度が構築される[小林，1984]。 

業績指標に関する研究，諸々の管理会計技法を包括したMCS研究のいずれにおいても，

権限と責任の一致，すなわち管理可能性原則の完全な適用が現実的でないことは，古くか

ら指摘されている[Antle and Demski, 1988; Horngren, 1967; Welsch, 1957]。また，多く

の経験的研究によって，管理可能性原則が実務上守られない状態の存在も明らかにされて

いる [Bushman et al., 1995; Drury et al., 2005; Fremgen and Liao, 1981; Merchant, 

1989; Moon and Fitzgerald, 1996; Otley, 1990; Rowe et al., 2008; Vancil, 1979]。 

本章では，管理可能性原則という規範とそれが完全に適用されていないという実態との

 
25 この社会的通念については，明確な起源が主張されているわけではない。ただし，マネジ

ャーの仕事はその必要性に応じて権限と責任を有するべきとするDrucker [1961] の言説が経

営学における起点であるとする向きもある [Fischer, 2010]。 



76 
 

間に生じているギャップに焦点をあてたレビューを行う。より具体的には，管理会計研究

における管理可能性原則という規範に関連する研究の経時的な動向を整理し，責任会計の

研究において管理可能性原則の適用を取り扱うことの現代的意義を指摘する。その上で，

管理可能性原則を視座とした MCS の設計運用の研究においてこれを取り扱う意義を論じ

ることにある。レビューにあたり，以下のレビュークエスチョンを設定する。 

 

① 責任会計の議論において，管理可能性原則はどのように規定されてきたか。 

② 管理可能性原則は経験的研究においてどのように取り扱われてきたか。 

③ 問題意識に照らして，どのような課題に取り組むべきか。 

 

これらの問いに答えるために，本章では管理可能性原則に関連する先行研究をナラティ

ブにレビューする。初期の責任会計および管理可能性原則に関する議論の変遷を概観した

上で，Fischer [2010] が提示した論点などを中心に今日までの研究における管理可能性概

念の取り扱いを論じる。その上で，管理可能性を規定する要因，原則の適用の程度がもた

らす帰結と今後の研究展望を述べる。 

本章の構成は次のとおりである。第2節では，管理可能性原則を取り扱う現代的意義を論

じる。第3節では，近年の管理可能性に関連する研究動向をレビューし，第4節でレビュー

クエスチョンへの回答と結論を述べる。 

 
第 2 節 責任会計における管理可能性原則の現代的意義と背景 
責任会計および管理可能性原則に関する研究のレビューに先立ち，本節では，現代の管

理会計研究において管理可能性原則の適用を再検討する意義とその背景を論じる。 

 

第 1 項 責任会計の対象者に関する伝統的な議論とその変化 
責任会計は，シニア・マネジャーおよびミドル・マネジャーへの投資権限または利益管

理に関する権限と責任の賦与を問題視してきた。今一度，責任会計の定義に立ち返ってみ

ると，「経営組織上の責任者と会計組織上の数値が結合したものであり，各管理者の業績評

価を明確に測定することにより，管理者の業績に対する自己責任と意欲を高揚し，組織全

体の活性化を計ることを目的とする会計制度」[古賀, 2000, p. 141] とある。また，その「本

質は，管理者に対し管理可能な要素についてのみ責任を問い，管理不能な要素については
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責任を問わないという管理可能性の原則を根底に有している」[古賀, 2000, p. 141]。すな

わち，権限を賦与された上級のマネジャーが管理する組織単位について，当該個人が管理

可能な要素と管理不能な要素とを分け，管理可能性原則に基づき自身の管理可能な要素に

ついてのみ責任を負わせることによって業績評価の公平性を確保することによって，首尾

一貫した組織を構成することが，責任会計の目的である。 

初期の責任会計論では，部門管理者などの報告システムにおいて，個人の責任に対応さ

せる形で，管理可能費のみを記載すべきであるとの主張がなされた [Ailman, 1950; 

Higgins, 1952]。同様に，谷 [1983] は事業部長の業績評価では，業績評価の公平性や責任

範囲の明確化という目的で管理可能性原則が遵守されるべきであると主張した。伝統的な

責任会計は，事業部制組織および事業部長の業績測定・評価の問題を取り扱っているもの

の，従来の責任会計の対象であったミドル・マネジャーでさえも意思決定権限を持たない

項目に責任を負っており，管理可能性原則が適用されない実態が先行研究でも報告されて

いる [Vancil, 1978, pp. 35-46; Merchant, 1989, p. 92] 。 

多くのテキスト [例えば，Anthony and Govindarajan, 2007]で説明されているように，

責任センターによって事業部または，それ以下の組織単位のマネジャーの権限と責任の範

囲が規定される。責任センターは，会計的業績を一人のマネジャーに帰属させるための概

念である。責任センターのマネジャーは管理単位の（投資），利益，原価という会計的な指

標のいずれかに対して，意思決定権限と当該指標を達成する責任を有する。伝統的な議論

を敷衍すれば，責任センター長以外の下部マネジャーの成果は，責任センター長の責任範

囲の一部を占めていると考えることができる。 

これらの主張は，組織低層への権限委譲に注目がなされるようになってから，その様相

が変化する。Hammer and Chumpy[1993]や Johnson[1992]の論考に呼応する形で，エ

ンパワメント概念が管理会計研究へ援用されてきた。MCSの拡張と呼応して，責任会計

は従来のマネジャーおよび組織の業績測定・評価だけでなく，より組織の低層かつ職務の

相互依存性が高い領域における業績評価もその領域に含まれることとなった。管理会計の

領域においてエンパワメント概念やイネーブリング概念を援用するということは，責任会

計の対象者が「経営組織上の責任者」以外にも及びうることを暗に示している。 

彼らの指摘は同時に，より組織の低層のマネジャーや現場の従業員を責任会計および管

理可能性原則の議論に取り込む必要性も示している。例えば，Merchant and Van der Stede 

[2017]や Simons [1995, 2000, 2005]のフレームワークでは，トップ・ダウンによる会計的
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コントロール・システムのほかに，従業員行動の直接的なコントロールや垂直的および水

平的なインタラクションの必要性が強調されており，ミドル・マネジャーのみならず，ロ

ワー・マネジャーさらには第一線の従業員をも取り込む可能性が明示されている。この点，

伝統的な責任会計においては，責任センター長以外の下部マネジャーの権限および責任は，

責任センター長の責任範囲に内包される。権限移譲に伴う責任会計の適用の本質について，

Hansen and Mouritsen [2007, p. 22]は，権限委譲が責任センターの領域を変化させ，個

人のパフォーマンスを説明するだけではなく，チーム・プロセスと価値連鎖のパフォーマ

ンスも説明するものであることを指摘している。すなわち，権限委譲は責任センターの領

域くくり)を変化させることと同義であり，かつて権限と責任を有さなかった管理単位にお

ける責任会計の適用可能性を示唆している。 

この議論は，日本における小集団や現場に近い従業員など，非マネジャーによる活動の

事例にもあてはまる。例えば，ミニ・プロフィット・センターは，フロントラインに近い

マネジャーに利益責任とそれに付随する権限が賦与されている。Cooper [1995]は，日本の

ヒガシマル醤油，京セラなどの企業のケースを紹介し，小集団に利益責任を賦与すること

で末端のマネジャーの業績達成意欲の向上が図られる可能性を指摘している。特に，京セ

ラでは，ミニ・プロフィット・センターごとに次工程への振替価格の決定権限を有し，完

全な損益計算書が作成されるため，一般的な事業部における責任会計と同等の権限と責任

が組織下層に委譲されている。 

ミニ・プロフィット・センターは，ロワー・マネジャーを既存の責任会計の議論に含め

る考え方であった。参加型予算管理など，業績管理活動への「参加」によって，下位者へ

の責任の配分が行われている研究は少なくない。特に，Groen et al. [2012]など，イネーブ

リング概念を援用して参加の有用性を説明しようとする研究では，業績管理活動への関与

を通じていかに従業員に「当事者意識」をもたせるかが強調されている。 

 
第 2 項 経験的研究における管理可能性原則の取り扱い 
伝統的な責任会計論が前提としている組織および個人の評価は，プリンシパルとエージ

ェント間の一対一の権限の委譲および責任を追求する，または追求される関係である。こ

の前提は，事業部制組織を分権化組織と捉える際には有効であった。事業部制組織ではエ

ージェントである事業部長に多大な権限が委譲され，事業部長は投下された資本の効率性

に責任を負う。プリンシパルは事業部への権限委譲によって，事業多角化を図りつつ企業
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全体の成果を向上させることを目的としている。この関係のみに着目すれば，事業部長の

権限と責任は一致しているべきであるという従来の論考に疑問は生じない。しかし，現実

の職務・職能においては，互恵的およびチームのような責任会計が想定する以上の複雑な

相互依存性が組織内に存在し，それが管理可能性原則の適用を困難にさせている[小林, 

2001]。 

さらに，相互依存性が高ければ高いほど，組織単位および個人の業績を測定・評価する

際に生じる権限または責任の所在を特定の職能・職務に跡付けることが困難になる。した

がって，管理可能性原則の遵守も困難になるわけであるが，小林[1984]が主張するように，

相互依存性の存在を肯定的に捉え，各個人が自身の属する組織単位に対して影響を及ぼす

範囲・程度を知覚した上で，各組織単位の業績向上に対して集団で責任をもつことによっ

て，因果連鎖的に管理可能性原則を適用することも可能である。 

責任会計における管理可能性原則および権限と責任のセットの問題は，組織の相互依存

性と密接に関連している。小林[2001]は，相互依存性をマネジメントするという考えに基

づき，「集積的な相互依存性は本部による資源配分を通じてコントロールし，順序的あるい

は双方的な相互依存性は振替価格の設定によるコントロール」が可能であると論じている

[p. 341]。市場の要求に対応するための協働は相互依存性を強めるとし，相互依存性の増大

に伴うアカウンタビリティの変容について「組織の競争的市場的環境のなかに明確に位置

付けられたビジョンを組織メンバーに共有させ，組織メンバー間の協働を促進させるため

には新しいアカウンタビリティが必要である」[p. 343]とも指摘している。 

小林 [2009, p. 4]は，管理可能性原則を含めた管理会計手法がもたらす相互作用という

概念を「組織の構成員や関係者等が組織内外の様々な壁（境界）を越えて対話等を通じて

相互に情報や知識を交換し，その共有知識を利用して組織の諸目的を効果的，効率的に達

成すること」と定義している。従来の責任会計の論理では，内部振替価格や共通費の配賦

は，相互依存性による管理不能費を調整し，業績評価における比較可能性を担保すること

が目的とされてきた。協働的な組織文化や権限の委譲によって会計責任または業績責任が

共有された（すなわち，エンパワメントが促進された）状態では，相互依存性は「相互作

用」として促進されるべきものとして取り扱われる。そこでは従来の管理可能性原則を逸

脱した，各個人の「権限」を越えた責任が割り当てられることになる。ここに，伝統的な

管理可能性原則を遵守するための実務と，その限界を克服した実務が示される。繰り返し

述べてきたように，共通費の配賦や振替価格といった伝統的な管理会計手法は，管理可能
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性原則の遵守を前提としつつも，組織の比較的高層における相互依存性によって生じる管

理不能費の処理を主な研究の関心事としてきた。参加型予算管理は，相互依存性による管

理不能費に対しての「反発を真の参加によって防止し，それらの容認を得ることを狙いと

して提唱」されている[大塚, 1998, p. 49]。すなわち，マネジャー以外の従業員による「参

加」によって言質をとることで，管理可能性原則の意図的逸脱を企図している。 

BSCや脱予算経営の研究群では，策定した業績目標が末端の従業員にまで下方展開さ

れるケースが多くみられる。組織の下層に展開されるほど，相互依存性は高まるため，管

理可能性原則の遵守が困難になる。したがって，管理可能性原則の意図的な逸脱をさせる

ようなサブ・システムの設計が肝要になる。同様に，組織下層に焦点を当てた研究として

アメーバ経営およびチームベースによる業績評価の研究がある。これらの研究群において

は責任会計に関する言及がなされていないが，管理可能性原則に逸脱せざるを得ない実践

が想定される。 

管理可能性原則は，長きに渡って責任会計論の中核をなすと考えられてきた概念であ

る。しかしながら，管理可能性原則を完全に適用することがMCSの諸ツールを以ってし

ても不可能に近いものであるという事実は，会計的責任の分配が比較的容易な「分権化す

る」側の研究においても早くから認識されていた。すなわち，MCSの諸ツールは責任セ

ンターの業績測定・評価に伴う相互依存性の存在を調整し，管理可能性原則を維持・遵守

することに資してきたが，それでもなお管理可能性原則の完全な適用は困難であり，「権

限と責任は一致するべき」という社会的通念を満たしていない実態が多く存在してきたの

である。 

「分権化される側」の研究では，相互依存性が非常に高いことを前提に，管理可能性原

則の適用の可否ではなく，業績管理活動への参加による経営参画意識の向上のための実務

を包括的に検討している。それらの研究では，従業員の権限のないところにも責任を負わ

せる[Simons, 2010]，アカウンタビリティの性質の差[Roberts, 1991, 1996; 小林, 

2001]，管理不能な部分に意識を向けさせる[Merchant and Van der Stede, 2017]，測

定・評価の納得性などが指摘されている。特に，脱予算経営の研究群では，集団的なアカ

ウンタビリティによって管理者個人の管理可能性原則が意図的に逸脱され，現場の従業員

主導による業績管理活動の実行が観察されている[Frow et al., 2005]。いずれにせよ，管

理可能性原則に意図的・建設的に逸脱するという意味で，従来の責任会計の理論とは異な

った論理が展開されている。 
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図表 5.1 対象とする組織階層の変化と管理不能要因による管理可能性原則の適用の方向性 

 
出所：筆者作成 

 

図表 5.1は，組織階層と相互依存性に伴う管理不能の過多を視座とした管理可能性の適

用の方向性を図示したものである。既存の責任会計の議論は，管理者の責任を特定し，彼

らを目標達成へ動機づけることが目的とされてきた。管理可能性原則を遵守しこれを維持

することを前提として，業績尺度の比較可能性を担保しようとしてきたのである。責任会

計の議論が組織下層にまで展開され，相互依存性がより強調されるようになる状況におい

ては，組織単位全体の責任を共有し従業員を動機づけるために，管理可能性原則を意図的

に逸脱するようなMCSが見られるようになった。従業員に計画および統制の一部権限を

委譲し，積極的に管理不能な部分に注視させるMCSが議論されることとなったのであ

る。 

かかる議論を踏まえると，管理可能性原則は一義的な原則ではなく，他の MCS との組

み合わせをいかに設計するかが今後の研究上の課題となる。マネジャーや従業員に管理可

能性原則を意識させつつ，その逸脱を促すあるいは許容するためのサブシステムを有する

MCSは有効に機能する可能性が高い。例えば，アメーバ経営は管理可能性原則の遵守と逸

脱の両方を有したシステムである。非常に相互依存性が高い組織でありながら，小集団独

立採算でアメーバ単位での管理可能性を担保し，一方で前後工程などの他アメーバ，ひい

ては全社の利益が出るように振替価格を設定させるような動機づけを，フィロソフィーや

交渉，トップの介入をつうじて与えるという意味で，他のコントロール手段を以って業績
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評価の納得性・公平性を担保している。 

 

第 3 節 管理可能性原則に関する研究動向 
 

第 1 項 責任会計論の生成期における管理可能性概念 
科学的管理法における課業管理に代表される，「計画」「職能的・分権的職長制」など，

現代的組織制度が整備され始めた影響を受け，管理会計生成期に，管理可能費の概念が規

定された。伊藤（克）[1995]によれば，1920年代の予算管理論および原価管理論において，

すでに部門別または管理者ごとの権限および責任を明確にするための管理可能費について

言及がされている。 

1950年代に入り，部門管理者などの報告システムにおいて，個人の責任に対応させる形

で，管理可能費のみを記載すべきであるとの主張がなされ，ここに責任会計論が確立され

た [Ailman, 1950; Higgins, 1952]。Higgins [1952]は，責任報告書には特定管理者が管理

可能な費用のみを記載し，すべての費用または原価を記載しないことを強調している。ま

た，Ailman [1950]は責任会計を，組織とその管理者の会計的なコントロールを目的とし，

その目的に適した原価および予算を集計する組織を設計する必要があることを述べた。 

責任センターは，会計的業績を一人のマネジャーに帰属させるための概念であり，それ

は事業部制組織の普及に伴って登場した概念である。山邊[1961, p.74]は，「収益について

も，また利益についても，その責任を会計制度に結びつけることができる」としている。

すなわち，責任センターのマネジャーは管理単位の投資，利益，原価という会計的な指標

のいずれかに対して，意思決定権限と当該指標を達成する責任を有する。今日においても，

多くの管理会計のテキスト [Anthony and Govindarajan, 2007など]がこのような伝統的

な責任会計に言及しており，そこでは責任センターが，事業部またはそれ以下の組織単位

のマネジャーの権限と責任の範囲を規定すると説明されている。 

 

第 2 項 初期の管理可能性原則の逸脱事例 
責任会計論生成期には，事業部長の業績評価において，業績評価の公平性や責任範囲の

明確化という目的で管理可能性原則が遵守されるべきという論考が支配的であった。しか

し，その後の研究において，実務において管理可能性原則が必ずしも遵守されていないと

いうことが，実態および事例として報告されるようになる。これらの事例は２つの側面で
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管理可能性の逸脱という現象を説明している。 

第 1に，事業部にとって管理不能な共通費の配賦がされているという実態が明らかにさ

れるようになった。選択される基準を問わず一定の恣意性が伴う共通費は，初期の責任会

計論では配賦すべきでないとされていた[Higgins, 1952]。しかし，Vancil [1979]が行った

米国の製造業 291社に対する郵送質問表調査では，ほとんどの回答企業がプロフィット・

センターに共通費を配賦すべきであると回答しており，プロフィット・センターの数が多

い企業ほどその傾向が強いことが報告されている。米国企業 123社に対して郵送質問表調

査を行った Fremgen and Liao [1981]でも，日本企業 216社に対する質問表調査を行った

谷 [1983]でも同様に共通費が事業部に配賦されていることが報告されている。 

第 2に，ヨーロッパのコンピューター企業へのケース・スタディを行った Dent [1987]

が挙げられる。この研究では，販売部門および開発部門それぞれの費用を互いの部門に課

し，全社利益に対して共同の責任を負わせる，すなわち管理可能性原則が適用されていな

い管理会計システムが導入されていた。  

 
第 3 項 限定的な管理可能性原則と展開 
１ Antle and Demski [1988]の論考 
管理可能性原則の完全な適用が困難である状況をエージェンシー理論によって説明した

のはAntle and Demski [1988]の研究である。業績指標がエージェントのインプットを正

確に反映しておらず，かつプリンシパルがエージェントのインプットを直接観察できない

場合，両者は観察可能で妥当なアウトプットで契約し，このアウトプットは「不完全な指

標」として使われるということを，エージェンシー理論の基本モデルとその数値例を用い

て説明している。彼らが提案した限定的管理可能性原則は，エージェントは，彼の行動に

影響するすべての情報内容によって評価されるべきであるという，インフォーマティブ原

理に立脚している [Hölmstrom, 1979]。 

Antle and Demski [1988]の研究は，責任会計の研究において，管理可能性とインフォー

マティブネスとのトレードオフが検討されるきっかけをもたらした。トレードオフとはす

なわち，エージェントのインプットが，①ある業績指標の測定結果に影響を及ぼすことが

できるという状態を示す管理可能性と，②プリンシパルが別の情報を得ている状態で，あ

る業績指標を追加したときに，エージェントの行動について追加的な情報が得られる，と

いうインフォーマティブネスとのトレードオフである。 
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限定的管理可能性原則の論考において，業績指標はインセンティブの増加または契約に

よるリスクの共有に用いられる。すなわち，業績指標の選択問題として，間接費の配賦な

どの管理不能費によって生じるプリンシパルとエージェント間のコントロール問題を解決

することに主眼が置かれる。  

２ Antle and Demski (1988)以後の研究の展開 
限定的管理可能性原則の議論は，業績指標そのものをコントロールするかどうかといっ

た実務的な視点よりも，業績指標がどのような情報を持つかを問題としている。他方，経

験的な管理会計研究においては，現実に直面するマネジャーの実務の状況をよりよく説明

するために，影響可能性に基づく管理可能性概念がしばしば用いられる[Frow et al., 2005

など]。影響可能性（influenceability）として管理可能性概念を定義している経験的な研究

では，管理不能要因があったとしても，マネジャーに対してそれらの要因に影響を及ぼし，

変えることを要求する [Fischer, 2010]。つまり，影響可能性に基づく管理可能性原則は，

マネジャーが彼らの業績を評価するための指標について，一定の影響を及ぼすことを要求

するものである [Skinner, 1990; Merchant and Otley, 2006]。  

影響可能性に基づく管理可能性概念は，実証主義者の厳格かつ客観的な仮定とは程遠く 

[Fischer, 2010]，適用される側の主観を重要な基礎としている [Birnbirg and Shields, 

1989]。Fischer [2010]は，社会科学の多くの領域でコントロールが認知的・主観的な次元

として捉えられているという点に着目して，管理可能性概念も，単に業績評価システムの

客観的な設計的特徴ではなく，推進力となるコントロールに対するマネジャーの認知であ

ると論じている。すなわち，個人の態度や行動を決定するのは，部下であるマネジャーが

自身の管理可能性をどのように捉えているかによるということである。 

これらの主張に基づけば，エージェンシー理論に基づく限定的管理可能性原則の研究と，

影響可能性に着目した経験的研究との間には一見大きな隔たりがあるように思われる。し

かし，ここでは管理可能性原則の適用が問題となるタイミングを一つの観点として，両研

究の交点の説明を試みる。管理可能性原則の適用が問題となるタイミングは，①事前：MCS

設計と②事後：管理不能要因による業績評価のゆがみの調整に大別することができる。①

の MCS の事前設計には，管理可能な業績指標による評価制度の設計，偶発事象に対する

予算許容額の設定などが含まれる。②の事後の調整は，予算差異分析，柔軟な業績基準，

相対的業績評価または主観的な判断を行使することによって行われる。 

基本的には，事前・事後の適用はいずれも管理不能要因の影響に関して上司部下それぞ
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れのリスクを減じることが目的とされており，管理可能性原則が適用されないことによっ

て生じる不適切な帰結を回避するものである [Merchant and Manzoni, 1989]。つまり，

管理可能性原則の遵守は困難であったとしても，それを可能な限り適用することによって

マネジャーの心理的負担を軽減したり，評価の公平性を担保しつつ，スラックや言い訳文

化などの逆機能的行動を予防することが意図されている。 

他方，管理可能性原則の意図的な逸脱には別の目的があたえられている。管理可能性原

則の意図的な逸脱は，コントロール・レバーの理論 [Simons, 2005, 2010; Simons and 

Dávila, 2021]や脱予算経営 [Bogsnes, 2009] において言及されているが，いずれも組織構

成員全般の起業家的行動を促す MCS の要件として，管理可能性原則に基づかないアカウ

ンタビリティの形成することを目的としている。  

管理可能性原則の意図的な逸脱に関する研究群も，管理可能性とインフォーマティブネ

スとのトレードオフを問題としている。すなわち，部下にとって管理不能な指標が削除さ

れると，これらの管理不能な指標に対して部下がどのように反応するかに関する情報も削

除される。したがって，管理不能な特定の指標に影響を与えようとするマネジャーは，管

理不能な指標に責任を負うことによるリスクが，代替的な行動から得られる便益よりも小

さい場合，それらの指標に対して説明責任を負う可能性がある[Merchant, 1987]。 

管理可能性原則を意図的に逸脱した際の部下の心理的影響について検討する。たとえば，

マネジャーが部門の利益に対して責任を負う場合，自身が CEO であるかのような意識を

もつようになる[Merchant, 1987]。結果，管理者は，より多くの情報とより良い動機づけ

の構造から便益を得るために，管理可能性原則から逸脱するコストを負担することを選択

する可能性がある [Vancil, 1979]。 

 
第 4 項 管理可能性原則に関する近年の研究動向 

Antle and Demski [1988]の研究は，管理可能性原則の経験的研究を計算構造や事例の

報告から，限定的管理可能性原則を前提とした MCS の設計・運用へと展開させた。本項

では，近年の研究動向について，管理可能性原則の適用が問題となるタイミングの観点で

整理する。以下では，事前，事後，管理可能性原則の意図的な逸脱を取り扱った研究の 3

つに分けて近年の代表的な研究をレビューする。 
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１ 事前：MCS の設計による管理可能性原則への対応 

Rowe et al. [2008] は，9年間におよぶフィールド・スタディによって，組織変革におけ

る責任センターの境界と業績の測定可能性と，マネジャーが私的に有する知識の共有との

関係を実証している。彼らは，責任センターを競合的境界と協力的境界とに分類し，それ

らを 4つの次元（組織的・コミュニケーション的・物理的・時間的）で検討している。結

果として，急激で大規模な非連続的な組織変革では，責任センター同士が強く結びつけら

れ，個々の責任センターの業績を測定することが困難になる。そのため，責任センター間

で協力的関係が生まれるように管理することで，マネジャーが私的に有する知識が共有さ

れやすくなること，組織変革が段階的に進められる場合は，責任センターを市場競争的に

管理する，つまり責任センター同士の結びつきを緩やかにし，個々の業績の測定を容易に

することで業績向上に資するマネジャーが私的に有する知識の共有が促されることを明ら

かにした。 

ドイツ企業のマネジャーに対するサーベイによって，管理可能性原則の適用とマネジャ

ーの自身の役割に対する知覚および成果との関係を検証しているのが，Burkert et al. 

[2011] である。彼らは，役割理論に基づき，管理可能性の高い認知が役割葛藤を減じるこ

とによって，間接的に成果に対して正の影響を及ぼすことを明らかにしている。 

 
２ 事後：管理不能要因の調整 

Giraud et al. [2008] は，マネジャーが必ずしも管理可能性原則の完全な適用すること

を望んでいるわけではなく，管理不能要因のタイプによって，主観的な調整（Neutralize）

を望む場合があることを，フランス企業のマネジャーを対象とした混合研究によって明ら

かにしている。その結果，外部の管理不能要因（外部環境）については，調整（Neutralize）

自体が困難であるため，主観的かつ公平性を欠くために適用を望まない一方，内部の管理

不能要因（水平的相互依存性および垂直的相互依存性）については，積極的に適用を望む

傾向にあると結論づけている。 

 
3  MCS設計における管理可能性原則の意図的な逸脱 

Simons [2005]は，コントロールの幅と影響の幅をMCSの設計要素として調整する，す

なわち権限よりも責任の幅を大きくすることによって，企業家ギャップを生みだし，組織

構成員の先取的な行動を促進することができると主張している。直近の経験的証拠として，
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Simons and Dávila [2021]が挙げられる。彼らは，ドイツの多国籍企業Henkel社に対す

る 5年間のフィールド・スタディによって，新しい戦略に適応するマネジャーの行動が引

き出され，パフォーマンスが向上したことを描写している。Henkel社では，シェアードサ

ービス・センターの設置によって各国の業務担当マネジャーのコントロールの幅を狭める

一方，KPIの数を削減するなど，アカウンタビリティの幅を広げたMCSが設計され，運

用されていた。 

脱予算経営の領域においても，規範的な研究 [Bogsnes, 2009; 清水, 2013] および事例

による経験的な証拠 [Frow et al., 2005など]によって，管理可能性原則の意図的な逸脱が

推奨されている。清水 [2013]は，脱予算経営の本質が予算の廃止ではなく，環境変化に柔

軟に適応するために，相対的業績目標や予測の活用など，予算管理の適切な利用と健全な

思考様式の醸成とを同時並行的に実現させることであると指摘している。 

 
第 4 節 インプリケーション：マネジャーの管理可能性の認知と行動 
本章では，責任会計における管理可能性原則の意義とその適用に関する研究の動向を検

討した。まず，管理会計研究において管理可能性原則を再検討する意義を確認し，経時的

な文献レビューによって，責任会計における伝統的な管理可能性原則が規定され，その完

全な適用が困難であることが事例で報告されるようになり，Antle and Demski [1988] を

端緒として，限定的管理可能性原則を前提とした MCS の設計・運用の研究へと展開の考

察を試みた。 管理会計生成期において，管理可能費の概念が規定され，責任会計概念の生

成とともに，管理可能性原則は会計的業績を一人のマネジャーに帰属させるために，責任

センターで管理可能な投資，利益，原価といった会計的な指標のいずれかに対して，意思

決定権限と当該指標を達成する責任を追わせる規範となった。 

共通費の配賦や，相互依存性をAntle and Demski [1988]の研究が，管理可能性原則の

経験的研究を計算構造の選択や事例の報告から，限定的管理可能性原則を前提としたMCS

の設計へと展開させた。 

本章の検討を踏まえて，管理可能性原則の研究の論点は，管理可能性原則の適用が問題

となるタイミングによって，次の 2つの方向性に分類することができる。  

第 1の方向性は，管理可能性原則を可能な限り適用し，評価の公平性を担保しつつ，ス

ラックや言い訳文化などの逆機能的行動を予防するような MCS の事前設計および事後的

な運用の探求である。 
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第 2の方向性は，組織構成員全般の起業家的行動を促すことを目的として，管理可能性

原則を意図的に逸脱したMCSの設計・運用の探求である。 

また，本章では，管理可能性原則および管理可能性概念の MCS における意義を提示す

るべく，レビュークエスチョンを設定した。むすびとして，これらへの解を示せば，以下

のようになる。 

 
① 管理可能性原則概念の意義：管理可能性原則は，単なる遵守にとどまらない漸

進的概念[図表 5. 1]として規定されてきた。 

② 経験的研究における管理可能性概念の取り扱い：相互依存性および外部の管理

不能要因の調整問題，マネジャーの主観による管理可能性の認知と行動の問題 

③ 今後の研究課題：管理可能性原則適用の程度と管理会計ツールとの関係，マネ

ジャーの主観に影響を及ぼす②の検討とMCSとしての効果 

 

管理可能性原則は，利用者の変化および管理不能要因の増大を背景として，適用・不適

用の単なる二元論から，概念の拡張が論じられてきた。本論文では図表 5. 1をもって，管

理可能性概念が漸進的概念であることを示した。欧米の研究では，管理可能性原則の適用

がマネジャーの公平感を調整すると主張[Burkert et al., 2011; Giraud et al., 2008]されて

いる。ただし，優れた経営実務においては，管理可能性原則の意図的な逸脱が観察される

点を指摘した。 

加えて，マネジャーの管理可能性の認知を基礎とした管理可能性原則の適用と行動との

関係におけるわが国特有の様相を明らかにする必要がある可能性を示した。そのために，

管理可能性原則概念に関する研究を整理し，マネジャーの認知と行動との関係を検討する

必要性を提示した。管理可能性の意図的な逸脱および日本の特異なアカウンタビリティの

スタイルがどのようにして起こるかのメカニズムを明らかにするためには，管理可能性の

認知と管理会計ツールの利用および他の心理要因との関係を明らかにするサーベイ研究に

加え，低い管理可能性がマネジャーの先取的行動をどのように生み出すかを詳細に検討す

るためのアクションリサーチとの混合研究[市原・篠原，2014]が必要である26。

 
26 本章の内容は，町田 [2019] を加筆・修正したものである。 
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第 6 章 日本企業における脱予算経営のコンフィギュレーション：リ

ーダーシップの原則を視座とした探索的研究 
 

第 1 節 脱予算経営研究における残された課題 
脱予算経営は，1997年にManagement Accounting誌に掲載されたHope and Fraser 

[1997] を嚆矢として，管理会計研究者の間でも予算管理を改善する有用な手法として研究

が継続されている [Libby and Lindsay, 2010; Matějka et al., 2021] 。脱予算経営の提唱

者たちは，予算管理には本質的な問題点が存在するため，予算を廃止して権限をフロント

ラインに委譲し，組織構成員の健全な思考様式を醸成することによって変化適応型の組織

を作り上げ，予算管理が有する問題点を克服するべきであると主張する。しかし理想的な

脱予算経営には，予算廃止を含めた組織および管理ツールのドラスティックな変革が伴う

[Hope and Fraser, 2005; Bogsnes, 2009] 。そのため，一部の事例が報告されているもの

の，必ずしも幅広く利用されている手法とはいえない [Nguyen et al., 2018] 。 

また，国内外の調査結果 [Libby and Lindsay, 2010; 清水, 2016] は，脱予算経営の主張

が予算管理に対する過度に一般化された批判である可能性を示唆している [妹尾, 2021] 。

多くの企業は，改善を行いながら予算管理の使用を継続していると考えられる。すなわち，

企業は予算を完全に廃止することによってではなく，予算管理の改善プロセスおよび思考

様式の変革によって「脱予算経営的」に予算管理の問題点を克服している可能性がある [清

水, 2013; Nguyen et al., 2018] 。 

ここで，「脱予算経営的」な予算管理とはどのような特徴を有しているのか，という疑問

が生じる。脱予算経営では，相対的目標やローリング予測と言ったツールあるいはプロセ

スを導入するだけでは予算の問題点を解決できず，思考様式の変換を求めている[Bogsnes, 

2016] 。すなわち，前者（マネジメント・プロセス）および後者（リーダーシップの原則）

が両輪となって実行されるべきであるとしている。 

脱予算経営に関する研究には概念的研究または事例研究が多く，質問票などによるクロ

スセクション研究は少ない [Nguyen et al., 2018] 。企業が実践している予算管理の類型

を明らかにした先行研究として Sponem and Lambert [2016] や妹尾 [2017] などが挙げ

られるものの，脱予算経営の提唱者たちが主張する思考様式とマネジメント・プロセスと

の関連は検討されていない。 

このような背景から，本章は予算管理を実施している日本企業のうち，「脱予算経営的な
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思考様式」を有する予算管理の特徴を明らかにすることを研究目的とする。具体的には，

東証一部上場企業を対象とした質問票調査のデータから，脱予算経営的な思考様式を持つ

企業におけるマネジメント・プロセス（予算管理）のコンフィギュレーションを検証した。 

本章の構成は以下の通りである。第 2 節では，関連する先行研究をレビューし，リサー

チ・クエスチョンを設定する。第 3 節で研究方法，第 4 節で分析結果を示す。第 5 節では

結論を述べる。 

 

第 2 節 先行研究およびリサーチ・クエスチョンの設定 
 

第 1 項 先行研究 
脱予算経営の有効性については，近年でも盛んに議論がなされている。2016年までに公

刊された脱予算経営に関する研究のシステマティック・レビューを行なっている Nguyen 

et al. [2018] の結果によれば，9つの概念的研究で伝統的な予算管理の問題を解決するた

めに脱予算経営の導入が不可欠であると結論づけられている [De Waal, 2005; Neely et al., 

2003など] 。また，脱予算経営の実施とマネジメント・コントロールの要素との関連を調

査した直近の研究であるMatějka et al. [2021] では，徹底的な分権化，ダイナミックな資

源配分，相対的目標の設定が脱予算経営の実行に正の影響を及ぼすことが明らかにされた。 

他方，脱予算経営は予算管理の問題点を克服するための包括的な取り組みであり，予算

管理の廃止を必ずしも必要としないとも考えられている [清水, 2013; 清水ほか, 2019; 妹

尾, 2021]。実際，脱予算経営に関連した多くの実態調査は，企業が予算を完全に廃止する

ことなく，予算管理のプロセスおよび思考様式の変革によって予算管理の問題点を克服し

ている可能性を示している。例えば，米国およびカナダの IMA 会員を対象とした Libby 

and Lindsay [2010] の調査では，予算管理の廃止を検討している企業が極めて少ないこ

と，予算管理には利点があり，価値をもたらすものであると評価している企業が大半を占

めていることが報告されている。加えて，厳密な固定業績契約として予算を用いている企

業がごく一部であることも明らかにされている。予算管理の問題点とその改善方法の実態

についても，予算編成期間の短縮化や予算の修正，戦略とのリンクが強化されていること

が報告されている。ヨーロッパを始めとした世界各国だけでなく，日本にもおいても同様

の結果が報告されている  [清水 , 2016; Abogun and Fagbemi, 2011; Lidia, 2014; 

Sandalgaard, 2012] 。 
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脱予算経営に関する研究には概念的研究や事例研究が多く，質問票などによるクロスセ

クション研究は少ない [Nguyen et al., 2018] 。企業が実践している予算管理の類型を明

らかにした先行研究として Sponem and Lambert [2016] や妹尾 [2017] が挙げられるも

のの，脱予算経営の提唱者たちが主張する思考様式とマネジメント・プロセスとの関連は

検討されていない。 

これまでの脱予算経営の研究では，実施しているかいないかで明示的に確認できるマネ

ジメント・プロセスと異なり，思考様式に相当するリーダーシップの原則には焦点が当て

られてこなかった。脱予算経営が求める思考様式とはどのようなものか。改めて 12 の原

則を確認しておく [Bogsnes, 2009, p.28]。 

 

1. 目標：固定業績契約を交渉によって取り決めるのではなく，継続的な改善のた

めの相対的目標を設定する。 

2. 報酬：固定目標値の達成ではなく，相対的業績に基づいた共同的な成功に対し

て報酬を与える。 

3. 計画策定：トップダウンの年中行事ではなく，計画策定は継続的かつ包括的な

プロセスとする。 

4. 調整：年次計画のサイクルを通して行うのではなく，ダイナミックに相互作用

を調整する。 

5. 資源：資源は年次予算によって配分するのではなく，必要に応じて利用可能と

なるようにする。 

6. コントロール：計画に対する差異ではなく，相対的な指標と傾向に基づいてコ

ントロールする。 

7. 価値観：詳細なルールや予算ではなく，少数の明確な価値観，目標および境界

線によって統治する。 

8. 責任：すべての従業員が単に計画に従うのではなく，1 人のリーダーだと思っ

て行動できるようになる。 

9. 透明性：組織階層によって情報を制限するのではなく，自己管理のためにオー

プンな情報を促す。 

10. 組織：中央集権化した機能としてではなく，リーンなネットワークそして責任

あるチームとして組織化する。 
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11. 自律性：微細にわたり管理して部下に裁量権を与えないのではなく，チームに

行動の自由と可能性を与える。 

12. 顧客：従業員を組織の階層的な関係ではなく，顧客の成果を改善させることに

集中させる。 

 

12の原則のうち，1から 6の記述は「利用されるツールにかかわるもの」であり，7か

ら 12の記述は「人々のマインドにかかわるもの」である[清水, 2013, p.129]。本論文では，

後者を脱予算経営で求められている思考様式と定義する。その概要は次のようなものであ

る[清水, 2013, pp.126-128] 。 

第 1原則である「顧客」は，社内で設定された目標などではなく，顧客に常に焦点を当

てることを求めている。第 2原則である「組織」は分権化，第 3原則である「責任」は分

権化に伴う個々の従業員の戦略や利益に対する意識を求めている。第 4原則である「自律

性」は，従業員の責任にともなう権限の委譲の必要性に言及している。第 5原則であるバ

リューは，第 3・第 4原則で与えられた自由をコントロールするための規律を組織で有す

ること，ただし，それは詳細なルールではなく，明確なバリューやゴールの共有によって

行なうべきであることを強調している。第 6原則は，顧客に対応して即座に行動できるよ

う，情報を常に利用できるようにしておくことを求めている。 

 脱予算経営の規範的議論においてはマネジメント・プロセスとリーダーシップの原則が

両輪であることが主張されてきた[Bogsnes, 2009; 清水, 2013]。この主張が正しいとする

ならば，脱予算経営が主張する健全な思考様式を有する企業における実行するツールやプ

ロセスの組み合わせが一つ，または複数存在することを示すことで，その全体像を示すこ

とにつながると考えられる。 

 

第 2 項 リサーチ・クエスチョンの設定 
上述の通り，脱予算経営に関する研究は概念的研究を中心にその有効性が検討されてき

たものの，質問票などによるクロスセクション研究は多くない [Nguyen et al., 2018] 。

また，日本企業において予算を完全に廃止している企業はごく僅かである [清水, 2016; 横

田ほか, 2012など] ことからも，予算を廃止せずに「脱予算経営的」な思考様式を持つ予

算管理を行なっている企業の特徴を明らかにすることには，一定の意義があると考えられ

る。 
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BBRT の活動に参加または興味を持った企業を対象とした Matějka et al. [2021] の調

査では，「脱予算経営という取り組みを知っていますか」という質問項目に対する回答によ

って脱予算経営の実行を直接測定している。すなわち，脱予算経営を知らない，または知

っているが活用していないと回答した企業を「実行なし」，原則を部分的に実行していると

回答した企業を「部分的に実行」，脱予算経営の原則をほとんどまたは全て実行している企

業を「完全に実行」している企業に分類しており，この測定に基づいた結果，サンプル企

業の約 40％の企業が部分的または完全に脱予算経営を実施していることが明らかにされ

ている。 

日本企業において予算を完全に廃止している企業はごく僅かである。加えて，脱予算経

営という取り組みが日本においてどの程度認知されているかに関する実証的な証拠はない。

そこで本章では，予算管理を実施しつつも「脱予算経営的思考様式」に基づいた予算管理

を実施している企業の特徴を探究することを目的としていることから，Matějka et al. 

[2021] のように脱予算経営に対する認知度を測定するのではなく，BBRT が示している

脱予算経営の 12の原則 [Bogsnes, 2009] のうちリーダーシップの原則の実施の程度が高

い企業を，「脱予算経営的思考」に基づく予算管理を実施している企業とみなす。なぜなら，

前述のようにマネジメント・プロセスのリーダーシップの原則は脱予算経営における車の

両輪であるとともに，単に新たなプロセスを導入すればよいということではなく，その基

礎として思考方法の変革がなければならないからである。 

本章では，BBRTが示している脱予算経営の 12の原則 [Bogsnes, 2009] の実施の程度

を分析の視点とし，「脱予算経営的」予算管理の特徴を探索的に明らかにすることを試みる。

具体的には，次の 2つのリサーチ・クエスチョンに取り組む。 

 

RQ1：脱予算経営的な予算管理を実施している企業が持つ予算管理プロセスの組み合わせ

はどのようなものか？ 

RQ2：RQ１で示された脱予算経営的な予算管理を実施している企業が持つ予算管理プロ

セスの組み合わせは何を示唆するか？ 

 

本章では，これら 2つのRQに答えることを目的として，日本の脱予算経営的な予算管

理に関する探索的な分析および考察を行う。 
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第 3 節 研究方法 
第 1 項 調査対象とデータの収集方法 
本章の分析に用いるデータは，郵送質問票によって取得した。質問項目は質問票の発送

前に研究者および実務家計 6 名のフィードバックを受け，文言や表現を修正している。 

質問票の送付対象は，東京証券取引所第一部（東証一部）上場企業のうち，銀行業，証

券・商品先物取引業，保険業，その他金融業を除く 1,999社（2019年 6月 13日時点）で

ある。27 

質問票は，2019年 7月 4日に各社経理部長宛で発送した。日経Who’s Who人事データ

ベースによって特定できた場合には，経理部長個人名宛で送付した。2019年 11月までに，

179社（回答率 9.0％）の回答を得た。図表 6.1は，業種の回答が得られなかった１社を除

いた 178社（うち製造業 84社，建設業を含む非製造業 94社）の概要，業種分布について

の適合度検定（カイ二乗検定）の結果を示している。また，図表 6.2には回答企業および

東証一部該当業種の規模に関連する財務数値の平均値との差の検定（t 検定）の結果を示

している。業種分布については，化学メーカーや建設業などに若干の偏りがみられるもの

の，送付企業と回答企業の企業規模に統計的に有意な差はみられないため，サンプルは送

付企業をある程度代表しており，かつ重大な非回答バイアスはないといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
27 金融関連業は，各種規制の影響から，その他の産業における予算管理と性質が異なる予算

管理が実施されているため，送付対象から除外した。 
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図表 6.1 業種分布の比較 

業種 回答企業 送付企業 
企業数 構成比 企業数 構成比 

水産・農林 2 1.1% 7 0.4% 
鉱 0 0.0% 6 0.3% 
建設業 17 9.6% 101 5.0% 
食料品 4 2.2% 81 4.1% 
繊維製品 7 3.9% 41 2.1% 
パルプ・紙 0 0.0% 12 0.6% 
化学 15 8.4% 147 7.3% 
医薬品 2 1.1% 39 2.0% 
石油・石炭製品 0 0.0% 9 0.5% 
ゴム製品 3 1.7% 11 0.6% 
ガラス・土石製

品 

3 1.7% 33 1.7% 
鉄鋼 2 1.1% 31 1.6% 
非鉄金属 4 2.2% 24 1.2% 
金属製品 2 1.1% 42 2.1% 
機械 9 5.1% 141 7.1% 
電気機器 14 7.9% 159 7.9% 
輸送用機器 12 6.7% 62 3.1% 
精密機器 5 2.8% 33 1.7% 
その他製品 2 1.1% 53 2.6% 
電気・ガス 2 1.1% 22 1.1% 
陸運 1 0.6% 43 2.2% 
海運 0 0.0% 8 0.4% 
空運 1 0.6% 3 0.2% 
倉庫・運輸関連 2 1.1% 24 1.2% 
情報・通信 16 9.0% 212 10.6% 
卸売 15 8.4% 175 8.8% 
小売 13 7.3% 199 10.0% 
不動産 6 3.4% 70 3.5% 
サービス 19 10.7% 211 10.5% 
計 178   1,999   

適合度の検定：χ2 = 42.995，自由度＝28，p = 0.0349 
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図表 6.2 規模の比較 

  回答企業平均 送付企業平均 p 値 

総資産（百万円） 576,273 613,253 0.944 

売上高（百万円） 473,266 331,230 0.128 

 

図表 6.3 は，予算管理システムの実施に関して，3 つの質問項目のうちいずれにあては

まるかの回答結果を示している。日本の先行研究 [清水, 2016; 横田ほか, 2012など] の結

果と整合して，ほぼ 95％の企業が「1. 予算管理を実施している。」と回答しており，予算

管理が実施されている。そこで本章では，BBRTが示している脱予算経営のリーダーシッ

プの原則 [Bogsnes, 2009] の実行の程度を従属変数として，「脱予算経営的」予算管理の

特徴を探索的に明らかにする。 

 

図表 6.3 予算管理システムの実施状況 

質問項目 
製造業 非製造業  合計  
企業数 ％ 企業数 ％ 企業数 ％ 

1. 予算管理を実施している。 81 96.4

% 

87 92.6

% 

168 94.4

% 

2. 予算管理という名称は使用していな

いが，財務的な計画  (財務目標の設定／

資源配分)・調整・統制(財務目標と実績の

比較／評価)システムを有している。 

3 3.6% 6 6.4% 9 5.1% 

3. 予算管理システムは有していない。代

替する財務的な計画(財務目標の設定／

資源配分)・調整・統制(財務目標と実績の

比較／評価)システムも有していない。 

0 0.0% 1 1.1% 1 0.6% 

総計 84   94   178   

 
第 2 項 変数の測定 
本章では，脱予算経営的な予算管理とその特徴を探索的に明らかにするために変数を作
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成・測定した28。具体的には，次の４つの変数を測定した。すなわち，リーダーシップの原

則，予算管理の 3つのプロセス（目標設定，業績評価，プロフィット・センター長の報酬）

である。 

リーダーシップの原則（目的・バリュー・透明性・組織・自律性・顧客）は，Bogsnes 

[2009] の記述に基づいて質問項目を作成した。なお，各原則を 2つまたは 3つの質問項目

に分け，７件法（1：まったくそうではない，7：大変よく当てはまる）で測定した。そし

て，各原則の質問項目の平均値を各原則の実施の程度とした。 

予算管理プロセスは次のように測定した。まず，目標設定は清水 [2016] で作成された

5つの質問項目について，７件法（１：まったくそうではない，７：大変よく当てはまる）

で測定した。これらの項目について探索的因子分析（最尤法，オブリミン回転）を行った

結果，２つの因子が抽出された。いずれの因子にも負荷しなかった１項目（目標とする業

界順位の達成のため，当初の売上高予算・費用予算を変更することがある。）を削除し再度

分析を行い，第一因子を「相対的な目標設定」，第二因子を「トップ主導の目標設定」と名

づけた。業績評価は清水 [2016] で作成された５つの質問項目について，7件法（１：まっ

たくそうではない，７：大変よく当てはまる）で測定した。これらの項目について探索的

因子分析（最尤法，オブリミン回転）を行った結果，2 つの因子が抽出された。いずれの

因子にも負荷しなかった１項目（事業部・部門長の業績は，財務尺度を活用して評価され

る。）を削除し再度分析を行い，第一因子を「固定予算による業績評価」，第二因子を「多

面的な業績評価」と名づけた。プロフィット・センター長の報酬は清水 [2016] で作成さ

れた 4 項目について，７件法（1：まったく影響しない，７：強く影響する）で測定した。 

 

第 3 項 分析方法の意義 
本章では，脱予算経営が有する予算管理のコンフィギュレーションを質的比較分析

（Qualitative Comparative Analysis: QCA）によって明らかにすることを試みる。 

コンフィギュレーショナル・アプローチに基づく研究では，MCSや管理会計とそれらに

関連する複数の要素の組み合わせを明らかにすることに主眼が置かれる。たとえば，Moors 

and Yuen [2001] は，戦略，組織構造などの要素により組織ライフサイクルを分類し，管

理会計システムの公式度との結びつきを明らかにしている。また，Bedford and Malmi 

 
28 具体的な質問項目は，付録１に示している。 
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[2015] はMalmi and Brown [2008] が示唆したパッケージに含まれる戦略的計画，業績

測定，報酬などの 6つの要素を取り上げ，5つのコンフィギュレーションを示している。 

これらの先行研究では，コンフィギュレーションを示すためにクラスター分析が用いら

れている。クラスター分析は，サンプル全体を複数の要素によって分類できる点で有効で

ある。しかし，クラスター分析では，被説明変数に対するコンフィギュレーション内の各

要素の効果を明らかにすることができない [Bedford and Sandelin, 2015, p.7; Frösén et 

al., 2016, p.69] 。加えて，導き出されたクラスターが統計的に有意であるかを検定できな

いといった課題もある [Bedford and Sandelin, 2015, p.7] 。 

他にも，交互作用項を含む重回帰分析が要素の結びつきとその効果を示す分析方法とし

て用いられる。しかし，重回帰分析については，3 つ以上の要素の結びつきを明らかにす

ることが困難である点 [Bedford and Sandelin, 2015, p.8] や，多重共線性の問題などが指

摘されている [Frösén et al., 2016, p.69] 。 

これらの分析方法が抱える問題点を踏まえ，Bedford らはコンフィギュレーショナル・

アプローチにおいて 3つ以上の要素の組み合わせとその効果を明らかにする上で QCAが

有用であることを示している。Bedford et al. [2016] は，防衛型と探索型の戦略類型ごと

に，マネジメント・コントロールの有効性を高めるパッケージを明らかにしている。彼ら

の一連の研究において示されているように，QCAはコンフィギュレーション内の変数を，

コア条件，周辺条件，不存在条件と呼ばれる 3つのパターンで表現することによって，個々

の要素の組み合わせが結果に与える影響を示すことができる [Bedford et al., 2016, p.17] 。

さらに，QCAは回帰分析における p値に近い指標である整合度（consistency）と決定係

数に近い指標である被覆度（coverage）と呼ばれる値によって，得られたコンフィギュレ

ーションを評価することができる [Bedford and Sandelin, 2015] 。 

QCA は，近年の MCS 研究においてしばしば利用されるようになった [Bedford and 

Sandelin, 2015; Wolf and Floyd, 2017; 河合・梶原, 2016; 町田ほか, 2020] 。戦略的計画

の先行研究を詳細にレビューしたWolf and Floyd [2017] でも，今後の研究の方向性とし

て，戦略的計画の多様な実務とアウトカムとの関係を明らかにするためのコンフィギュレ

ーショナル・アプローチの重要性が指摘されている。とりわけ分析方法としての QCA の

有用性に言及している。MCS のパッケージの１つとしてとらえられる脱予算経営につい

ても，組み合わせを明らかにすることに意義があると考えられる。 

以上，QCA は予算管理の特徴について 3 つ以上の要素の組み合わせを明らかにできる
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点，またその効果（脱予算経営の実施の程度）を明らかにすることができる点で有用な分

析方法である。そこで本章では，QCAによって，脱予算経営におけるリーダーシップの原

則を遵守している程度が高い日本企業がどのような予算管理の要素の組み合わせを有して

いるのかということを探索的に解明する。脱予算経営におけるリーダーシップの原則を遵

守している程度に影響する要素は，目標設定，業績評価，プロフィット・センター長の報

酬（全社予算の達成度，事業部予算の達成度，非財務指標の達成度，アクション・プラン

の達成度）を対象とする。 

 

第 4 節 分析結果 
 

第 1 項 分析手続き29 
本節では，QCAの結果を記述する。なお，本章の分析にはR（ver. 4.1.0）のQCA パッ

ケージ，Lavaan パッケージなどを使用している。本章における QCA は以下の 3 つの手

順で分析を行なっている。第 1に，キャリブレーションと呼ばれる手続きを実施した。キ

ャリブレーションとは，分析で用いる変数がすべて連続変数（7 点尺度）によって測定を

しているため，集合に属しているかどうかの基準を決める手続きである [Ragin, 2009]。

具体的には，変数を「除外」（集合に属さない），「境界」（中間点），「所属」（完全に集合に

属する）の係留点（anchors）を設定し，ファジィ集合に置き換える。図表 6.4は分析に用

いた変数の記述統計およびキャリブレーションの係留点の一覧である。以下，各変数の係

留点の設定について述べる30。 

 

 
29 本章に分析手続きおよび本項の記述は，中期経営計画の要素の組み合わせと業績との

関係をQCAによって明らかにした町田ほか [2020] にならっている 。 
30 本章におけるキャリブレーションにおける係留点の設定方法は，Bedford et al. [2016] 
および町田ほか [2020] を参考にしている。 
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相対的目標の設定については，平均値が比較的低く（3.18），標準偏差が高い（1.68）。

このことは分析対象企業において，相対的な目標を設定している企業とそうでない企業と

が広く分布していることを意味する。そのため，係留点を設定する際，相対的目標の設定

をかなりの程度重視しているか，さほど重視してはいないかの違いが重要になる。以上の

ことから，7点尺度の中で 4点（どちらともいえない）未満を除外，5点を境界値，6点

を所属とした。 

トップダウンでの目標設定は，平均値が比較的高く（5.25），標準偏差が 1に近い。すな

わち，トップダウンでの目標設定をやや重視している企業が最も多い分布であることを意

味する。そのため，本章では，トップダウンの目標設定の重視度合いではなく，トップダ

ウンでの目標設定が重視されていないかどうかを基準とした係留点を決定した。よって，

3.5 未満を除外，4を境界値，5を所属とした。 

固定予算による業績評価は，平均値が比較的高く（5.33），標準偏差はやや高い（1.27）。

すなわち，分析対象企業において，固定予算による業績評価をやや重視している企業が最

も多いながらも，極めて重視している企業もそうでない企業も広く分布していることを意

味する。そのため，本章では，固定予算による業績評価が重視されていないかどうかを基

準とした係留点を決定した。よって，5 未満を除外，5.5を境界値，6を所属とした。 

非財務指標を含む多面的な業績評価は，平均値が比較的低く（3.46），標準偏差は 1に近

い。すなわち，非財務指標を含む多面的な業績評価をさほどしていない企業が最も多い分

布であることを意味する。そのため，本章では，非財務指標を含む多面的な業績評価が重

視されているかどうかを基準とした係留点を決定した。よって，4 未満を除外，5 を境界

値，6を所属とした。 

変数 平均値 標準偏差

相対的目標の設定 3.18 1.68 4 5 6
トップダウンによる目標設定 5.25 1.01 3.5 4.5 5
財務指標による業績評価 5.33 1.27 5 5.5 6

非財務指標を含む多面的な業績評価 3.46 1.05 4 5 6
全社予算の達成度 5.23 1.44 4 5 6
事業部予算の達成度 5.55 1.35 4 5 6
非財務指標の達成度 3.55 1.52 4 5 6

アクション・プランの達成度 4.55 1.44 4 5 6
リーダーシップの原則の実行 4.17 0.62 3.5 4 5

係留点
除外　境界　所属

図表6.4　キャリブレーションの係留点
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全社予算の達成度による報酬は，平均値が比較的高く（5.23），標準偏差は比較的高い

（1.44）。すなわち，非財務指標を含む多面的な業績評価を比較的実施していない企業が最

も多い分布であることを意味する。そのため，本章では，非財務指標を含む多面的な業績

評価が重視されているかどうかを基準とした係留点を決定した。よって，4 未満を除外，5

を境界値，6を所属とした。比較を可能にするため，その他の報酬（事業部予算の達成度，

非財務指標の達成度，アクション・プランの達成度）についても同じ係留点とした。 

従属変数であるリーダーシップの原則の実行は，平均値は 4点に近いものの，標準偏差

が低い（0.62）。本章では，リーダーシップの原則をほとんど実行していないか，実行して

いるかどうかを判断するための係留点を設定した。そのため，7 点尺度の中で 3.5 点未満

を除外，4点を境界値，5点を所属とした。 

第 2の手順として，キャリブレーションした値を用いてリーダーシップの原則を実行し

ている程度が高い事例を特定するための真理表の作成を行った。本章の分析では，リーダ

ーシップの原則の実行に結びつく予算管理の要素の組み合わせを探索する萌芽的研究であ

ることから，「確度の高い」コンフィギュレーションを導出するべく閾値の設定を行った 

[河合・梶原, 2016, p.50]。当該コンフィギュレーションが，リーダーシップの原則の実行

を促進している確度を表す，整合度の閾値（consistency cutoff）を 0.8に設定し，真理表

を作成した [Bedford et al., 2016; Fiss, 2011; Ragin, 2009] 。 

第 3の手順として，作成された真理表に基づいてブール最小化と呼ばれる演算を行なっ

た。この演算によって，最簡解が求められる。最簡解は，複雑解と呼ばれる経験データの

みに基づく解を文字通り最も単純化した解であり [田村, 2015]，この演算によって求めら

れた要素をコア条件と称する。続いて，最簡解の部分集合である中間解を求める。中間解

は，理論的な原因条件を設定した上でブール最小化演算を行うことによって求める。この

演算によって求められた要素を周辺条件と称する。 

中間解の導出にあたり，理論的予測に基づいた方向づけを行なった。脱予算経営の規範

的研究 [Bogsnes, 2009] では，脱予算経営に必要なマネジメント・プロセスとして，相対

的目標値の設定，バランスト・スコアカードのような非固定予算による多面的な業績評価，

全社業績に基づく報酬が推奨されている。これら変数がリーダーシップの原則が実行に影

響を与えるという方向づけを行う一方で，トップダウンの目標設定や固定予算による業績

評価については推奨されていないため，従属変数に対して影響がないという方向づけを行

なっている。図表 6.5は，最終的に得られた高業績を生み出す中期経営計画の要素の組み
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合わせ（コンフィギュレーション）である。●は存在条件（採用されている，程度が高い）

を示し，⊗は不存在条件（採用されていない，程度が低い）を意味している。いずれの表

示もない変数は，高業績が変数の存在・不存在と関係がないことを示している。大きな表

示はコア条件を示し，小さな表示は周辺条件であることを示している。図表 6.5下段の整

合度（consistency）は，コンフィギュレーションが脱予算経営におけるリーダーシップの

原則の実施と結びつく程度を表している。被覆度（coverage）は，全体の事例を説明する

程度を表している。すべてのコンフィギュレーションの整合度が 0.8を超えており，最大

値の 1に近い。すなわち，すべてのコンフィギュレーションがリーダーシップの原則の実

施という結果に対して重要な組み合わせであることを示している [田村, 2015, p.212] 。 
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第 2 項 脱予算経営のコンフィギュレーション 
１ 分析結果 

図表 6.5の通り，本章の分析によって得られた脱予算経営のコンフィギュレーションは

合計 8つであった。そのうち，最簡解で示されたコンフィギュレーションは 3つであった。

以下，コア条件およびコンフィギュレーションごとに詳述する。 

コンフィギュレーション 1，3，4はプロフィット・センター長の報酬の決定方法に特徴

を有する。いずれも非財務指標の達成度の重視がコア条件であり，全社予算の達成度およ

びアクション・プランの達成度による報酬を重視している。これら 3つのコンフィギュレ

ーションは，相対的目標の設定の重視（コンフィギュレーション 1），固定予算による業績

評価を重視しない（コンフィギュレーション 3），非財務指標を含む多面的な業績評価の重

視（コンフィギュレーション 4）の周辺条件により分岐している。 

コア条件を有さないコンフィギュレーション 2には，トップダウンによる目標設定およ

び非財務指標の達成度による報酬を重視しないという特徴がある。また，コンフィギュレ

ーション 1，3，4と同様に，全社予算の達成度による報酬を重視する。 

コンフィギュレーション 5は，全社予算の達成度を重視せず，事業部予算の達成度によ

る報酬を重視するというコア条件を有する。そして，非財務指標およびアクション・プラ

ンの達成度を重視しない。コア条件を有さないコンフィギュレーション 6は，相対的目標

の設定を重視し，トップダウンによる目標設定および固定予算による業績評価を重視しな

いという特徴がある。また，コンフィギュレーション 5 同様，事業部予算の達成度による

報酬を重視する。 

コンフィギュレーション 7は，固定予算による業績評価を重視し，事業部予算の達成度

を重視しないというコア条件を有する。また，トップダウンによる目標設定を重視せず，

全社予算の達成度を重視し，事業部予算の達成度および非固定予算による報酬を重視しな

い。コア条件を有さないコンフィギュレーション 8は，相対的目標の設定を重視せず，ト

ップダウンによる目標設定および固定予算による業績評価を重視し，全社予算による報酬

を重視しないという特徴を有している。 

 

２ 議論 

本章で得られた 8つのコンフィギュレーションにおける発見事項を，目標設定，業績評

価およびプロフィット・センター長の報酬の順に整理する。その上で脱予算経営のコンフ
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ィギュレーション全体の特徴を検討する。 

目標設定については，コア条件ではないものの，相対的目標の設定を重視するコンフィ

ギュレーションが 2つ見出された（コンフィギュレーション 1，6）。これは，脱予算経営

の規範的研究および事例 [Bogsnes, 2009; Frow et al., 2005] で報告されてきた管理可能

性原則の逸脱が，脱予算経営的予算管理を実施している日本企業においても見られること

を示唆している。 

これらのコンフィギュレーションは，全社予算の達成度，非財務指標の達成度およびア

クション・プランの達成度による報酬を重視しているか（コンフィギュレーション 1），固

定予算による業績評価を重視せず，事業部予算の達成度による報酬を重視している（コン

フィギュレーション 6）点で異なっている。この結果は，相対的目標の設定を重視する際

にホリスティック・アプローチによる報酬制度 [Bogsnes, 2009] と呼ばれる，脱予算経営

の規範通りの実務だけでなく，固定予算による業績評価を重視せずとも，事業部予算の達

成を動機づけるような予算管理が実施されている可能性を示唆している。 

さらに，トップダウンによる目標設定を重視しないというコンフィギュレーションも 3

つ発見された（コンフィギュレーション 2，6，7）。これらのコンフィギュレーションは，

全社予算の達成度による報酬を重視するか（コンフィギュレーション 2，7），事業部予算

による報酬を重視するか（コンフィギュレーション 6）という点で異なっている。この結

果は，トップダウンによる押しつけではない目標が設定された場合に，全社予算の達成度

による報酬と事業部予算の達成度による報酬とが代替関係にあることを示唆している。 

業績評価については，固定予算による業績評価の重視がコア条件となっているコンフィ

ギュレーションが 1つ（コンフィギュレーション 7）が得られた。コンフィギュレーショ

ン 7については，固有の特徴が見られるため，別個に検討する。また，コア条件ではない

ものの非財務指標を含む多面的な業績評価を重視するコンフィギュレーションが 1つ（コ

ンフィギュレーション 4）見出された。脱予算経営の先行事例である Statoil社（現Equinol

社）では，Ambition to Actionと呼ばれるBSCによる業績評価が推進されており，コンフ

ィギュレーション 4はその議論と整合する結果である。 

プロフィット・センター長の報酬については，コア条件ではないものの，全社予算の達

成度を重視しているコンフィギュレーションが 5つ（コンフィギュレーション 1，2，3，

4，7）発見された。これらのうち，4つのコンフィギュレーションではアクション・プラ

ンの達成度が周辺条件（コンフィギュレーション 1，2，3，4）となっており，うち 3つの
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コンフィギュレーションにおいて非財務指標の達成度による報酬の重視がコア条件である

（コンフィギュレーション 1，3，4）。また，事業部予算の達成度の重視がコア条件である

コンフィギュレーションが 1つ（コンフィギュレーション 5）も見出された。この結果は，

ホリスティック・アプローチによる全社予算の達成度を重視する報酬制度が，非財務指標

やアクション・プランといった，BSCで強調されているプロセス指標の達成度による報酬

制度によって補完されていることを示唆している。 

コンフィギュレーション 1，2，3，4，6，7は，脱予算経営の規範的研究で主張されて

きた要素の組み合わせを有している。すなわち，予算を廃止せずに脱予算経営的な予算管

理を実行している企業群であると言えるだろう。特に 1，2，3，4 のコンフィギュレーシ

ョンにおいては全社予算の達成度をはじめとするホリスティック・アプローチによる報酬

制度が重視されている。1 では相対的目標の設定の重視，2 ではトップダウンによる目標

設定，3 では固定予算による業績評価を重視しない，4 では非財務指標による多面的な業

績評価の重視というように，他のツールによる代替関係が見られる。 

一方で，コンフィギュレーション 5，8 は脱予算経営の規範的研究での主張にそぐわな

い要素を有するコンフィギュレーションである。コンフィギュレーション 5，8いずれも，

全社予算，非財務指標およびアクション・プランの達成度による報酬が重視されない。加

えて，コンフィギュレーション 5では，事業部予算の達成度による報酬が重視される。つ

まり，これらのコンフィギュレーションに所属する企業では，ホリスティック・アプロー

チによる報酬制度が実施されていない。さらに，コンフィギュレーション 8では，相対的

目標の設定は重視されず，トップダウンによる目標設定が重視され，固定予算による業績

評価が重視され，非財務指標を含む多面的な業績評価が重視されていない。換言すれば，

伝統的な予算管理のうち問題点として指摘されてきた実務を全て実行しているとも言える。

本章の分析は，リーダーシップの原則を実行している程度を従属変数としているため，こ

れらのコンフィギュレーションにおいてもリーダーシップの原則を実行している程度は高

い。つまり，これら 2つのコンフィギュレーションに所属している企業では，今回の分析

に含めている変数以外の要素が脱予算経営的な予算管理の実行に影響を及ぼしている可能

性が示唆される。 

 

第 5 節 日本企業における脱予算経営のコンフィギュレーション 
本章では，「脱予算経営的な思考様式」を有する企業で実施されている予算管理プロセス
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のコンフィギュレーションをQCAによって明らかにした。 

本章での発見事項は，次の 3点である。第１に，リーダーシップの原則を実行している

程度が高い企業において，脱予算経営において規範的研究および事例において主張されて

きた要素が実行される組み合わせを明らかにした点である。具体的には，相対的目標の設

定，非財務指標を含む多面的な業績評価，全社予算の達成度による報酬といった要素と他

の要素との補完・代替関係を明らかにした。 

第 2に，脱予算経営の規範的研究で推奨される要素を持たないコンフィギュレーション

の存在が確認された点である。先述のように，今回の分析に含めている変数以外の要素が

脱予算経営的な予算管理の実行に影響を及ぼしている可能性が示唆される。 

第 3に，本論文第 5 章で検討した管理可能性原則の逸脱（相対的目標の重視）という要

素を有するコンフィギュレーションが確認された点である。Frow et al. [2005] で報告さ

れた一事例が，日本企業における横断的データによって確認されたことは，日本企業にお

いて脱予算経営的な予算管理が行われているという主張を一般化することへの重要な証拠

となりうる。 

本章は，次の点で脱予算経営の研究に貢献している。脱予算経営の先行研究は，脱予算

経営で主張されている多くの概念の一つまたは複数を部分的に捉えてきた [Matějka et 

al., 2021] 。そして，脱予算経営の規範的議論においてはマネジメント・プロセスとリー

ダーシップの原則が両輪であることが主張されてきた。しかしながら，実施しているかい

ないかで明示的に確認できるマネジメント・プロセスと異なり，思考様式に相当するリー

ダーシップの原則には焦点が当てられてこなかった。本章の結果は，脱予算経営が主張す

る健全な思考様式を有する企業が実行するツールやプロセスの組み合わせが複数存在しう

ることを示すことによって，脱予算経営が必ずしも予算を廃止することだけではなく，予

算管理の改善や適切な運用を指し示している証拠を提示した。 

一方で，本章には限界も存在する。まず，サンプリングおよび変数の測定に起因するも

のである。Matějka et al. [2021] では，脱予算経営を実行しているかどうかを測定するに

あたり，BBRTのイベントに興味を抱いた組織を対象に，脱予算経営の実行の有無を直接

尋ねている。この点，本章では予算管理を完全に廃止している日本企業がほとんど存在し

ない，そして脱予算経営の概念がほとんど認知されていないという 2点の理由から，リー

ダーシップの原則の実行の程度が高い企業が「脱予算経営的」な予算管理を実施している

という仮定の下でコンフィギュレーションを導出している点に留意が必要である。 
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次に，分析方法に起因するものである。本章では，MCSのパッケージの１つとしてとら

えられる脱予算経営における予算管理プロセスの組み合わせを明らかにするために QCA

を用いている。この分析方法は予算管理の問題点を克服するための包括的な取り組みであ

る脱予算経営の全体像を掴む上で有効であった[清水, 2013; 清水ほか, 2019; 妹尾, 2021] 。

ただし，本章の結果は，全体としてどのような業績管理の組み合わせが有効であるかを示

しているものの，具体的なメカニズムを説明するものではない。脱予算経営が有するメカ

ニズムの一部については，第 7 章で検討する。 

これらの限界はあるものの，本章の結果は，定量的データを用いて日本の脱予算経営に

関する経験的証拠を提示した日本における初期の研究と言えるだろう。 
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第 7 章 予算管理の利用に対する管理可能性原則の認知の影響とその

帰結 
 

第 1 節 本章の問題意識 
第 5 章で論じたように，わが国の個人および組織においては，権限と責任の関係が非常

に曖昧であると一般に言われている。この主張は，職務記述書などで明文化された契約に

基づいて個人および職務が明確に規定される欧米諸国との比較の文脈でしばしば見られる

[田中, 2012] が，明確な根拠なく主張されている。他方，「権限と責任は一致するべき」と

いう言葉もまた，個人および組織が自身の役割の適切な認識と評価の正当性・公平性の観

点から社会的通念として存在している。 

経験的な管理会計研究においてもこれらの問題については責任会計，とりわけ管理可能

性原則と結びつけて議論されてきた [Burkert et al., 2011; 2017; Dent, 1987; Fremgen 

and Liao, 1981; Frow et al., 2005; Giraud et al., 2008; Merchant, 1989; Vancil, 1979] 。

わが国に限らず，責任会計のあり方と特定の管理会計ツールとの関係については，少数の

先進的な MCS に関する事例や規範的な蓄積はあるものの，それらが機能する具体的なメ

カニズムを経験的に明らかにした研究は少ない [Burkert et al., 2011] 。本章は，日本企

業のマネジャーを対象としたウェブサーベイでデータを収集した定量的分析によって，マ

ネジャーの管理可能性原則の認知が予算管理の利用方法にどのように影響を及ぼすのか，

また，予算管理の利用は利他的な行動および成果にどのように結びつくのかを明らかにす

ることを目的とする。 

本章の構成は以下の通りである。第 2 節では，先に述べた研究目的および問題意識を掘

り下げ，仮説を構築するために先行研究をレビューする。第 3 節で研究方法を述べる。第

4 節で分析，結果およびその解釈を記述する。第 5 節では，本章の貢献，限界および今後

の課題を提示する。 

 

第 2 節 先行研究レビューおよび仮説構築 
 

第 1 項 問題意識と先行研究 
責任会計の規範的理論は，個人および組織にとって管理可能である項目による測定・評

価を前提とした管理可能性原則に基づいている。例えば，直接原価計算方式による事業部
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および事業部長の業績評価は，事業部長や事業部の管理可能な項目のみによる評価が基礎

にある [Solomons, 1965; 鳥居, 2014] 。管理可能性原則の適用が個人や組織の成果に正の

影響を及ぼすとの見解は，この規範的理論を支えている。例えば，Burkert et al. [2011] は，

サーベイによって管理可能性原則の適用とマネジャーの自身の役割に対する知覚および成

果との関係を役割理論に基づいて検証している。彼らは，管理可能性原則の適用が役割葛

藤を減じることによって，間接的に成果に対して正の影響を及ぼすことを明らかにしてい

る。足立 [2008] は，目標管理による会計責任の展開を株式会社セーレンのケースをもと

に明らかにしている。セーレンでは，目標管理を用いて全社目標の展開と目標設定プロセ

スへの参加によって従業員個々人の目標達成への責任感を醸成するとともに，責任会計の

徹底が図られている。 

他方，管理可能性原則の完全な適用が現実的でないことは古くから指摘されている

[Welsch, 1957; Horngren, 1967] 。その上，多くの経験的研究は，管理可能性原則が守ら

れない状態の存在を指摘している [Bushman et al., 1995; Drury et al., 2005; Fremgen 

and Liao, 1981; Merchant, 1989; Moon and Fitzgerald, 1996; Otley, 1990; Rowe et al., 

2008; Vancil, 1979] 。他にも，Giraud et al. [2008] はマネジャーが必ずしも管理可能性

原則の完全な適用することを望んでいるわけではなく，管理不能要因のタイプによって，

主観的な調整（Neutralize）を望む場合があることを混合研究によって明らかにしている。

外部の管理不能要因（外部環境）については，調整（Neutralize）自体が困難であるため，

主観的かつ公平性を欠くために適用を望まない一方，内部の管理不能要因（水平的相互依

存性および垂直的相互依存性）については，積極的に適用を望む傾向にあるとしている。 

加えて，1980年代以降のケースを用いた研究は，個人および組織における管理可能性原

則の意図的な逸脱行動を観察している [Dent, 1987; Frow et al., 2005など] 。アメーバ経

営に代表される日本的管理会計の領域でも，管理可能性原則に基づかない責任会計のあり

方は広く論じられている。例えば，丸田 [2010] は，アメーバ経営が管理可能性原則に基

づく責任会計ではなく，互酬性原則と呼ばれる贈与返礼の交換関係の不等価性によって集

団主義的な文化を形成・維持していることを計算構造の検討から明らかにした。さらに，

日本的管理会計では現場へのエンパワメントおよびインタラクションが強調されている。 

管理可能性原則に基づかない責任会計が，MCS として効果的に機能することを説明す

る概念としてMCSにおける心理的契約と共有責任を取り上げる。横田 [1998] は，MCS

が提供する情報の意味合いは，システムが取り巻く文脈情報（心理的契約）によって理解
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され，文脈情報が個々人の態度を決定する，という命題を提示している。この命題に沿っ

て管理可能性原則に基づかない責任会計の作用を説明すれば，「共有責任 [Simons, 2005]

が文脈情報となり，管理会計情報の意味合いや利用方法が規定され，組織全体に資する行

動が促される」ということである。 

ここで，共有責任とは「共有目的に向かって仕事をしている他者を助けるのは当然と思

う責務」 [Simons, 2005, p.185] である。Simonsは共有責任の要件として，目的の共有，

集団帰属意識，信頼，公平性を挙げている。共有責任が機能するメカニズムは以下のよう

に説明されている。組織の目的とミッションが強く意識され，共有されると，「組織全体の

人々がお互いを助けることにコミットし」，ミッションの達成への責任が共有される。組織

に対する帰属意識が高まった従業員は，グループのメンバーを助けるようになる。従業員

間の信頼が，他のグループメンバーを積極的に支援した時に，それが自身に返ってくると

いう確信をもたらし，評価や報酬の公平性によって「共有目的を他者が達成するのを自ら

進んで助ける」行動が促進される [Simons, 2005, pp.169-175] 。この説明中で，望ましい

従業員の行動として注目すべきは他者への援助行動であろう。 

Simons が共有責任の要件として示した信頼は，一般他者への信頼というよりも，山岸

[1998, p.41] が「情報依存的信頼」と呼ぶ，特定の個人すなわち上司を含めた職場の構成

員に対する信頼であろう。それは「能力に対する期待と意図に対する期待」と定義されお

り，組織内における他者の業務に対する能力や自身に接する意図に関して攻撃をしないと

いう意味での信頼であると理解することができる [山岸, 1998, p.46] 。この点，Burkert 

et al.  [2011] は，信頼が管理可能性の低い認知による役割葛藤や役割曖昧性を減じるこ

とを明らかにしている。 

共有責任が醸成された帰結，すなわち他者への援助行動を表す概念として，組織市民行

動が挙げられる。組織市民行動は「自由裁量的で，公式的な報酬体系では直接的ないし明

示的には認識されないものであるが，それが集積することで組織の効率的および有効的機

能を促進する個人的行動」と定義されている [Organ et al., 2006, p.3] 。管理可能性の認

知が低い，あるいは管理可能性原則が意図的に逸脱されている状況では，直接的明示的に

認識するわけではない自発的な行動によって組織の効率性および有効性が維持される。

Burkert et al. [2017] は，管理可能性の欠如（lack of controllability）が組織市民行動の

近似概念である柔軟な役割適応（flexible role orientation）を高めることを実証している。 

 以上，問題意識と関連する先行研究を概観した。本章では，管理可能性原則に依らない
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日本的な責任会計の作用を明らかにするために，予算管理の利用方法，信頼および組織市

民行動と成果との関係を検証する。予算管理の利用方法の研究も，共有責任と同様に

Simons(1995)の議論を端緒として，イノベーションやインタラクティブ・コントロールの

効果の実証に主眼が置かれてきた [Abernathy and Brownell, 1999; Bisbe and Otley, 

2004; Henri, 2006など] 。予算管理の利用方法を取り上げる理由は，予算管理が広く一般

に用いられている管理会計ツールであることに加えて，管理可能性原則に関する多くの先

行研究が，予算管理を念頭に置いた検討を行っているためである [Burkert et al., 2011; 

Frow et al., 2005] 。 

 

第 2 項 仮説構築 
先行研究に基づき，検証すべき仮説の構築を行う。本章で扱う仮説の全体像は図表 7.1

の通りである。なお，仮説番号下の符号は，変数間の影響の正負を示している。 

 

図表 7.1 分析のフレームワーク

 
 

１ マネジャーの管理可能性の認知と予算管理の利用方法との関係 

Burkert et al. [2011, 2017] では，管理可能性原則の適用の下位尺度として，業績尺度

の感度および精度の２つが設定されている。これらの尺度は多くの先行研究 [例えば，

Banker and Datar, 1989; Demski, 1994; Feltham and Xie, 1994; Moers, 2006] で管理可

能性原則の規定要因とされてきた。しかし，これらによって規定されるマネジャーの管理

可能性の認知が高くなれば，自身の業績尺度にのみ関心を払う傾向が強まり，利他的な行

動が阻害されることが推測される。  

CP
管理可能性
原則の適用

MP
管理業績
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組織市民行動
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インタラクティブ
な予算の利用
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の利用
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（ー）

H3b
（＋）

H3a
（ー）
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（＋）
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H2a
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H1.  マネジャーの管理可能性の認知と組織市民行動には，負の関係がある。 

 

MCSの概念である診断的コントロール・システムとインタラクティブ・コントロール・

システムを予算管理の利用に援用している研究が多く見られる。しかしながら，予算管理

の利用を促進する要因については，明らかになっていない。予算の診断的利用について，

脱予算経営の規範的な研究では，予測に基づいて素早いフィードバックを行う必要を説く

と同時に，管理可能性原則に意図的逸脱した組織づくりが推奨されている [Bogsnes, 

2009; 清水, 2013] 。すなわち，エンパワーされたマネジャーが，管理可能性が低いと認知

するとき，予算管理を診断的に用いることによって自身が何を行うべきかを特定すること

ができるようになると予測される。 

 

H2a. マネジャーの管理可能性の認知と予算の診断的利用の程度には，正の関係がある。 

 

管理可能性原則の意図的逸脱を描写した先行研究は，マネジャーの管理可能性の認知が

低い状態がチームワーク，壁を超えた活動，相互依存性を促進することを強調している

[Dent, 1987; Frow et al., 2005] 。これらの研究結果は，管理可能性原則の意図的な逸脱

が，事前の議論や探索などに特徴付けられるインタラクティブな予算の利用を促進する可

能性を示している。すなわち，管理可能性が低いとマネジャーが認知するとき，予算管理

がインタラクティブに利用され，周囲との議論やアクション・プランの探索が促進される

ことが予測される。 

 

H2b. マネジャーの管理可能性の認知と予算のインタラクティブな利用の程度には，負の

関係がある。 

 

多くの先行研究は，MCS の診断的な利用が組織能力および成果に負の影響を及ぼすと

結論づけている [Henri, 2006; Malina and Selto, 2001など] 。これは診断的な利用が，

既存戦略の遂行に焦点を当てているため，イノベーションや協働などの組織内外の機会の

探索のための行動を阻害する可能性に言及しているためである。他方，Chong and 

Mahama [2014] では，予算管理の診断的な利用が集合的効力感に正の影響を及ぼしてい
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る。彼らはこの結果について，診断的利用によって望ましい成果が共有され成員が協力す

べき領域が特定された，と解釈している。しかしながら，予算管理の業績の監視やフィー

ドバックの側面が強調されれば，自身の行動を管理可能な範囲にとどめ，機会主義的な行

動が促進されると予測される。 

 

H3a. 予算の診断的利用と組織市民行動には，負の関係がある。 

  

インタラクティブな PMS の利用は，起業家精神や集合的効力感に正の影響を及ぼすこ

とが報告されている [Henri, 2006; Chong and Mahama, 2014] 。また，Cheng and Coyte 

[2014] は，戦略マップによるインタラクションが，役割外行動を促すことを実験によって

検証している。特定の役割にとらわれず，組織全体のための議論や探索を行うために予算

管理が利用されれば，他者に対する援助行動が促進される可能性が高い。したがって，以

下の仮説を設定する。 

 

H3b. 予算のインタラクティブな利用と，組織市民行動には正の関係がある。 

 

２ 信頼による予算管理のインタラクティブな利用と組織市民行動との間接効果および組

織市民行動とマネジャーのパフォーマンスとの関係 

 信頼には関係を強化する側面と，関係を拡張する側面とがある [山岸, 1998]。大浦 

[2006] は，信頼が機会主義的な行動を抑制し，サプライヤー間の情報共有や協働を促すこ

とを明らかにしている。Burkert et al. [2011] も，信頼が役割曖昧性と役割葛藤が成果に

及ぼす影響を調整していることを明らかにしている。同様に，予算管理のインタラクティ

ブな利用が上司に対する信頼を高め，組織内の議論や探索行動の効果を強めることによっ

て，拡張された関係に対する組織市民行動がより促される可能性が高い。 

 

H4. 予算のインタラクティブな利用の程度と組織市民行動の正の関係は，上司の信頼によ

って媒介される。 

 

組織市民行動研究のメタ分析によれば，組織市民行動があらゆる業績に対して正の影響

があることを示されている [Eatough et al., 2011] 。 また，組織市民行動は，量的および
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質的な生産性や業務効率を高めるとされている [Organ et al., 2006; Podsakoff et al., 

2009] 。 

 

H5. 組織市民行動は，マネジャーのパフォーマンスと正の関係にある。 

 

第 3 節 研究方法 
 

第 1 項 データの収集 
本章の分析では，地域や職域の偏りを避けつつ，回答者をマネジャーに限定し効果的な

サンプルを得るために，ウェブサーベイによってデータを収集した。ウェブサーベイの実

施・データの収集は調査会社クロス・マーケティング株式会社に委託し，2018年 6月に実

施した。対象となった回答者は，クロス・マーケティング社が保有する法人パネルデータ

のうち，マネジャー（事業本部長，部長（代理含む），課長（補佐含む），係長，主任・リ

ーダー，支店長・工場長の全 6区分）に限定してサンプリングを依頼した。クロス・マー

ケティング社がパネル登録者に回答を依頼した結果，1,086 名の回答を得た。画面遷移時

間や回答傾向などによるスクリーニングの結果，分析に有効なサンプルサイズは 1,000 名

となった。図表 7.2はその概要である。 

 

図表 7.2 サンプルの記述統計 

 
 

第 2 項 変数の測定 
本節では，質問票の作成手続きと，変数の測定に用いた質問項目および先行研究につい

度数 構成比

男性 933 93.3%
女性 67 6.7%
合計 1,000 100.0%

年齢 29歳以下 2 0.2%
最小値: 27歳 30歳-35歳 20 2.0%
最大値: 69歳 36歳-40歳 60 6.0%
平均: 51.12歳 41歳-45歳 142 14.2%

46歳-50歳 196 19.6%
46歳-50歳 296 29.6%
55歳以上 284 28.4%

合計 1,000 100.0%

性別
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て述べる。サーベイの内容的妥当性を高めるために，質問票は以下の手続きに基づいて作

成した。まず，質問のニュアンスを反映させつつ回答者にとって理解しやすい文言にする

ため，各先行研究で作成された質問項目をバックトランスレーションの手続きによって日

本語に翻訳した。バックトランスレーションは，長期の英語圏在住経験があり，海外大学

の修士学位を有する日本人翻訳家に依頼した。 

次に，翻訳した質問項目について，管理会計研究者 3 名，実務家 2 名から質問の明瞭さ

や焦点についてフィードバックを受け，文言や表現を修正した。なお，質問項目と構成概

念との対応を確認するため，全ての構成概念について確証的因子分析を実施している（図

表 7.3）。ほぼ全ての構成概念でクロンバックの αが 0.8を大きく超えており，信頼性が高

いと判断することができる。なお，本章の分析はR（ver. 4.1.0）の SEM パッケージおよ

び Lavaan パッケージを使用して行なった。 
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１ 管理可能性原則とその認知 

マネジャーの管理可能性の認知の測定には，Burkert et al. [2011] で開発された多重指

標多重原因モデル（MIMIC）を使用した。Burkertらは，管理可能性原則の適用の下位尺

度として，多くの先行研究で管理可能性原則の規定要因とされてきた，業績尺度の感度お

よび精度の 2 つを設定している [例えば，Banker and Datar, 1989; Demski , 1994; 

Feltham and Xie, 1994; Moers, 2006] 。本章においても，予算管理の利用に影響を及ぼす

マネジャーの管理可能性の認知は，業績尺度の精度(設定された KPI に存在する誤差やノ

イズの程度) および感度 (自身の行動が KPIに影響を及ぼす程度) によって規定されると

推測し，彼らの質問項目を使用した。 

 

２ 予算管理の利用 

診断的およびインタラクティブな予算管理の利用については，Chong and Mahama 

[2014] の項目を利用した。彼らは，Henri [2006] の PMSの利用方法（体言で列挙されて

いる）の先頭に，予算管理が以下の目的で用いられる程度を問う文言を追加している。診

断的な予算管理の利用は，業績の測定，監視およびフィードバックに関連する 4 項目で測

定され，インタラクティブな予算管理の利用は，対話や議論，注意集中および組織の整合

性に関連する 7 項目で測定された。Henriの尺度はWidener [2007] をはじめとして多く

の管理会計研究で利用されており，マネジャー自身が予算管理をどのように利用している

かを問う本章の目的とも合致する項目であると判断した。 

 

３ 組織市民行動 

組織市民行動については，Williams and Anderson [1991] で開発された３次元 21 項目

を測定した。 

彼らは，役割内行動（In role behavior），個人に対する組織市民行動（OCB-I）および

組織に対する組織市民行動（OCB-O）の３次元で組織市民行動を捉えている。これらの次

元のうち，役割内行動は組織市民行動の構成概念に含まれない [Podsakoff et al., 1993] と

の議論もあるが，管理会計研究でも用いられている尺度である点 [Cheng and Coyte, 

2014]，自身の役割として定められた部分も含めた行動に対して，予算管理の利用がどのよ

うな影響を及ぼすかを検討するという目的に鑑みて，彼らの質問項目を使用した。 
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４ 信頼 

信頼は，Read [1962] の 4 項目で測定した。この尺度は，本章の論点および分析方法が

最も近いBurkert et al. [2011] で用いられているほか，ジョブテンションとの関係を検証

した，Lau and Tan [2012] など，管理会計研究において使用されている項目である。「意

思決定や行動に利害関係が存在する場合，上司は私のためを思って行動してくれる。」など，

本章での信頼を測定する趣旨とも整合すると判断したため，本項目を使用した。 

 

５ マネジャーのパフォーマンス 

マネジャーのパフォーマンス（Managerial Performance）は，計画・情報収集と精査・

監督などマネジャーとしての業務の評価をMahoney et al. [1963, 1965] に基づいた 9 項

目で測定している。管理会計研究 [Burkert et al., 2011; Chong and Chong, 2002; Otley 

and Pollanen, 2000; Parker and Kyj, 2006] でも用いられており，本章の目的とも整合す

ると判断した。 

 

第 4 節 分析結果および考察 
 

第 1 項 構成概念の検討 
１ 収束的妥当性 

前節で述べたとおり，確証的因子分析によって測定尺度の一次元性を確認している31。

本章で用いた質問項目は全て先行研究で開発，検証されてきたものであることからも収束

的妥当性は充分と判断した。 

 

２ 弁別的妥当性 

弁別的妥当性については，相関係数の信頼区間の値および AVE の平方根と相関係数の

絶対値との関係によって検討した [Bedford and Speklé, 2018] 。 

 95%信頼区間を算出したところ，全ての項目の信頼区間に完全な相関である±1 は含ま

れていなかった。次に，AVEの平方根が 2つの潜在変数間の相関係数の絶対値より大きい

かどうかを調べ，全ての相関係数を上回っていることを確認した。 

 
31 Grimm and Yarnold [1995] は，確証的因子分析は，全ての尺度に収束性があるという仮

説を検定するという意味で相関を判断するよりも優れていると主張している。 
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以上から，構成概念の妥当性は十分であると判断した。 

 

第 2 項 仮説の検証結果 
１ マネジャーの管理可能性の認知，予算管理の利用および組織市民行動 

仮説の検証は構造方程式モデリング（最尤法）によって行った。なお，仮説検定の有意

水準は 5％とした。モデルの適合度指標を図表 7.4に示している。 

モデルの適合度指標のうち，カイ二乗検定は有意であり，GFIおよびAGFIは多くの研

究で推奨される基準（≧0.9, 例えば Hair et al. [2010]など）を下回っている。しかし，

RMSEAは 0.1を十分に下回っており[Browne and Cudeck, 1993; Henri, 2007]，CFIお

よび TLI もいくつかの研究で示された基準 （いずれも＞0.8，例えば Bentler [1990]，

Bentler and Bunett [1980]，Sharma et al. [2005]など）を満たしていることから，受容可

能な適合度であると判断した32。なお，管理者の階層による結果の違いを検証するため，モ

デルの推定にあたり，マネジャーの管理可能性の認知および予算管理の利用の独立変数と

してマネジャーの階層（class）を追加している [Burkert et al., 2011]。 

 

図表 7.4 構造方程式モデルの適合度指標 

 

 

 
32 重要な仮説に影響がない範囲で適合度を向上させるためにモデルの修正を行った。し

かし，適合度の改善がみられなかったため，当初モデルを採用した。 

乖離度 3.816
χ2乘 7632.927
p値 0
df 1622
CFI 0.881
TLI 0.875

RMSEA 0.061
RMSEA信頼区間 0.06 0.062
RMSEAのp値 0

RMR 0.185
SRMR 0.195
cn_051 225.921
cn_011 231.244
GFI 0.778
AGFI 0.758

1
ホルターの臨界標本指数
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推定結果は図表 7.5のとおりである。まず，H1は支持された。マネジャーの管理可能性

は，組織市民行動の全ての因子に対して負の影響を及ぼしている（役割内行動（-0.128，

p<0.001），OCB-I（-0.118，p<0.001），OCB-O（-0.237，p<0.001））。すなわち，マネジ

ャーの管理可能性が高まると組織市民行動が阻害されるとの結果が得られた。 

マネジャーの管理可能性は，予算管理の診断的な利用に負の影響を及ぼしている（-0.484，

p<0.001）。すなわちマネジャーの管理可能性が低くなると，予算管理の診断的利用が促進

される。よって，H2aも支持された。さらに，予算管理のインタラクティブな利用につい

ても，マネジャーの管理可能性が負の影響を及ぼしている（-0.408，p<0.001）。したがっ

て，H2bも同様に支持された。 

H3a は支持されなかった。統計的に有意な値を得たのは役割内行動（0.035，p<0.1），

OCB-O（0.055，p<0.01）であった。また，推定値が小さい正の値を示しており，弱くも

仮説とは逆の結果が得られた。すなわち，予算管理が診断的に利用されるようになると，

組織に対する組織市民行動はやや促進される。 

H3bは部分的に支持された。統計的に有意な値を得たのはOCB-I（0.095，p<0.001）の

みであった。インタラクティブな予算管理の利用は，個人に対する組織市民行動に正の影

響を及ぼしている。 

なお，MIMIC モデルとして測定したマネジャーの管理可能性の認知については，業績

尺度の感度が有意でなく（0.065），精度が負の影響（-0.374，p<0.001）を及ぼしていた。 

 

２ 信頼による予算管理の利用および組織市民行動の媒介 

 予算管理のインタラクティブな利用と組織市民行動に対する，信頼の間接効果（デルタ

法）を検証した結果，図表 7.6の結果が得られた。信頼による間接効果が認められたのは，

役割内行動（0.107，p<0.001）およびOCB-I（-0.191，p<0.001）であった。H3bで検討

したと間接効果との和で示される総合効果は，間接効果が有意であったものについてそれ

ぞれ正の値（役割内行動（0.096，p<0.001），OCB-I（0.286，p<0.001））を示した。役割

内行動は，インタラクティブな予算管理との直接効果では有意でなかったが，間接効果で

は有意な値を得ており，信頼による間接効果があることが認められる。結果として，H4は

部分的に支持された。 

H5は部分的に支持された。統計的に有意な値を得たのは役割内行動（0.325，p<0.001）

およびOCB-I（0.265，p<0.001）であった。この結果から，役割内行動および個人に対す
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る組織市民行動がマネジャーのパフォーマンスに対して正の影響を及ぼしていることが明

らかにされた。図表 7.7は本章の結果について，統計的に有意なもののみを図示したもの

である。図表 7.6および 7.7の結果について，以下で考察する。 

 

図表 7.5 構造方程式モデリングの推定結果 

 

 

図表 7.6 インタラクティブな予算の利用，信頼および組織市民行動の間接効果 

 

従属変数 独立変数 非標準化推定値 標準化推定値 p値 R2 有意水準

CP SEN 0.065 0.064 0.122 0.126

PRE -0.374 -0.386 0.000 ***

class -0.040 -0.03 0.342

DIAG CP -0.484 -0.317 0.000 0.167 ***

class -0.554 -0.268 0.000 ***

INTR CP -0.408 -0.318 0.000 0.168 ***

class -0.462 -0.267 0.000 ***

TRUST DIAG -0.028 -0.045 0.186 0.128

INTR 0.274 0.365 0.000 ***

CP 0.011 0.011 0.756

IRB TRUST 0.430 0.422 0.000 0.207 ***

DIAG 0.035 0.054 0.093 *

INTR -0.011 -0.014 0.687

CP -0.128 -0.131 0.000 ***

OCB-I TRUST 0.350 0.419 0.000 0.290 ***

DIAG 0.002 0.004 0.899

INTR 0.095 0.152 0.000 ***

CP -0.118 -0.147 0.000 ***

OCB-O TRUST 0.374 0.382 0.000 0.224 ***

DIAG 0.055 0.089 0.007 **

INTR -0.046 -0.062 0.077

CP -0.237 -0.252 0.000 ***

MP IRB 0.325 0.437 0.000 0.350 ***

OCB-I 0.265 0.293 0.000 ***

OCB-O 0.027 0.035 0.247

***p<0.001, **p<0.01, *p<0.05

CP：管理可能性の認知，SEN：業績尺度の感度，PRE：業績尺度の精度，class：階層，DIAG：予算の診断的利用

INTR：予算のインタラクティブな利用，IRB：役割内行動，OCB-I：個人に対する組織市民行動

OCB-O：組織に対する組織市民行動，TRU：信頼，MP：マネジャーのパフォーマンス

間接効果 標準化推定値 標準誤差 p値
TRU>>IRB 0.107 0.027 0.000
TRU>>OCB-I 0.191 0.022 0.000
TRU>>OCB-O 0.057 0.026 0.027
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図表 7.7 本章の結果（有意なもののみ図示） 
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３ 考察 

わが国においては，権限と責任が一致していない，すなわち管理不能性な状態が常態化

している。MCSの設計者は，起業家ギャップを生み出すことなどを目的として，あるいは

上司が部下に期待する行動に応じてマネジャーの管理可能性原則の適用の程度を決定する

ことができる [Burkert et al., 2011; Simons, 2005] 。やや変則的な解釈になるが，このよ

うな前提に立ち，本章の問題意識に沿った形で結果の解釈を試みる。 

MIMIC モデルで測定した業績尺度の精度および感度とマネジャーの管理可能性の認知

との関係は，先行研究と異なり精度が管理可能性の認知に負の影響を及ぼすという結果が

示された。業績尺度の感度とマネジャーの管理可能性の関係については，有意な結果が得

られなかった。加えて，業績尺度の精度はマネジャーの管理可能性をむしろ低くするとい

う結果が示された。これらの結果のインプリケーションについては，後述する。  

マネジャーの管理可能性と組織市民行動との関係（H1）は仮説の通り，負の関係であっ

た。単にマネジャーの管理可能性の認知が高い状態では，自身の管理可能な部分に注意を

向けやすくなるため，組織市民行動は起こりにくい。H2a，H2bは，マネジャーの管理可

能性が低くなると，予算管理が診断的にもインタラクティブにも積極的に利用されるとい

う結果を示した。この結果は，マネジャーの管理可能性が低いからこそ，マネジャーは予

算管理を積極的に利用する傾向にあると解釈できる。単にマネジャーの管理可能性が低い

状態は，マネジャーの役割葛藤を引き起こす [Burkert et al., 2011] 。役割葛藤によって，

「従業員が『何の仕事をどこまでやればよいか分からない，自分の職務は一体何なのか分

からない』といった状態」になり，「彼らの大きなストレスの原因となり，結果として組織

市民行動が生じにくくなる」[田中，2012, p.19] 。すなわち，わが国のマネジャーは，管

理可能性が低いと認知するほど，診断的な予算管理の利用，すなわち予算管理を自身が責

任を負っている業績尺度の動向を注視するための利用を積極的に行い，他方で自身のみで

は管理不能な部分について予算管理をインタラクティブに利用することによって自身の取

るべき行動を特定している可能性がある。関係は弱いものの，H3a，H3bの結果は予算管

理の利用そのものが組織市民行動を促進していることを示している。H2a, H2b の結果と

統合すると，予算管理がマネジャーの管理可能性の低さによる役割葛藤を減じ，組織市民

行動を特定し行動するために補完的に利用されているという解釈が成り立つであろう。  

H4 の結果は，マネジャーの管理可能性の低さが予算管理のインタラクティブな利用を

促進するだけでなく，信頼を介して共有責任が醸成されることで，他者を積極的に支援す
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る行動がより促進され，成果に結びつくまでの関係を明らかにした。 

組織全体に対する組織市民行動については有意な結果を得ることができなかったが，予

算管理のインタラクティブな利用を通じて，上司との信頼が形成され，自身の役割内行動

が特定されて実際の行動に結びつくとともに，個人間の支援行動も促進される。また，役

割内行動や個人間の支援行動が，マネジャーのパフォーマンスを高めるという結果が示さ

れた。 

 

第 5 節 予算管理の利用に対する管理可能性原則の認知の影響とその帰結 
本章では，わが国におけるマネジャーの管理可能性の認知，予算管理の利用および行動

との関係を明らかにすべく，構造方程式モデルによる定量的分析を行った。分析および考

察から得られた貢献を整理した上で研究の限界および今後の課題を提示する。 

第 1の貢献は，わが国におけるマネジャーの管理可能性原則の逸脱が，予算管理の活用

を促すという関係の経験的証拠を提示した点である。内外のリスクに対処することを求め

られたマネジャーは，権限と責任が曖昧な状態で予算管理を積極的に活用し，自己および

組織の目標達成に向けて先取的に行動する。脱予算経営の領域では，規範的 [Bogsnes, 

2009] にも，ケースによる経験的な証拠 [Frow et al., 2005] によっても，管理可能性原則

の意図的な逸脱が推奨されている。この点，清水[2013] は，脱予算経営の本質は予算を廃

止することではなく，環境変化に柔軟に適応するために，予測を用いるなど予算管理の適

切な利用と健全な思考様式の醸成とを同時並行的に実現させることであると指摘している。

本章の結果は，脱予算経営の論者が主張する「ツール」と「プロセス」の健全なリンクが

経営管理を支援するという証拠となっている。 

第 2 の貢献は，マネジャーの管理可能性の欠如が促すインタラクティブな予算管理が，

信頼を経由して利他的な行動を促すという関係を明らかにした点である。予算管理を単に

インタラクティブに利用することが組織市民行動を生み出すだけではなく，上司との信頼

関係の中で管理不能な状態でのコミュニケーションが，自身の役割内の行動や他者を支援

したりする行動へと結びついている。この結果は，マネジャーの管理可能性の欠如が役割

葛藤を通じて間接的に柔軟な役割志向（Flexible role orientation）を生み出し，先取的行

動を促すことを実証した [Burkert et al., 2017] の結果とも整合している。 

以上 2点の各領域に対する貢献に加えて，方法論的にも一定程度の貢献があると思われ

る。日本的管理会計の特徴である責任の共有や組織内の水平的・垂直的インタラクション
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は，主にケースによってそのメカニズムが解明されてきた。本章は，日本的管理会計の特

徴を定量的分析によって明らかにした点で，理論的トライアンギュレーション [Modell, 

2005] の一助となったといえよう。また，日本においてサーベイ研究における個人レベル

を対象とした研究が相対的に不足している [加登ほか，2008] 中で，マネジャーを対象と

したウェブサーベイを利用して行われた本章は，その一石となりうるという意味で一定の

貢献があると思われる。 

最後に，限界と残された課題を以下に述べる。 

第 1の限界は，測定尺度およびその質問項目の内容的妥当性の点である。例えば，マネ

ジャーの管理可能性の認知を問うために選択したBurkert et al. [2011] のMIMICモデル

では，わが国におけるマネジャーの管理可能性の認知を規定する要因を特定できなかった。

すなわち，管理可能性原則の逸脱が MCS として意図して設計された現象であるか，ある

いは，制度的・文化的要因によって意図することなくマネジャーの管理可能性の認知が低

い状態が作り出されているのかを本章では明らかにできていない。アメーバ経営や村田製

作所の事例では，成員に責任を共有させるシステムが MCS に意図的に組み込まれている 

[丸田，2008] 。 

他方で，業績尺度の感度および精度が，先行研究で支持されてきた結果と整合しないと

いう事実は，マネジャーの管理可能性の認知を低下させる別の要因が存在する可能性を示

唆している [Burkert et al., 2011, 2017] 。例えば，先行研究で指摘されている他のマネジ

ャーの行動，上司の意思決定，外部環境といった管理可能性を規定する要因が管理可能性

の認知に影響を及ぼしている可能性が高い [Merchant, 1989; Giraud et al., 2008] 。さら

に，業績尺度の精度が高くなるとマネジャーにとって管理不能な要因が増えるという解釈

が正しければ，回答者は管理可能性と影響可能性を混同して回答を行った可能性がある 

[Dearden, 1987; Merchant, 1989] 。これらの点については今後の課題としたい。 

第 2の限界は，ウェブ調査の設計に関するものである。本調査に際して，回答者が従事

する業種について詳細をたずねていない。加えて，回答者のサンプリングおよびスクリー

ニング方法が明らかではない。これらの限界点によって，本章の分析結果が不確実なもの

である可能性があることを付言せざるを得ない。一方で，本章は個人レベルを対象とした

管理会計研究にウェブ調査を用いる一定の有用性を提示するものと考えている。調査会社

を利用した適切な調査設計については今後の課題としたい。 

第 3の限界は，分析結果の妥当性である。まず，係数の低いパス（管理可能性–組織市民
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行動，および診断的な利用–組織市民行動）が散見され，仮説の説明力が弱い。次に，構造

方程式モデルの適合度について，RMSEA，ホルターの臨界標本指数の値は適合的な値を

示しているものの，GFI，AGFI などの一部指標が基準とされる値を満たしておらず，本

章で採用したモデルが完全に適合的であるとは言えない。 

最後に，残された課題として発展的な分析に向けた論点を提示したい。本章では，診断

的な利用とインタラクティブな利用が生み出すダイナミック・テンション [Henri, 2006] 

について分析を行っていない。Simons [2005] も，起業家ギャップを生み出すために診断

型コントロールとインタラクティブ・ネットワークのレバーを調整する必要があることを

論じている。この点を明らかにする分析を今後の課題としたい。33 

  

 
33 本章の内容は，Machida and Oshika [2021] を加筆・修正したものである。 
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第 8 章 結論 
第 1 節 各章の概要と本研究の発見事項の整理 
各章の概要は以下の通りである。第 2 章では，Otley [1980]を起点としてコントロール・

パッケージの概念が生起されるに至った，コンティンジェンシー理論に基づく MCS 理論

の展開をレビューし，てきた。第 3 章では，MCS 研究において，業績管理の利用者（個

人）に焦点を当てた研究群をレビューし，脱予算経営のメカニズムへのインプリケーショ

ンとして「協働を促すための予算管理の運用」を指摘した。 

第 4 章では，Malmi and Brown[2008]のフレームワークを援用し，脱予算経営がコント

ロール・パッケージとして機能していることを論述し，予算管理自体の問題点をコントロ

ール手段の選択によって解消可能であること，さらに脱予算経営モデルが予算管理を補完

するコントロール・パッケージであることを論じた。第 5 章では，MCS としての管理可

能性概念についてレビューし，管理可能性概念が漸進的概念であることを示した。加えて，

マネジャーの管理可能性の認知を基礎とした管理可能性原則の適用と行動との関係におけ

るわが国特有の様相を明らかにする必要がある可能性を示した。そのために，管理可能性

原則概念に関する研究を整理し，マネジャーの認知と行動との関係を検討する必要性を提

示した。 

第 6 章では，東証一部上場企業を対象とした質問票調査によって取得したデータから，

脱予算経営が有するコンフィギュレーションを明らかにした。結果，リーダーシップの原

則の実行の程度が高い 8つのコンフィギュレーションが見いだされた。第 7 章では，ウェ

ブ調査によって取得したデータから脱予算経営の文脈で推奨される管理可能性原則の逸脱

のメカニズムを明らかにした。 

脱予算経営のコンフィギュレーションおよびメカニズムを探求した本論文全体の発見事

項は，次の 6点に集約される。 

第１に，リーダーシップの原則を実行している程度が高い企業において，脱予算経営に

おいて規範的研究および事例において主張されてきた要素が実行されるコンフィギュレー

ションを明らかにした。具体的には，相対的目標の設定，非財務指標を含む多面的な業績

評価，全社予算の達成度による報酬といった要素と他の要素との補完・代替関係を明らか

にした。 

第 2に，脱予算経営の規範的研究で推奨される要素を持たないコンフィギュレーション

の存在が確認された。先述のように，今回の分析に含めている変数以外の要素が脱予算経
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営的な予算管理の実行に影響を及ぼしている可能性が示唆される。 

第 3に，日本企業において，本論文第 5 章で検討した管理可能性原則の逸脱（相対的目

標の重視）という要素を有するコンフィギュレーションが確認された。Frow et al. [2005] 

で報告された一事例が，日本企業における横断的データによって確認されたことは，日本

企業において脱予算経営的な予算管理が行われているという主張を一般化することへの重

要な証拠となりうる。 

第 4に，脱予算経営の要素の一つである管理可能性原則の逸脱は，マネジャーの予算の

利用を促す。この点，清水 [2013] は脱予算経営の本質が予算を廃止することではなく，

環境変化に柔軟に適応するために，予算管理を適切に利用することであると指摘している。

すなわち，相対的目標の設定によって自身の権限と責任が曖昧になった状態において，マ

ネジャーは環境変化に適応しつつ自己および組織の目標達成に向けて予算管理を診断的ま

たはインタラクティブに用いることによって対処しているというエビデンスを提供した。 

第 5に，予算のインタラクティブな利用は，上司への信頼を媒介して組織市民行動を促

す。管理不能な状態での上司との信頼関係に裏打ちされたコミュニケーションが，自身の

役割内の行動や他者を支援したりする行動を促進することを明らかにした。この結果は，

管理可能性の認知の欠如が先取的行動を促すことを実証したBurkert et al. [2017] の結果

と整合している。 

第 6に，管理可能性原則の逸脱とそれに伴う予算管理の利用がもたらした組織市民行動

は，マネジャーのパフォーマンスを高める。この結果は，管理可能性の認知とパフォーマ

ンスとに正の関係があることを実証したBurkert et al. [2011]の結果とは反対の結果を示

している。 

以上の発見事項を踏まえ，第 1 章で提示した 2つの研究課題への答えは次のようなもの

となる。 

 

① 脱予算経営が有するMCSの組み合わせ（コントロール・パッケージ）はどのようなも

のか。 

日本の上場企業を対象とした QCA を行なった結果，8 つの脱予算経営的な予算管理の

コントロール・パッケージが見出された。そのうち 5つは，脱予算経営の規範的議論と整

合した組み合わせを有していた。すなわち，相対的目標の設定，非財務指標を含む多面的

な業績評価，全社予算の達成度，非財務指標の達成度およびアクション・プランの達成度



130 
 

による報酬である。5 つのパッケージにおいては，これらの要素が補完・代替関係にある

ことも確認された。 

一方，脱予算経営の規範的研究での主張にそぐわない要素を有するコンフィギュレーシ

ョンが 2つ認識された。これらのコントロール・パッケージは，伝統的な予算管理のうち

問題点として指摘されてきた実務を全て実行しているとも言える。本研究の分析は，リー

ダーシップの原則を実行している程度を従属変数としているため，今回の分析に含めてい

る変数以外の要素が脱予算経営的な予算管理の実行に影響を及ぼしている可能性が示唆さ

れる。 

②脱予算経営における管理可能性原則を逸脱したコントロールはどのようなメカニズムで

機能するのか。 

 日本企業のマネジャーに対するウェブ調査の結果，管理可能性原則の逸脱が予算管理の

利用に対して正の影響を与え，組織市民行動を促し，パフォーマンスにも正の影響を及ぼ

す。特に予算のインタラクティブな利用と組織市民行動との関係は，上司との信頼によっ

て強められる。 

 

第 2 節 本研究の貢献，限界と今後の課題 
脱予算経営は，実務家の文献やケース・スタディによる知見が報告されているものの，

その特徴やその帰結を検証した横断的研究はほとんど行われてこなかった [Nguyen et al., 

2018; Matějka et al., 2021]。本論文は，MCSとしての脱予算経営を，理論的研究と横断

的データを用いた実証的研究によって探求した日本における初期の研究である。 

結びとして，本論文の理論的貢献，方法論的貢献および限界と今後の課題を述べる。 

まず，理論的貢献は，次の 4点に集約される。 

第１に，脱予算経営が有するマネジメント・コントロールの要素の組み合わせおよびそ

の一部の要素の帰結を示した点で，脱予算経営の理論に貢献している。脱予算経営の先行

研究は，脱予算経営で主張されている多くの概念の一つまたは複数を部分的に捉えてきた 

[Matějka et al., 2021] 。本論文の実証的分析は，脱予算経営の要素を多面的に検証した。

具体的には，脱予算経営のコンフィギュレーションを明らかにすることによって，「全体と

しての」脱予算経営の様相を明らかするだけでなく，その要素の一つである管理可能性原

則の逸脱が先取的行動およびパフォーマンスに結びつくという帰結を明らかにしている。 

第 2に，本論文における実証的分析の結果は，日本の管理会計に典型的な現象を捉えて
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いるという意味で，日本的管理会計の理論に一部貢献しているといえる。本論文が前提と

しているエンパワメントや権限と責任の不一致については，日本的管理会計固有の特徴と

して主張されてきた [たとえば，伊藤（嘉）, 2001] 。 

第 3に，これまで主に役割理論で説明されてきた管理可能原則の帰結を，予算の利用の

文脈で説明した点で，責任会計の理論に貢献している。Burkert et al. [2011] では管理可

能性原則の適用と特定の管理会計ツールとの関連を検討した研究が不足していることを指

摘している。本論文はそのリサーチ・ギャップを埋めるエビデンスを提供した。 

第 4 に，Simons [2005] が提唱した，「起業家ギャップ」概念の帰結を実証的に検証し

たという点でも，理論的貢献がある。 

方法論的貢献としては，次の 2点が挙げられる。 

第 1に，コンフィギュレーショナル・アプローチに基づいた研究に QCAが有用である

ことを示した点で方法論的貢献がある。QCAは，近年のMCS研究においてしばしば利用

されるようになった [Bedford and Sandelin, 2015; Wolf and Floyd, 2017; 河合・梶原, 

2016; 町田ほか, 2020] 。本論文は，脱予算経営の先行研究で示されている要素の組み合わ

せを説明する上でQCAが有用であることを示している。 

第 2に，マネジャー個人を対象としたウェブサーベイを用いた経験的証拠を提示した点

で管理会計研究に貢献している。日本では，個人レベルを対象とした研究が相対的に不足

している[加登ほか 2008] 中で，マネジャー個人に焦点を当てた本研究には，一定の方法

論的貢献があると思われる。 

本研究の限界には，次の 2点が挙げられる。 

限界の 1点目は，本研究で発見された脱予算経営のパッケージが日本固有のものかどう

か，という点である。Matějka et al. [2021] の研究では，BBRTのイベントに興味を持っ

た組織を対象としているが，データ取得の制約上，本論文の結果を脱予算経営全般に一般

化することには慎重になるべきである。 

2 点目の限界として，本論文で脱予算経営の一要素として捉えている権限と責任の不一

致が，MCS の設計者が意図しえない要因によって形成されている可能性が否定できない

ことが挙げられる。特に，終身雇用制度や教育システムなどは，集団主義秩序を形作る要

素として管理可能性に影響を及ぼす。日本特有の管理可能性の認知と MCS について深い

理解を得るためには，これらを含めた追加的な検証が必要となるだろう。 

今後の課題として，次の 2点が挙げられるだろう。 
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第 1に，日本企業における脱予算経営的予算管理への理解を深める研究を行う必要があ

る。具体的には，Matějka et al. [2021] のように広範囲なMCSの変数を取得する研究を

行う必要がある。日本企業においても当てはまるのか，そしてどのようなコンフィギュレ

ーションおよびメカニズムが存在するのかを探求していくことによって，本論文で得られ

た知見を拡張することができる。脱予算経営的予算管理のコンフィギュレーションおよび

メカニズムが日本固有のものであるかどうか（または普遍的な現象であるか），他の要因が

予算管理に及ぼす影響といった論点について検討することができる。他にも，マネジャー

のリーダーシップ・スタイルと予算管理の利用との関係の検証や，Simons and Dávila 

[2021]のようなケース・スタディによる脱予算経営的予算管理の分厚い記述も有効である。 

第 2に，本論文で脱予算経営の一要素として検討した，管理可能性原則の逸脱がもたら

す帰結の研究を進展させる方向性がある。本論文では，主に経験的証拠 [Burkert et al., 

2011, 2017; Simons and Dávila, 2021] に基づく仮説検証を試みた。しかしながら本章で

も一部レビューした通り，管理可能性原則の研究は契約理論によって多くの知見が蓄積さ

れている。今後はこうした数理モデルと接合した研究を行うことによって，より多面的な

理解が可能になる。さらに，ワンショットのサーベイでメカニズムなどの因果関係を検証

する方法だけではなく，より厳密な因果推論を目指した実験研究などを採用することによ

って，エビデンス・レベルを高めていく努力も必要と考えられる [新井, 2021]。 
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付録１ 第 6 章の分析に使用した質問項目および各指標等 
リーダーシップの原則  

 下位項目 質問項目 

 目的 単年度の利益目標を重視する。（逆転項目） 

  企業理念のような大胆で高貴な主義・主張に経営トップが従業員を引

き込み、そして鼓舞する。 

 バリュー 詳細なルールや予算を遵守することに気を付けている。（逆転項目） 

  共有された企業内の価値観や社会的に正しい判断を通じて企業統治を

行う。 

 透明性 従業員が自分を律し、革新を導き、学習するためにあらゆる情報を組

織内でオープンにし、活用する。 

  組織階層によって、開示する情報は強く制限されている。（逆転項目） 

 組織 企業への帰属意識が強くなるよう従業員を教育している。 

  企業内に置かれている部・課・さらに小さなチームは、環境変化に柔

軟に対応できるよう組織されている。 

  企業内に置かれている部・課・さらに小さなチームは、利益創出に対

する相当な権限と説明責任を負っている。 

 自律性 利益創出に対する相当な権限を有している従業員の行動を信用する。 

  常に自己および自部門ではなく企業全体の利益を優先する行動をとる

よう教育している。 

  多くの従業員やマネジャーが参加する会議体で計画や業績を報告する

など、相互チェック体制があるため、マネジャーは自らの権限を乱用

しない。 

 顧客 すべての人々の仕事を顧客のニーズと結び付けるような教育をしてい

る。 

  他部門の利益を犠牲にしても自部門の利益を獲得しないような教育を

している。 
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全社利益目標の設定方法     

因子名 質問項目 因子負荷量 指標 

相対的目標の設定 
業界内順位などの相対的なものを重視してい

る。 
0.960 NA 

トップダウンの 

目標設定 

利益目標は前年実績を上回るものとすることを

重視している。 
0.670 α＝0.57 

 中期経営計画の目標を単年度に砕いたものを 

重視している。 
0.410  

  
最終的にはトップ・マネジメントが決定してい

る。 
0.590   

    

業績評価の方法     

因子名 質問項目 因子負荷量 指標 

固定予算による 

業績評価 

事業部・部門長の業績は、当初予算の達成度に

よって評価される。 
0.930 NA 

非財務指標を含む

多面的な業績評価 

事業部・部門長の業績は、当初予算の達成度だ

けではなく，業界内の順位なども勘案される。

たとえば予算は達成したが業界内の順位が落ち

ているような場合の評価は低くなる。 

0.410 α＝0.56 

 
事業部・部門長の業績は，非財務尺度（顧客満

足度，市場シェアなど）を活用して評価され

る。 

0.870  

  
事業部・部門長の業績は，予算達成のための各

部門の施策などを活用して評価される。 
0.470   

        

    

プロフィット・センター長の賞与の構成要素     
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事業部長などプロ

フィット・センタ

ー長の賞与を構成

する要素の有無 

全社的予算の達成度 

  
事業部業績の達成度 

非財務指標（例えば顧客満足度など）の達成度 

行動評価の結果 
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付録２ 第 7 章の分析に使用した質問項目および各指標等 
予算管理の診断的な利用 因子負荷量 指標   

1.      目標に対する進捗を確認する。 0.928 CFI 0.996 

2.      結果を監視、管理する。 0.942 TLI 0.988 

3.      当初目標と成果を比較する。 0.941 α 0.960 

4.      重要な業績指標を評価する。 0.904     

    
    

予算管理のインタラクティブな利用 因子負荷量 指標   

1.      上司やメンバーとのミーティングにおいて議

論を可能にする。 
0.863 CFI 0.970 

2.      潜在的なデータ、仮定、アクション・プランに

ついて継続的な挑戦やディベートをするために用い

る。 

0.847 TLI 0.955 

3.      共通の視点を提供する。 0.904 α 0.970 

4.      組織をまとめる。 0.910   

5.      メンバーを共通の課題に集中させる。 0.946   

6.      メンバーを重要成功要因に集中させる。 0.949   

7.      目標に対する組織内の共通言語を作り上げ

る。 
0.867     
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業績尺度の精度 因子負荷量 指標   

1.      私の業績を測定するにあたり、業績に影響を

与えるような不確実で管理不能なノイズはない。 
0.850 CFI 0.984 

2.      私の業績を測定するにあたり、管理不能な要

因によって結果が歪められることはない。 
0.862 TLI 0.951 

3.      私の業績を評価する尺度は正確である。すな

わち、管理不能な要因の影響は最小限である。 
0.870 α 0.920 

4.      私の業績を評価する尺度は、私が管理するこ

とのできない要因によって結果が不当に変わること

はない。 

0.864     

    
    

業績尺度の感度 因子負荷量 指標   

1.      私は、自身の行動によって私の業績を評価す

る尺度に影響を与えることができる。 
0.848 CFI 0.995 

2.      私の努力は、私の業績を評価する尺度に強い

影響を及ぼす。 
0.901 TLI 0.986 

3.      私の業績を評価する尺度の良し悪しは、私の

行動に左右される。 
0.878 α 0.930 

4.      私は、自身の努力によって評価される結果に

対して、影響を与えることができる。 
0.870     

    
    

管理可能性の認知 因子負荷量 指標   

1.      私が間接的にしか関与できない問題が含まれ

ている。（R） 
0.810 CFI 1.00 

2.      私の影響が及ぶ範囲を超えている要素が含ま

れている。（R） 
0.923 TLI 1.00 

3.      私にとって実質的に管理不能な要素が含まれ

ている。（R） 
0.889 α 0.91 
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組織市民行動  

役割内行動（負荷量が小さい項目削除後） 
因子負荷量 指標   

1.      担当の職務を問題なく全うしている。 0.880 CFI 0.971 

2.      職務内容に記載されている職務を全うしてい

る。 
0.895 TLI 0.943 

3.      期待される内容の仕事を行なっている。 0.853 α 0.920 

4.      正式な業務目標を達成している。 0.784   

5.      業務評価に直接影響のある行動を取ってい

る。 
0.717     

    
    

組織市民行動 OCB–I 因子負荷量 指標   

1.      休んでいた人の手助けをする。 0.750 CFI 0.885 

2.      仕事量が多い人の手助けをする。 0.779 TLI 0.828 

3.      頼まれていなくても、上司の仕事の手助けを

する。 
0.640 α 0.880 

4.      同僚の悩み相談にのる。 0.758   

5.      必要かどうかわからなくても、新入社員を助

ける。 
0.698   

6.      仕事以外の面でも、同僚に関心を持つ。 0.643   

7.      情報を得たら、同僚と共有するようにしてい

る。 
0.736     
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OCB−O （負荷量が小さい項目を削除後） 因子負荷量 指標   

1.      欠勤率が平均以下である。 0.683 CFI 0.917 

2.      仕事に来れない場合は事前に連絡するように

している。 
0.832 TLI 0.833 

3.      精力的に仕事をするには、休暇や休憩が大切

だと思う。 
0.811 α 0.880 

4.      組織の所有物を大切に利用する。 0.742   

5.      秩序を保つための決まりごとに従っている。 0.795     

    
    

信頼 因子負荷量 指標   

1.      意思決定や行動に利害関係が存在する場合、

上司は私のためを思って行動してくれる。 
0.828 CFI 0.998 

2.      業務に関するトラブルや問題について上司に

相談しても、自分の立場が危なくなったり、そのこ

とについて根に持たれたりすることはないと思う。 

0.783 TLI 0.994 

3.      自分の業務に関する連絡事項などは包み隠さ

ず上司が教えてくれていると思う。 
0.872 α 0.900 

4.      上司が決めたことによって自分が損をする可

能性がある場合でも、上司がその決断に至った正当

な理由は他にあるという信頼がある。 

0.855     
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マネジャーのパフォーマンス 因子負荷量 指標   

1.      計画（目標、方針および行動指針の設定） 0.776 CFI 0.944 

2.      情報収集とその精査（記録、報告、説明目的

での情報の収集および整理） 
0.808 TLI 0.926 

3.      調整（やり方、方針のすり合わせのために、

部下以外の組織内の人間と連絡を取り合う） 
0.785 α 0.930 

4.      評価（人事評価・出力された記録に対する判

断、財務分析、製品検査など、提案や業績に対する

判断や評価） 

0.781   

5.      監督（部下の指揮・育成） 0.799   

6.      人員配置（採用、賞罰、配置転換など責任範

囲における従業員の維持管理） 
0.707   

7.      渉外（サプライヤーとの契約など、製品・サ

ービスの購買、販売およびそれらの契約） 
0.713   

8.      外部露出・広報（講演やコンサルテーション

を通じて組織に対する大衆の関心を集めること） 
0.659   

9.      総合評価 0.893     

 


